
第３次札幌市生涯学習推進構想　関連事業実施状況調査票

令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

1

親子で学ぶ消費者
教育推進事業

1

（１）各区の子育てサロン等に消費者被害防止ネット
ワークの消費生活推進員を派遣し、絵本の読み聞かせ
を通じた、子どもの事故防止に係る講座を実施
（２）年1回程度、子どもの事故防止や消費者教育に
関する親子向けのイベントを「消費者キッズフェス
タ」として実施
（３）子育て関係事業者向けに、子どもの事故防止に
係る講座を実施

引き続き、保護者や子育て関係者が子どもの
製品事故防止に関する情報を得られる場の用
意に努める必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影響により、出
張講座は実施できなかったが、市HPやSNSに
より子どもの製品事故防止等に関する情報提
供を実施。
また、子育て関係事業者向け講座の実施によ
り、子育て関係者に対する情報提供は予定通
り行うことができた。

引き続き、保護者や子育て関係者が子どもの
製品事故防止に関する情報を得られる場の用
意に努める必要がある。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響に伴
い、従前の講座内容・形式のままでは相当数
の受講者数減が見込まれること、また実施場
所確保の困難が見込まれることから、社会の
変容を意識した事業展開が必要である。

各区の子育てサロン、児童会館等において、幼児とその保
護者向けに子どもの製品事故防止に関する出張講座実施を
予定していたが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、外部講師の受け入れが困難なため事業を中止した。
子育て関係事業者向けに「保育現場で知ってほしい子ども
の安全講座」と題した講座を開催した。
【令和３年度実績】
・受講者：38人

〇

引き続き、保護者や子育て関係者
が子どもの製品事故防止に関する
情報を得られる場の用意に努める
必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影響
により、出張講座は実施できな
かったが、市HPやSNSにより子ど
もの製品事故防止等に関する情報
提供を実施。
また、子育て関係事業者向け講座
の実施により、子育て関係者に対
する情報提供は予定通り行うこと
ができた。

引き続き、保護者や子育て関係者が子どもの製品事故防止に関する情
報を得られる場の用意に努める必要がある。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、従前の講座内容・形
式のままでは相当数の受講者数減が見込まれること、また実施場所確
保の困難が見込まれることから、子育てサロンの利用者に対して映像
を配信する形式で講座を実施する等、社会の変容を意識した事業展開
を予定している。

市）消費生活課

2

福祉のまち推進事
業

1

地区福祉のまち推進センターが実施する地域福祉活動
（子育てサロンや異世代交流事業、健康普及啓発事業
などを含む）に対し補助金を交付

子育てサロン等の地域福祉活動の担い手が固
定化している。
コロナ禍における事業の在り方について、感
染防止対策の徹底の他、独自の事業展開を見
出す等工夫が必要な部分も生じると思われ
る。

引き続き地区福祉のまち推進センターへの補
助を継続していく予定であるが、新型コロナ
ウイルスの感染状況によっては、今年度も子
育てサロンや異世代交流の実施を見送る地区
福祉のまち推進センターもあると想定され
る。

詳細な実施数は9月頃集計完了予定。
子育てサロン・異世代交流共に、新型コロナウイルスの影
響により減少していたものが徐々に回復し、前年度よりも
実施数が増加していると思われる。
なお、実施にあたっては、感染防止対策（3密の回避、換
気、消毒等）を徹底したうえで開催するよう周知した。
＜参考＞
令和２年度実施数…子育てサロン20地区、異世代交流14地
区

―

子育てサロン等の地域福祉活動の
担い手が固定化している。
コロナ禍における事業の在り方に
ついて、感染防止対策の徹底の
他、独自の事業展開を見出す等工
夫が必要な部分も生じると思われ
る。

引き続き地区福祉のまち推進センターへの補助を継続していく予定で
あるが、新型コロナウイルスの感染状況によっては、今年度も子育て
サロンや異世代交流の実施を見送る地区福祉のまち推進センターもあ
ると想定される。

保）総務課

3

ワーキングマタニ
ティスクール

1

勤労初妊婦とその配偶者を対象に、妊娠期の健康管理
や育児に関する正しい知識の普及・啓発と情報提供等
を行い、妊娠・出産・育児と就労の両立を支援

新型コロナウイルス感染症の影響により、開
催が不安定な状況のため、定員やプログラム
の見直し等による感染対策を踏まえた事業の
実施や、オンライン等の活用により、普及啓
発や情報提供を継続していく必要がある。

・委託による事業を実施
新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた定
員・プログラムに変更し、開催を継続する。

【実施回数】
年６回を予定（休日開催）
※新型コロナ感染症の影響で第１回目、２回
目は中止

※下記掲載の【オンラインマタニティ教室】
年６回のうち、３回を休日開催とし実施予定

【実施回数】３回　※新型コロナ感染拡大の影響で第1、
2、3回目が中止となった。

【参加人数】95名
（うち夫婦で参加38組、妊婦のみ参加19組）

―

新型コロナウイルス感染症の影響
により、集合形式の開催が不安定
であること、妊婦およびその家族
が安心して参加できる形式の検討
を要することから、定員やプログ
ラムの見直し等による感染対策を
踏まえた事業の実施や、オンライ
ン等の活用により、普及啓発や情
報提供を継続していく必要があ
る。

・委託による事業を実施
新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた定員・プログラムにて開催
を継続する。
【実施回数】
年６回を予定（休日開催）
※下記掲載の【オンラインマタニティ教室】年６回のうち、３回を休
日開催とし実施予定

保）健康企画課

4

母親教室・両親教
室

1

初めて出産を迎える夫婦に、妊娠・出産・育児の知識
を普及し、親としての意識が高まるよう、「講義・実
習・交流会」等を実施

新型コロナウイルス感染症の影響により、従
来の方法での開催が困難な状況のため、オン
ラインの活用や、各区において、定員やプロ
グラムの見直し等による感染対策を踏まえた
事業とし、普及啓発や情報提供を継続してい
く必要がある。

【マタニティ教室】
・新型コロナウイルス感染対策を踏まえたプ
ログラム見直しにより、【母親教室】【両親
教室】を統合し「マタニティ教室」に名称変
更
・各区において、新型コロナウイルス感染状
況を踏まえ開催予定

【オンラインマタニティ教室】
年６回を予定（各定員50名）

【マタニティ教室】
回数：35回
参加人数：延393人
【オンラインマタニティ教室】
回数：６回
参加人数：延349人 ―

新型コロナウイルス感染症の影響
により、従来の方法での開催が困
難な状況のため、オンラインの活
用や、各区において参加、定員や
プログラムの見直し等による感染
対策を踏まえた事業とし、普及啓
発や情報提供を継続していく必要
がある。

【マタニティ教室】
・各区において、新型コロナウイルス感染状況を踏まえ開催予定
【オンラインマタニティ教室】
年６回を予定（各定員50組）

保）健康企画課

5

子ども用調理器具
の貸出

1

幼児や児童が調理を体験する機会を増やして、食への
関心を高めることを目的に子ども用調理器具の貸出を
実施

なし 継続して実施するが、新型コロナウイルス感
染症拡大予防のため、親子や子ども向けの調
理を伴う教室が中止又は縮小され、貸出回数
が減少すると予想される。

子供用調理器具の貸出回数：2回

―

なし 継続して実施するが、新型コロナウイルス感染症拡大予防のため、親
子や子ども向けの調理を伴う教室が中止又は縮小され、貸出回数が減
少すると予想される。

保）健康企画課

6

児童会館運営

1

放課後子ども総合プランに基づく、児童会館の運営
（クラブ・サークル活動・各種つどい・野外活動・合
同行事・子育て支援事業など）

３次構想を踏まえ、乳幼児期からの育ちを支
える学びを充実させる必要がある。

指定管理者による運営を継続するとともに、
多くの児童に利用してもらえる事業を引き続
き実施する。
【令和３年度実施予定】
・実施館数：109館

　児童会館109館を運営し、年間1,542,610人（高校生まで
の利用者数累計）の児童が利用した。

〇

３次構想を踏まえ、乳幼児期から
の育ちを支える学びを充実させる
必要がある。

指定管理者による運営を継続するとともに、多くの児童に利用しても
らえる事業を引き続き実施する。
【令和４年度実施予定】
・実施館数：109館

子）放課後児童
担当課

7

プレーパーク推進
事業

1

子どもの自主性・創造性・協調性を育むことを目的と
して、地域住民等が規制を極力排除した公園等におい
て開催・運営する「プレーパーク」を推進

新型コロナウイルス感染症の影響により、５
月上旬から７月中旬まで実施団体がプレー
パークを開催できないなどの影響があったこ
とから年間の参加者数が当初の予定より大幅
に減少する見込み。今後もプレーパークの認
知度を高め、参加者数増に向けた普及啓発等
を実施していく。

同規模実施予定。 プレーパーク参加者数3,461人
プレーパーク開催回数80回
※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、
５月３日～7月11日及び８月27日～９月30日実施なし。

―

新型コロナウイルス感染症の影響
により、令和２年度に年間の参加
者数が大幅に減少したが、令和３
年度以降の参加者数は少しずつだ
が増加傾向になった。今後もプ
レーパークの認知度を高め、参加
者数増に向けた普及啓発等を実施
していく。

同規模実施予定。 子）子どもの権
利推進課

所管課
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8

子育てサロン支援

1

地域主体の子育てサロンを立ち上げる団体への、遊具
の貸し出し、会場の提供などの立ち上げ及び継続運営
支援

新型コロナウイルス感染症の影響等により開
催を休止している子育てサロンがあり利用者
が減少しているため、地域のニーズに応える
ために地域主体の子育てサロンに対して運営
の支援を行う必要がある。

子育てしやすい街づくりのために、地域主体
の子育てサロンの運営の支援を継続して行
う。

・地域主体の子育てサロン設置箇所数：167か所
・利用者数：11,494人
・地域主体の子育てサロン助成団体数：115団体

―
新型コロナウイルス感染症の影響
等により開催を休止している子育
てサロンがあるが、利用者数は微
増しているため、地域のニーズに
応えるために地域主体の子育てサ
ロンに対して運営の支援を行う必
要がある。

子育てしやすい街づくりのために、地域主体の子育てサロンの運営の
支援を継続して行う。

子）子育て支援
課

9

さっぽろ親子絵本
ふれあい事業

1

絵本の読み聞かせを通じて乳幼児と親が心ふれあうひ
とときをもつきっかけをつくることを目的とし、乳幼
児10か月健診の際に行う絵本の読み聞かせに併せ、0
歳～1歳児向け絵本を１冊、市長からのメッセージ
カード､｢絵本とともだち」(おすすめ絵本の紹介冊子)
を配布

事業再編に伴い、４か月児健康診査にて絵本
１冊の配布と、家庭での絵本の読み聞かせに
関する情報発信等を行う。

・絵本配布数～13,071冊
　事業再編に伴い、４か月児健康診査にて絵本１冊の配布
と、家庭での絵本の読み聞かせに関する情報発信等を行
なった。 〇

・４か月児健康診査にて絵本１冊の配布と、家庭での絵本の読み聞か
せに関する情報発信を行う。

子）子育て支援
総合センター担
当課

10

子育て支援総合セ
ンター運営
（１）子育てボラ
ンティアの育成活
動及び子育て支援
者の活動支援
（２）子育てアド
バイザーの活動支
援
　(3)　次世代育成
支援 1

(1）ボランティア活動の場を提供するとともに、必要
な技術を学ぶための各種研修等を開催。
(2)子育て・家族支援者として専門的な知識、技能を
習得した子育てアドバイザーの育成と地域における子
育て支援の場を提供。
（3）児童、生徒、学生に子育てに関する多様な体験
の機会を提供するほか、複合施設の機能を有効に活用
し、小学校や保育所と合同事業や、小学生対象の赤
ちゃんとのふれあい体験「赤ちゃんってすごい！」事
業を実施。

・子育てボランティアの担い手不足及び子育
てアドバイザーの減少に伴う「日曜ファミ
リー子育て広場（サンデーサロン）」での活
動者の減少。

(1)・子育てアドバイザーを含む子育て支援
者を対象とした合同研修会は、実施の形態を
変更し、新型コロナウイルスの感染対策を徹
底した上で実施する。
・子育て支援総合センターの子育てボラン
ティア登録者を対象とした研修・交流会は中
止、様々な子育てボランティア活動の受入れ
と支援については、新型コロナウイルスの感
染状況や北海道の警戒ステージを鑑みながら
再開予定。
(2)令和３年度子育てアドバイザー登録者15
名に、「日曜ファミリー子育て広場（サン
デーサロン）」を活動の場として提供。
(3)・次世代育成支援（職業体験、実習、研
究等の活動）の受入れについては、依頼が
あった時点で、新型コロナウイルスの感染状
況を鑑み、都度対応する。
・「赤ちゃんって すごい！」事業について
は、実施の手法を変更して実施の予定。

(1)・子育てアドバイザーを含む子育て支援者を対象とした
合同研修会を１回実施。感染症対策として、2部制にする。
・子育て支援総合センターの子育てボランティア登録者を
対象とした研修・交流会は新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため中止。
・令和３年度登録子育てボランティア活動支援数～登録42
名、活動総数32名。新型コロナウイルスの感染状況や北海
道の警戒ステージを鑑みながら受入れした。
(2)令和３年度子育てアドバイザー登録者15名に、「日曜
ファミリー子育て広場（サンデーサロン）」を活動の場と
して提供。
(3)・次世代育成支援来所者数～2件4名
・「赤ちゃんって すごい！」等の次世代育成支援数～7件
284名。感染症対策としてリモートで実施。

〇

・子育てボランティアの担い手不
足及び子育てアドバイザーの減少
に伴う「日曜ファミリー子育て広
場（サンデーサロン）」での活動
者の減少。

(1)・子育てアドバイザーを含む子育て支援者を対象とした合同研修
会を１回実施。感染症対策として、2部制にする。
・子育て支援総合センターの子育てボランティア登録者を対象とした
研修・交流会は実施の形態を変更し、実施の予定。。
・子育てボランティアの活動の受入れと支援については新型コロナウ
イルスの感染状況や北海道の警戒ステージを鑑みながら行っていく。
(2)令和４年度子育てアドバイザー登録者11名に、「日曜ファミリー
子育て広場（サンデーサロン）」を活動の場として提供。
(3)・次世代育成支援（職業体験、実習、研究等の活動）の受入れに
ついては、依頼があった時点で、新型コロナウイルスの感染状況を鑑
み、都度対応する。
・「赤ちゃんって すごい！」事業については、感染症対策としてリ
モートで実施。

子）子育て支援
総合センター担
当課

11

家庭教育事業
（１）家庭教育学
級
（２）親育ち応援
団事業

1

（１）家庭における教育力向上のため、子どもの心や
体の理解・親の役割などについて、親等が自主学習す
る場として、幼稚園、小・中学校で開設
（２）家庭教育の重要性について意識啓発を図るた
め、仕事を持つ保護者等も参加しやすい講演会の開
催、家庭教育に関する情報発信などを実施

共働き世帯が増え続ける中、学級数及び学級生数が年々減少している。家庭教育に関して学ぶ機会の確保が困難にならないよう、親育ち応援団事業の質・量ともに向上させていく必要がある。感染症の動向を注視しながら、各家庭教育学
級への活動支援を行うほか、親育ち応援団講
演会のオンライン配信や、「さっぽろ家庭教
育ナビ」において動画配信を検討するなど、
より一層オンラインを活用した取組みに力を
入れ、多様な学習機会の提供を図っていく。

【家庭教育学級令和３年度実施予定】（７月
現在）
・72学級開設

(1)「家庭教育学級」は新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、開設数や参加者の減少傾向が継続しており、76の
園・学校が、感染症対策を講じながら学習会を企画・開催
した（参加者1,611人）。
(2)「親育ち応援団事業」は、子育て支援事業と連携し、乳
幼児の保護者を対象とした講座を行ったほか（参加者46
人）、著名人を講師としたオンライン配信による講演会を
実施した（視聴回数2,114回）。
また、自宅で気軽に家庭教育を学べるよう、ＨＰ「さっぽ
ろ家庭教育ナビ」のサイト更新を行うなど、コンテンツの
充実を図った(延べ閲覧者数24,660人）。

〇

共働き世帯が増え続ける中、学級
数及び学級生数が年々減少してい
る。家庭教育に関して学ぶ機会の
確保が困難にならないよう、親育
ち応援団事業の質・量ともに向上
させていく必要がある。
また、感染症対策の需要を踏ま
え、オンラインの活用を中心に、
多様な学習機会の提供について検
討する必要がある。

感染症対策に留意しながら、各家庭教育学級への活動支援を行うほ
か、親育ち応援団講演会のオンライン配信や、「さっぽろ家庭教育ナ
ビ」において動画配信を検討するなど、より一層オンラインを活用し
た取組みに力を入れ、多様な学習機会の提供を図っていく。

【家庭教育学級令和４年度実施予定】（７月現在）
・80学級開設

教）生涯学習推
進課

12

保護者啓発支援事
業

1

様々な家庭の状況に対応した預かり保育を実施
預かり保育の実践を通して園と家庭が連携したより良
い幼児期の子育ての在り方について発信

・預かり保育の内容や子どもの育ちに関する
ことなどを保護者と共有し、よりよい子育て
の在り方について引き続き発信する必要があ
る。

・市立幼稚園９園で実施。（実施日：月～金
及び長期休業中の８時～18時（教育時間を除
く））
・園と保護者が連携したよりよい子育ての在
り方や長時間保育の在り方について研究し、
その成果を園便りやホームページ等を活用し
て発信する。

・市立幼稚園９園にて、平日と長期休業中合わせて239日実
施
・延べ利用人数　９園合計19,727名
・預かり保育を通した子どもの育ちや子育てに関すること
を配布物やホームページで定期的に保護者に発信

◎

預かり保育の内容やそこで見られ
る子どもの育ち、長時間保育の在
り方などを保護者や市内幼児教育
施設と共有し、子どもの健やかな
成長を支える体制について発信す
る必要がある

・市立幼稚園９園で実施。（実施日：月～金及び長期休業中の８時～
18時（教育時間を除く））
・園と保護者が連携したよりよい子育ての在り方や長時間保育の在り
方について研究し、その成果を園便りやホームページ等を活用して市
民及び市内幼児教育施設に発信する。

教）幼児教育セ
ンター担当課

13

保護者啓発支援事
業（講座、イベン
ト、講演会）

1

保護者や市民を対象とした市立幼稚園における子育て
講座(ポロップひろば)や幼児教育に関する理解啓発を
図るためのイベント(さっぽろ・ようちえん・こども
えんにこにこフェスティバル)、講演会(幼児教育講演
会)を実施

新型コロナウイルス感染症拡大防止による中止の影
響もあり、参加人数は減少している。一方、参加者
の感想を聞き取った結果は好評であった。ポロップ
ひろばの情報だけでなく、幼児期の遊びや子育てに
ついて、広く市民に周知できるような方法の検討が
必要である。

保護者や市民を対象とした市立幼稚園におけ
る子育て講座(ポロップひろば)を、７月中旬
から３月まで実施する。（新型コロナウイル
ス感染症拡大防止の観点から、７月中旬まで
中止とした。）幼児教育に関する理解啓発を
図るための幼児教育講演会は、新型コロナ
ウィルス感染症拡大防止のため中止とする。
SNS等を活用してポロップひろばを広く市民
に周知し、幼児期の遊びや子育てに関する情
報発信等の充実を図る。

・ポロップひろば
　参加者総数：931名（市立幼稚園9園にて41回開催）
 ※５～６、８～９月、２～３月は新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止。
・幼児教育講演会は新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止。
・札幌市公式LINEアカウントを利用し、「ポロップひろ
ば」を市民へ周知

―

「講演会」や「ポロップひろば」
に参加できない家庭に対し、ＨＰ
やSNS等を活用した子育て情報の
発信方法の検討。

・保護者や市民を対象とした市立幼稚園における子育て講座(ポロッ
プひろば)を、５月から３月まで実施する。
・幼児教育に関する理解啓発を図るための幼児教育講演会は、９月に
オンラインで実施予定。

教）幼児教育セ
ンター担当課

14

えほん図書館の運
営

1

乳幼児期の子どもと保護者の読書活動推進を目的に、
「多くの絵本に囲まれ、幼児が読書を楽しみ学べる
場」と、「幼児の読書活動を通じた子育てを支援する
場」という２つの機能を有するえほん図書館を運営

　コロナ禍にあっては、感染対策を講じなが
ら、効果的な代替事業を展開していく必要が
ある。
　平成30年度から実施している「めざせ！え
ほんマイスター」により、えほん図書館に来
館する乳幼児の読書習慣の定着には一定の効
果があったと考えられるが、感染症対策とし
て、令和3年6月から、期間限定で、郵送受付
を開始している。
　今後、引き続き、未だ絵本、読書とあまり
接点のない乳幼児やその保護者に対し、乳幼
児期からの読書活動を浸透させていく必要が
ある。

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
座席数や利用方法などを制限しながら開館し
ていた中、感染再拡大、緊急事態宣言等のた
め、令和3年5月4日から7月11日まで休館。
・当面、感染症対策を講じながら、コロナ禍
でも取組可能な下記代替事業を実施するとと
もに、市内の感染状況や他施設の取組などを
勘案し、年齢別おはなし会等の再開を検討す
る。
（特設展示の絵本人気投票、えほん図書館開
館5周年記念ガラス面アート、動画版図書館
デビュー・年齢別おはなし会プログラム公開
など）
・乳幼児の読書活動推進のため、「めざせ！
えほんマイスター」の取組は継続実施（令和
3年6月からコロナ禍における対応として郵送
受付開始（令和4年3月までの期間限定））。

　乳幼児とその保護者が多くの絵本に触れ、読書を楽し
み、学べる場となるよう主に以下の事業を実施した。な
お、年齢別おはなし会、登録ボランティア団体によるおは
なし会、図書館デビュー、各種ワークショップなどのイベ
ントについては、新型コロナウイルスの感染状況に応じ
て、段階的に再開する予定であったが、実施できる状況に
至らなかった。また、感染拡大防止のため、令和３年５月
４日から７月11日まで休館した。
・５周年記念行事「えほん図書館の宇宙に 君の星をかかげ
よう★」(令和３年10月23日～令和４年１月20日、参加者、
延べ約4,000人）
・しろっぴーキッズシアターミニ in えほん図書館（令和
４年３月５日、参加者：62人）
・「ヨムくんの動画」（４回：令和３年８月５日、９月18
日、11月15日、令和４年３月４日配信）
・読書活動推進プログラム
「めざせ！えほんマイスター」（新規登録者数386人）
【令和３年度実績】
・来館者数：100,296人
・貸出冊数：157,769冊
・蔵書冊数：26,410冊

―

　平成30年度から実施している
「めざせ！えほんマイスター」に
より、えほん図書館に来館する乳
幼児の読書習慣の定着には一定の
効果があったと考えられる。
　今後も引き続き、未だ絵本、読
書とあまり接点のない乳幼児やそ
の保護者に対し、乳幼児期からの
読書活動を浸透させていく必要が
ある。
 なお、コロナ禍にあっては、感
染症対策を講じながら、代替行事
等を含め、効果的な事業を展開し
ていく必要がある。

　感染症対策の徹底を図りながら、以下の事業を段階的に再開した
（８月末現在）。
・年齢別おはなし会
（４月から０歳児向け、５月から１、２歳児向け、６月から３歳児以
上向けを再開、36回開催。延べ参加者数429人）
・ボランティア団体読み聞かせ会
（６月から再開、11回開催。延べ参加者数155人）
・図書館デビュー
（６月から再開、２回開催。延べ参加者数58人）
・団体利用
（２回開催、参加者数14人。おはなし会付きプログラムは６月から再
開。）
　10月からは、各種ワークショップ、えほんとわらべうたの会、ぬい
ぐるみおとまり会などを順次、再開する予定。
　また、乳幼児の読書活動推進のため、「めざせ！えほんマイス
ター」の取組は継続して実施する（令和４年４月23日から５月24日ま
での間、新規登録キャンペーンを実施、77人登録。）

教）運営企画課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

15

アイヌ文化体験
（１）小中高校生
団体体験プログラ
ム
（２）小中高校生
団体出前体験プロ
グラム

2

（１）南区の小金湯にあるアイヌ文化交流センターに
おいて、市内の小中高校生などを対象に、アイヌの
人々による伝統楽器の演奏、古式舞踊の披露、アイヌ
伝統文化の体験、展示解説などを提供
（２）アイヌ文化交流センターから遠隔地にあるな
ど、体験プログラム参加が困難な学校に対して、出前
方式でのプログラムを提供

多数の学校が参加できるよう周知を継続する (1)小中高校生団体体験プログラム
【令和３年度実施予定】
・実施講座数：66講座
・受講者数：4,782名
(2)小中高校生団体出前体験プログラム
【令和３年度実施予定】
・実施講座数：71講座
・受講者数：5,301名

(1)小中高校生団体体験プログラム
【令和３年度実績】
・実施講座数：58講座
・受講者数：4,204名
※コロナの影響で実施を延期した学校の体験プログラムに
ついて、休館日に臨時開館して対応した。
(2)小中高校生団体出前体験プログラム
【令和３年度実績】
・実施講座数：65講座
・受講者数：4,835名

〇

多数の学校が参加できるよう周知
を継続する

(1)小中高校生団体体験プログラム
【令和４年度実施予定】
・実施講座数： 75講座
・受講者数：5,580名
(2)小中高校生団体出前体験プログラム
【令和４年度実施予定】
・実施講座数：62講座
・受講者数：4,503名

市）アイヌ施策
課

16

子どもの文化芸術
体験事業

2

感性豊かな子どもたちが優れた文化芸術に触れる機会
の充実を図り、創造性を育むことを目的とし、市内の
小学生を対象に、おとどけアート、ハロー！ミュージ
アム、子どものミュージカル体験、キタラファースト
コンサートの各事業を実施

各学年の全児童を対象に実施している事業
は、本市教育委員会ほか関係機関とも連携の
うえ、引き続きコロナ対策を徹底した上で、
全児童が参加できるよう事業運営を図る。

・おとどけアート…４小学校で実施し、
1,708人の児童が参加予定。
・ハロー！ミュージアム…感染症対策を講じ
て、令和２年度と同規模での実施見込み
・子どものミュージカル体験…実公演は中
止。令和３年度は「こころの劇場」に来場予
定だった児童向けに動画配信事業を実施する
予定。
・キタラファーストコンサート…感染症対策
を講じて、市内及び連携中枢都市圏内小学校
を対象に実施予定。

・おとどけアート…4小学校で実施し、1,754人の児童が参
加。
・ハロー！ミュージアム…市内の全小学5年生を対象に実施
し、140校から10,373人の児童が参加。
・子どものミュージカル体験…新型コロナウイルスの影響
により中止。
・キタラファーストコンサート…新型コロナウイルスの影
響により９月の５公演を中止したが、11月、12月の６公演
は実施し、中止により参加不可となった学校へは無観客コ
ンサートのWeb配信を行った。

〇

各学年の全児童を対象に実施して
いる事業は、本市教育委員会ほか
関係機関とも連携のうえ、引き続
きコロナ対策を徹底した上で、全
児童が参加できるよう事業運営を
図る。

・おとどけアート…３小学校で実施し、1,347人の児童が参加予定。
・ハロー！ミュージアム…感染症対策を講じて、令和３年度と同規模
での実施見込み
・子どものミュージカル体験…実公演は中止。令和４年度は「こころ
の劇場」に来場予定だった児童向けに動画配信事業を実施する予定。
・キタラファーストコンサート…感染症対策を講じて、市内及び連携
中枢都市圏内小学校を対象に実施予定。

市）文化振興課

17

札幌まなびのサ
ポート事業

2

生活保護受給世帯及び就学援助受給世帯の中学生に対
し、「貧困の連鎖」を防ぐために、学習習慣の定着を
図り高校進学を実現するとともに、自己肯定感を持て
るような居場所の提供を行うことを目的とした学習支
援を実施

子どもたちの社会的・職業的自立に必要な力
を育むためには、子どもやその世帯が抱える
課題に応じた支援が必要であるため、他部局
との連携を含めた支援の充実を検討する必要
がある。

委託により前年度と同規模の事業を継続する
とともに、引き続き高校中退防止に向けた取
り組みを行っていく。
【令和３年度実施予定】
・会場数　市内40会場
・事業参加者数　600人

※新型コロナウイルス感染拡大の影響によ
り、個別学習支援の開始時期を6月1日（当初
予定）から7月12日まで後ろ倒しとした。

令和３年度実績
・会場数　市内40会場
・事業参加者数　476人
・年度末時点での進学率　99.4％（連絡不通による進路未
確認者を除く）

※新型コロナウイルス感染拡大の影響により、個別学習支
援の開始時期を令和３年６月から令和３年７月まで後ろ倒
した。
また、緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置期間中は、
個別学習支援を中止した。

〇

子どもたちの社会的・職業的自立
に必要な力を育むためには、子ど
もやその世帯が抱える課題に応じ
た支援が必要であるため、他部局
との連携を含めた支援の充実を検
討する必要がある。

委託により前年度と同規模の事業を継続するとともに、引き続き高校
中退防止に向けた取り組みを行っていく。
【令和４年度実施予定】
・会場数　市内40会場
・事業参加者数　600人

※令和４年度から個別学習支援の通年実施を開始。前年度からの継続
参加者は４月から、新規参加者は５月から個別学習支援を開始してい
る。

保）保護自立支
援課

18

食育推進事業

2

若い世代の食生活の改善を図るため、高校生・大学生
等への各区での食育事業や事業所給食施設利用者への
食育支援事業等を実施

対面によらない実施方法について検討が必
要。

・「お弁当レシピコンテスト」は令和2年度
より、中・高校生のみを対象に実施してお
り、今後も同様に実施する。
・「本気めし」プロジェクトについては、今
後もオンライン等のツールを活用し、効果的
に実施していきたい。

・お弁当レシピコンテスト　中・高校生の部応募数：713作
品
・本気めしプロジェクト　実施回数：18回

―

オンラインツールの活用等、引き
続き実施方法について工夫が必
要。

・「お弁当レシピコンテスト」は令和2年度から、中・高校生のみを
対象に実施しており、今後も同様に実施する。
・「本気めし」プロジェクトについては、今後もオンライン等のツー
ルを活用し、効果的に実施していきたい。

保）健康企画課

19

子ども食品Ｇメン
体験事業

2

食の安全についての知識や理解を深めてもらうため、
小学３年生～６年生の親子を対象に、中央卸売市場や
食品工場等における食の安全・安心への取組を現地で
見学しながら、「食品Ｇメン（食品衛生監視員）」の
仕事を体験

見学等受入先の確保。 新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、事業中止

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、事業中止

―

見学等受入先の確保。コロナ禍に
おいて、参集型である本事業の実
施の可否の判断をする必要がある
こと。

実施回数を2回から1回に減らして実施する予定。コロナ禍での事業再
開を想定するが、開催はコロナの感染拡大状況等に大きく左右され
る。当課単独での実施が難しい場合、他部局の事業と連携して実施す
ることを視野に入れる。

保）食の安全推
進課

20

ミニ児童会館運営

2

放課後子ども総合プランに基づく、ミニ児童会館の運
営（クラブ・サークル活動・各種つどい・野外活動・
合同行事など）

３次構想を踏まえ、青少年期を育む学びを充
実させる必要がある。

業務委託による運営を継続するとともに、多
くの児童に利用してもらえる事業を引き続き
実施する。
【令和３年度実施予定】
・実施館数：92館

ミニ児童会館92館を運営し、年間1,090,762人（小学生の利
用者数累計）の児童が利用した。

〇

３次構想を踏まえ、青少年期を育
む学びを充実させる必要がある。

業務委託による運営を継続するとともに、多くの児童に利用してもら
える事業を引き続き実施する。
【令和４年度実施予定】
・実施館数：90館

子）放課後児童
担当課

21

放課後子ども教室
等事業

2

児童会館・ミニ児童会館が利用しにくい地域等におい
て、放課後子供教室・放課後子ども館を運営し、放課
後の子どもの居場所を確保する事業の実施

３次構想を踏まえ、青少年期を育む学びを充
実させる必要がある。

業務委託による運営を継続する
【令和３年度実施予定】
・実施関数：３か所

放課後子ども教室3か所を運営した。

〇

３次構想を踏まえ、青少年期を育
む学びを充実させる必要がある。

業務委託による運営を継続する
【令和４年度実施予定】
・実施関数：３か所

子）放課後児童
担当課

22

札幌市児童育成会
運営補助

2

留守家庭児童の健全育成を図るために設置された、
「民間児童育成会」への補助

３次構想を踏まえ、青少年期を育む学びを充
実させる必要がある。

補助金の交付により各団体の運営を助成す
る。
【令和３年度実施予定】
・実施館数：47団体

民間児童育成会45団体に補助金を交付した。

〇

３次構想を踏まえ、青少年期を育
む学びを充実させる必要がある。

補助金の交付により各団体の運営を助成する。
【令和４年度実施予定】
・実施館数：43団体

子）放課後児童
担当課
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23

少年国際交流事業

2

国際感覚を身につけた青少年の育成を図るため、市内
の中高生を対象とした姉妹都市（ノボシビルスク市・
大田広域市）やシンガポールとの相互派遣・受入を実
施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
観点から派遣受入が中止となるなど、事業実
施に影響が出ている。今後、コロナ禍におけ
る事業実施手法等を検討していく必要性があ
る。

（1）姉妹都市少年少女交流事業
ノボシビルスク市10名及び大田広域市10名を
受入予定
（2）シンガポール少年少女交流事業
シンガポールに14名派遣予定

（1）姉妹都市少年少女交流事業
令和３年度についても前年度と同様、新型コロナウイルス
感染症の影響から、往来交流が難しい状況であったため、
令和４年２月に札幌市内の高校生（９名）とノボシビルス
ク市の中高生（13名）が参加し、オンラインによる交流イ
ベントを開催した。
（2）シンガポール少年少女交流事業
新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、往来を中
止した。

―

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止の観点から派遣受入が中
止となるなど、事業実施に影響が
出ている。今後も引き続き、コロ
ナ禍における事業実施手法等を検
討していく必要性がある。

（1）姉妹都市少年少女交流事業
新型コロナウイルス感染症が未だ収束に至っておらず、加えて、昨今
の国際情勢に鑑み、今年度のノボシビルスク市への派遣は中止した。
国際情勢が改善し、交流再開の目途がたった際に事業の実施を検討し
ていく。
（2）シンガポール少年少女交流事業
シンガポール教育省語学センターの中学２年生（14名）とオンライン
交流の実施を予定。

子）子どもの権
利推進課

24

子どもの体験活動
の場支援事業

2

旧真駒内緑小学校跡施設「まこまる」において、プ
レーパークや昔遊びなど、多様な体験機会を子どもに
提供する子どもの体験活動の場「Ｃｏミドリ」の運営
を支援

新型コロナウイルス感染症の影響により、
5/3～7/11まで閉館したため、当初の想定よ
りも利用者が大幅に減少する見込み。今後も
利用者を増やすために多様な体験活動の提供
及び積極的な広報等を実施していく。

同規模実施予定。 実施日数　120日（プレーパーク120日、体験プログラム48
日）※延べ来場者数　5,373人
※新型コロナウイルス感染症の影響により、5/3～7/11、
8/27～9/30まで閉館するなどの影響があった。

―

新型コロナウイルス感染症の影響
により、定員数を抑えるなどの対
応のため、令和元年度以前に比べ
て利用者は減少している。今後も
利用者を増やすために多様な体験
活動の提供及び積極的な広報等を
実施していく。

同規模実施予定。 子）子どもの権
利推進課

25
児童福祉施設等感
染症対策費(再掲：
193）

2

フリースクールなど民間施設に対し、新型コロナウイ
ルス感染症対策として必要な予防策を講じることがで
きるよう、必要な経費の一部助成（R2～実施）。
【令和２年度実績】
・11団体、補助申請額：3,496千円

新型コロナウイルス感染症対策は引き続き必
要であることから、事業の継続により、多様
な学びの環境を整えていく。
【令和３年度実施予定】
・20団体、補助申請額：6,000千円

フリースクールなど民間施設に対し、新型コロナウイルス
感染症対策に必要な消耗品購入費、備品購入費等の一部を
助成した。
【令和３年度実績】
・９団体、補助申請額：2,215千円

新型コロナウイルス感染症対策は今後も必要なことから、事業を継続
していく。

子）子どもの権
利推進課

26

ジモトのシゴト ワ
ク！ＷＯＲＫ！
【R2から】
※（旧）ものづく
り学校祭

2

札幌市内のものづくり企業等による高校生を対象とし
た「ものづくり体験イベント」。様々なものづくり体
験を通して、”ものづくりの楽しさ・やりがい”、”
キラリと光る市内ものづくり企業”の魅力を発信。

新型コロナウイルス感染症の影響により、高
校生はオンライン形式の授業やイベントが増
え、実際に職業体験したり、地元企業の方に
会って話を聞く機会が大幅に減少しているた
め、高校生、出展企業の双方において、本イ
ベントの開催ニーズが高まっている。
このため、感染症対策をしっかりと行いなが
ら、職業体験の機会を設けて地元企業の魅力
を発信していく必要がある。

㈱マイナビと共同で高校生が、進学やその先
の就職等、進路を考えるイベントを開催し、
その中で、職業体験等を通じて、高校生に地
元企業の魅力を理解してもらう。
開催にあたっては、ブース人数の制限や、体
験に使用した機材の随時消毒など、感染症対
策を徹底する。

【令和３年度実施概要】
・実施日数：2日（12月8日,9日）
・会場：アクセスサッポロ
・出展数：25企業及び団体
・参加生徒数：高校生4,404名

12月8～9日の2日間、アクセスサッポロにて開催。
36企業・団体が出展し、4,404名の高校生が来場した。

〇

新型コロナウイルス感染症の影響
により、高校生はオンライン形式
の授業やイベントが増え、実際に
職業体験したり、地元企業の方に
会って話を聞く機会が大幅に減少
しているため、高校生、出展企業
の双方において、本イベントの開
催ニーズが高まっている。
このため、感染症対策をしっかり
と行いながら、職業体験の機会を
設けて地元企業の魅力を発信して
いく必要がある。

9月13日～15日の3日間、つどーむにて開催。45企業・団体が出展し、
6,788名の高校生が来場。

経）地域産業振
興課

27

国際ビジネス人材
育成事業

2

高校生と留学生との交流事業や長期留学費用補助を実
施し、国際理解を推進

特になし。 なし なし

―

特になし。 なし 経）産業立地・
戦略推進課

28

市場施設の見学

2

市場の持つ役割と機能に対する理解を深めてもらうこ
と、食育を推進すること等を目的に、見学者通路や展
示室を整備し、個人から町内会学校等の団体まで一般
市民の見学を実施

コロナ禍以前は、例年1,000人近い学校関係
者の見学を受け入れていたが、早朝の見学も
含め市場流通の実際の現場を体感できる取組
を行っている。
新型コロナウイルス感染症が市場内で拡大し
た場合、生鮮食料品の物流に大きな影響を及
ぼす可能性があることから、感染状況を踏ま
え再開時期を見極める必要がある。

新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏ま
え、令和３年11月22日より見学受け入れを再
開した。また、Sapporo City Wi-Fiの導入を
行い、再開時における見学者の利便性向上を
図る。

令和３年11月22日より見学受け入れを再開したものの、令
和４年１月25日より再度受け入れを中止（12/8～1/4は繁忙
期のため例年受け入れ中止）した。なお、見学者の利便性
向上のため、予定していたSapporo City Wi-Fiについては
見学再開に向け導入。

―

コロナ禍以前は、例年1,000人近
い学校関係者の見学を受け入れて
おり、早朝の見学も含め市場流通
の実際の現場を体感できる取組を
行っている。
新型コロナウイルス感染症により
行動様式が変化したことも踏ま
え、見学時の感染対策を徹底する
ことが必要である。

令和４年度は年度当初より見学者の受け入れを再開している。
（令和４年６月末までの学校関係者実績：427人）

経）管理課

29

円山動物園教育普
及事業

2

環境教育の場として動物園を有効活用するため小中学
校の総合的な学習時間の受け入れ、貸し出し用を含む
教材の開発・製作などを実施

対面形式（来園・訪問）の教育プログラムが
メインであるため、感染拡大防止のために対
面が困難な場合には、教育プログラムの提供
も困難である。
教育プログラムの質を落とさず、教育機会を
提供する新たな手法について検討が必要があ
る。

新型コロナウイルスの影響により、対面形式
（来園・訪問）の教育プログラムの実施が困
難であったため、オンラインによる出前講座
や総合学習を実施している。
　併せて、説明を聞くだけの一方的な学習と
ならないようにするとともに、学習効果の定
着を促すため、ワークシートを活用した事前
と事後の学習にも力を入れ、自ら考える力を
養う取組を進めていく。

小中学生を対象とした、環境教育、動物園の役割紹介及び
バックヤードツアー等を68件4,190人に対し実施した。う
ち、19件1,631人についてはオンラインによる実施。

―

対面形式（来園・訪問）の教育プ
ログラムがメインであるため、感
染拡大防止のために対面が困難な
場合には、教育プログラムの提供
も困難である。
教育プログラムの質を落とさず、
教育機会を提供する新たな手法に
ついて検討が必要である。

学習効果の定着を促すため、引き続きワークシートを活用した事前と
事後の学習にも力を入れ、自ら考える力を養う取組を進めていく。
また、新型コロナウイルスの影響により、対面形式（来園・訪問）の
教育プログラムの実施が困難となった場合は、オンラインによる出前
講座や総合学習の実施を検討する。

環）飼育展示課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

30

水道記念館運営

2

市民と水道事業のコミュニケーションを育む接点とな
ることを目指し、水道の仕組みや水道と自然環境の関
わりを楽しく学ぶことができる参加・体験型の展示室
等の運営

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の
影響により、来館者数が大きく減少した。
令和元年度までの課題は天候に左右されにく
い来館促進の取組であるが、令和３年度も引
き続き積極的な事業の実施は困難と考えられ
る。

令和３年度は例年どおり４月に開館できたも
のの、５月３日から７月１２日まで新型コロ
ナウイルス感染症の影響により臨時休館とな
り、７月１３日から再開した。
密集を避けられない展示やコーナー、屋外遊
水施設、団体受入及び藻岩浄水場見学ツアー
については前年度に引き続き休止中である。

・令和３年度開館期間　＜臨時休館前＞4/11
～5/2
　　　　　　　　　　　＜臨時休館後＞7/13
～11/14（予定）

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、
５月３日から７月12日及び８月２日から９月30日に臨時休
館し、上記期間以外は、館内消毒や来館者の検温など対策
を講じたうえで開館した。
令和２年度から引き続き、密集を避けられない展示やコー
ナー、屋外遊水施設、団体受入、藻岩浄水場見学ツアーを
休止したことや、集客型イベントである「さっぽろ水道
フェスタ」「水道記念館秋まつり」等を中止したことに加
え、令和２年度よりも臨時休館日が増えたことにより、来
館者数は前年度より減少した。
コロナ禍により従来どおりの事業実施はできなかったもの
の、大規模イベントの代替として、水道記念館と市内の児
童会館をオンラインでつなぎ、水道にちなんだ工作会を計
４回実施するなど、水道のPRに務めた。

【令和３年度実績】
・来館者数：8,284人
・開館期間：4/10～5/2、7/13～8/1、10/1～11/14

―

令和３年度は、前年度に引き続き
新型コロナウイルス感染症の影響
により、来館者数が大きく減少し
た。
令和４年度も引き続き、コロナ禍
前と同水準の積極的な事業実施は
困難と考えられるが、感染症の影
響を受けにくいイベント等実施可
能な手法や代替事業等について検
討していく必要がある。

令和４年度は例年どおり４月に開館し、感染対策を講じながら団体見
学の受入や屋外遊水施設の運転、イベント等を順次再開していく。
一方で、密集を避けられない展示やコーナー、藻岩浄水場見学ツアー
については、前年度から引き続き当面の間休止する。

・令和４年度開館期間　4/16～11/15（予定）

水）企画課

31

火災予防推進事業
（１）少年消防ク
ラブ
（２）教えて！
ファイヤーマン事
業
（３）ジュニア防
火防災スクール
（４）インターン
シップ受け入れ

2

（１）防火・防災教育を通じて団体活動による連帯意
識を養い、将来の地域の防火・防災活動の担い手とし
ての基礎を築くことを目的として小学生、中学生及び
高校生を対象に活動を実施
（２）地域の防災力の向上のため、全市の小学校４年
生の社会科単元授業において、講師として消防職員が
教壇に立ち、体験型の授業を行い、体験を通じた基礎
的な防火・防災教育を実施
（３）心身ともに発達した中学生が体験を通じ自助・
共助の精神を学び、災害に直面した時に自らの身の安
全を確保する能力と、災害時の初期消火、負傷者の搬
送や救命処置など、大人と同等の対応能力を高めるた
め、より「実践」を意識した体験型の活動支援教育を
実施し、地域における防火・防災の担い手を育成
（４）将来の生き方や進路について考えさせるという
学校側からの依頼に基づいた職場体験学習を通じ、防
火・防災教育の一環として、災害能力の向上及び地域
貢献意識の醸成を図ることを目的に実施

なし 引続き新型コロナウイルス感染症対策を実施
し、継続して事業を実施する。

⑴ 少年消防クラブ
　市内の46クラブが、防火パトロール、福祉施設への訪問
等の活動を85回実施した。

⑵ 教えて！ファイヤーマン事業
　小学校201校（私立、国立等を含む)中、199校で実施し
た。

⑶ ジュニア防火防災スクール
　 中学校106校中、16校で実施した。
　※　私立、国立等を含む

⑷ インターンシップ受け入れ
　 新型コロナウイルス感染症対策のため中止

〇

なし 引続き新型コロナウイルス感染症対策を実施し、継続して事業を実施
する。

消）予防課

32

サッポロサタデー
スクール事業
（再掲:131、162、
169、209、226）

2

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の豊かな
社会資源を活用したプログラムを、土曜日等に学校施
設等を活用して実施

従前よりコーディネーターの担い手育成や事
業に関わる教職員の負担が課題であるが、こ
れに加え感染症の影響により活動を縮小・自
粛する運営協議会が多く出ている。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮や、運
営の地域化を促すための支援に取り組む必要
がある。

新型コロナウイルス感染症の動向を注視しな
がら、適切な感染対策を講じ、可能な範囲で
事業を実施する。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮とし
て、プログラムの年間実施回数の下限を撤廃
し、年度途中契約にも随時対応する。
感染症流行下での活動事例など運営に資する
情報提供に取り組むほか、関係様式の自動化
や運営サポート様式の作成などを検討し、事
務の省力化が図れるよう検討する。

【令和３年度実施予定】（7月現在）
・実施校　7校（7運営協議会）

14校13運営協議会で子どもたちに学びや体験の場を提供し
たが、年平均回数は約2.5回となった。感染対策の観点か
ら、調理や接触の多い運動プログラムの見合わせや参加人
数制限が多数行われ、参加者数も従前より大きく減少し
た。
コーディネーターの発掘・育成等を目的としたＮＰＯ等の
人材派遣は希望団体がなかったが、職員による随時個別相
談対応、事業広報紙を活用した情報提供、次年度の実施方
針説明会を兼ねた研修会を行い、活動を支援した。 ―

感染症流行の影響が続き、多様な
学び・体験の提供機会が大きく減
少しているほか、運営者、特に学
校の負担が増している。

感染症流行の影響が続き、多様な学び・体験の提供機会が大きく減少
しているほか、運営者、特に学校の負担が増している。
運営協議会の体制を始めとする既存の枠組を生かして、学校の負担を
減らしながら、地域の力を生かした多様な学びの場の提供を推進する
ため、授業（地域学習、ゲストティーチャー招へい）や放課後を対象
に含む条件での委託を試行し、土曜日の教育活動から学校支援活動を
含む地域学校協働活動への転換を目指す。

教）生涯学習推
進課

33

林間学校

2

小学校や野外教育施設などを会場として、夏休みと冬
休みに市内の小・中学生を対象に、テント泊や野外炊
事、いかだ作り、雪中登山などの野外活動の機会を提
供

・感染症対策を踏まえたプログラム検証
・事業の位置づけの再整理

夏季は、指導者によるプログラム検証や、オ
ンラインコンテンツの作成を行った。冬季
は、プログラムや定員を見直し、感染症対策
を行った上で集団宿泊を実施するとともに、
自然体験活動が子どもたちの成長に与える効
果を広く共有し、自然体験活動に対する関心
の創出・理解度の向上を目的としたイベント
を開催する等、事業成果を広く家庭や学校、
地域に還元していくための取組を行う予定。

【夏季】
・指導者（教員）と青少年山の家が連携し、動画コンテン
ツ4本を作成し市HPにて公開　合計再生回数387回(R4.9.26
時点)

【冬季】
・冬季林間学校
　2会場3コース　参加者102名（応募者数596人）
・冬の自然体験フェス
　山の家会場　親子79組（応募者数278組）
　WEB会場　　 参加者23名（応募者数66人）

―

・感染症対策を踏まえたプログラ
ム検証
・主催三者によるこれまでの実行
委員会に青少年山の家を加えた四
者による実施に向けた組織体制の
整理

夏季は、感染症対策を実施した上で日帰りによる林間学校を実施し
た。冬季についても引き続き感染症対策を考慮し、日帰りによる林間
学校を行うとともに、自然体験活動の普及啓発を目的としたフェスの
開催を予定している。
また、令和5年度からの組織体制の再構築に向け、関係団体との調整
を図っていく。

教）生涯学習推
進課

34

青少年山の家運営

2

野外活動の普及振興を図る拠点施設として、定員400
人の大型宿泊施設を運営し、各学校の宿泊学習や、一
般団体の研修等を受入れ。また、周囲の広大な自然環
境を生かした、体験活動に関する多様なプログラムや
事業を実施

閑散期における利用の促進
・施設における安全対策(ヒグマ等）
・感染症対策の徹底

利用定員を本来の半数の約200名程度とし、
徹底した感染症対策のもと、施設運営を行
う。
引き続き利用者のニーズに合わせたプログラ
ム開発を行い、自然体験活動の場を提供す
る。

・利用団体数：393団体
・利用人数：37,231人

―

・閑散期における利用の促進
・施設における安全対策(ヒグマ
等）
・感染症対策の徹底

感染症対策のため、施設利用に制限を設けるが、状況に応じ制限内容
を見直しつつ運営を行う。
引き続き利用者のニーズに合わせたプログラム開発等を行い、自然体
験活動の場を提供する。

教）生涯学習推
進課

35

さっぽろっこ農業
体験事業

2

小学校において、主に札幌近郊の農家・農園や酪農家
等のもとで農業体験を行い、食への関心を一層高め、
食の大切さへの理解を深める

研究推進校の固定化が見られるため、多くの
学校に体験の機会を与えらるように、研究成
果の普及啓発に努める必要がある。

これまで取組で、事業のねらいを一定程度果
たすことができたことから、各学校におい
て、地域の農家での体験活動やを教材園等で
の栽培活動を実施していく予定。
※令和２年度からら研究推進校は廃止。

各学校において、地域の農家での体験活動やを教材園等で
の栽培活動を実施した。

〇

研究推進校の固定化が見られるた
め、多くの学校に体験の機会を与
えらるように、研究成果の普及啓
発に努める必要がある。

これまでの取組で、事業のねらいを一定程度果たすことができたこと
から、各学校において、地域の農家での体験活動やを教材園等での栽
培活動を実施していく予定。
※令和２年度からら研究推進校は廃止。

教）教育課程担
当課
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36

学校図書館ボラン
ティア派遣事業

2

全中学校及び地域開放図書館が設置されていない小学
校に対して学校図書館ボランティアを派遣。
中学校においては平成27年度から学校図書館司書の配
置に合わせて配置校を順次削減。令和２年度から学校
司書が全校に配置されたため、ボランティアの派遣は
終了。

３次構想を踏まえ、生涯にわたる学びの基盤
である読書の充実のために、学校図書館ボラ
ンティアの人材確保や研修等をより工夫して
いく必要がある。

地域開放図書館が設置されていない小学校に
対して、事業を継続するとともに、児童の読
書活動の一層の充実のため、学校との連携を
深めながら貸出・返却業務（補助）、環境整
備、読み聞かせ等の事業実施を図っていく。
【令和３年度実施予定】
・実施校数：73校程度（小学校のみ）
・体験児童生徒数：30,000名程度
※令和２年度から中学校は学校司書を配置し
たため、図書ボランティアを廃止した。

地域開放図書館が設置されていない小学校に対して、主に
貸出・返却業務（補助）、環境整備、読み聞かせ等の業務
をすることを目的として、学校図書館ボランティアを派遣
した。
【令和３年度実績】
・実施校数：74校
・体験児童生徒数：30,849名 〇

３次構想を踏まえ、生涯にわたる
学びの基盤である読書の充実のた
めに、学校図書館ボランティアの
人材確保や研修等をより工夫して
いく必要がある。

地域開放図書館が設置されていない小学校に対して、事業を継続する
とともに、児童の読書活動の一層の充実のため、学校との連携を深め
ながら貸出・返却業務（補助）、環境整備、読み聞かせ等の事業実施
を図っていく。
【令和４年度実施予定】
・実施校数：73校程度（小学校のみ）
・体験児童生徒数：30,000名程度
※令和２年度から中学校は学校司書を配置したため、図書ボランティ
アを廃止した。

教）教育課程担
当課

37

運動部活動におけ
る外部人材の活用

2

中学校における運動部活動の充実を図るため、各学校
の状況に応じて外部人材を活用することができる体制
を構築

部活動指導員については、学校から高いニー
ズがあるため、今後更に増員していくことが
必要。

令和３年度は、部活動指導員55名を配置する
とともに、特別外部指導者を27名に依頼予
定。また、特別外部指導者及び外部指導者の
傷害保険の加入を予定。
なお、国が検討を進めている休日の部活動の
段階的な地域移行について、スポーツ庁の委
託を受け、土日の部活動の運営を民間事業者
が行う「令和３年度地域運動部活動推進モデ
ル事業」を市立中学校の５部活において実施
予定。

令和３年度は、部活動指導員55名を配置するとともに、特
別外部指導者を27名に依頼。また、特別外部指導者及び外
部指導者の傷害保険の加入。
国が検討を進めている休日の部活動の段階的な地域移行に
ついて、スポーツ庁の委託を受け、土日の部活動の運営を
民間事業者が行う「令和３年度地域運動部活動推進モデル
事業」を市立中学校の５部活において実施した。 ◎

部活動指導員については、学校か
ら高いニーズがあるため、今後更
に増員していくことが必要。

令和４年度は、部活動指導員65名を配置するとともに、特別外部指導
者を26名に依頼予定。また、特別外部指導者及び外部指導者の傷害保
険の加入を予定。
また、休日の部活動の段階的な地域移行に向けて、スポーツ庁の委託
を受け、土日の部活動の運営を民間事業者が行う「令和４年度地域運
動部活動推進モデル事業」を市立中学校の５部活において実施予定。 教）児童生徒担

当課

38

読書チャレンジ・
子どもの読書活動
推進事業

2

家庭・地域、図書館、学校等が相互に連携協力して、
総合的に子どもの読書活動の普及・啓発を推進。家庭
での読書活動の普及・啓発に資するイベント等を実施

行事について広報を充実させ、集客をはかる
必要がある。
感染症対策を行った上でできる行事や感染症
の影響を受けない行事を検討。

webの活用など、非来館でも実施可能な手法
も選択肢に、以下の事業を実施する。
・図書館デビュー代替事業
・特色ある図書館活用取組発表
・文字・活字文化の日記念講演会
・進路探究事業
・読書ノートの作成、配布

・図書館デビュー動画配信（４本）
・文字・活字文化の日記念講演会
感染症の影響により動画配信により実施。2,400回以上再生
された。
・小中学生向けキャリア教育（進路探究事業）
小学校２校、中学校１校にて実施。
このほか、特色ある図書館活用取組発表などを実施 〇

来館型の行事も可能になってきて
いるので、来館型の再開とオンラ
インを組み合わせた形で行ってい
くことも検討する。

・図書館デビュー
・特色ある図書館活用取組発表
・文字・活字文化の日記念講演会
・小中学生向けキャリア教育
・読書ノートの作成、配布及びこども館長の取り組みの実施

教）利用サービ
ス課

39

ものづくりkids拠
点構築事業

2

地域の子どもたち（主に小学生）が、日常的に、もの
づくりのプロの指導の下、色々な工作機械や工具、材
料を使って自由にものづくりができる体験型の拠点を
構築・運営する。

若年層のものづくり離れが進む中、ものづく
りに興味を持つきっかけとなるよう、日常的
にものづくりに触れられる機会を創出する必
要がある。

拠点を運営する株式会社Will-Eに補助を実施
し、サッポロファクトリーと札幌木工セン
ターを会場としたリアルイベント、オンライ
ンによるものづくり動画の配信を交互に開
催。3月末までに計20回開催予定。

株式会社Will-Eに補助を実施し、リアル会場として「サッ
ポロキッズベース」を札幌木工センターとサッポロファク
トリーに隔週（第1・3土曜日）で計7回開設。また、オンラ
イン配信を計13回行った。
イベント参加者は134名、オンライン配信視聴者数は587ア
クセス。 〇

若年層のものづくり離れが進む
中、ものづくりに興味を持つきっ
かけとなるよう、日常的にものづ
くりに触れられる機会を創出する
必要がある。

拠点を運営する株式会社Will-Eに補助を実施し、7～11月は北区のサ
ンプラザ角広場、12月～3月は産業振興センターで拠点構築し、広報
イベント含め3月末までに計22回開催予定。

経）地域産業振
興課

40

未来へつなぐ笑顔
のまちづくり活動
推進事業

3

区や地域の特性を活かした笑顔があふれるまちづくり
活動を推進するため、将来を見据えた地域課題の解決
や新たなネットワーク構築に資する事業など、「徹底
した地域主義」に基づく様々な事業を通じて、市民の
主体的なまちづくり活動を支援

事業の性質上、イベント系の事業や地域主体
の事業が多いことから、コロナ禍において平
常時並みの事業数を維持するのは困難である
ものの、実施可能な手法や代替事業等につい
て検討していく必要がある。

引き続き、地域の課題やニーズに基づき、市
民の参加により行われるまちづくり活動に対
し、各区の裁量による支援を行う。

地域の課題やニーズに基づき、市民の参加により行われる
まちづくり活動に対し、各区の裁量により支援を行った。
【令和３年度実績】
・実施事業数：600件
・参加者数：506,065人（延べ）
・参加団体数：4,841団体（延べ）
なお、実施事業のうち、町内会をはじめとする住民組織等
の主催事業が52.8％（317件）、区との共催事業が24.8％
（149件）で、合わせると77.6％の事業が住民主体で実施さ
れた。

―

事業の性質上、イベント系の事業
や地域主体の事業が多いことか
ら、コロナ禍において平常時並み
の事業数を維持するのは困難であ
るものの、実施可能な手法や代替
事業等について検討していく必要
がある。

引き続き、地域の課題やニーズに基づき、市民の参加により行われる
まちづくり活動に対し、各区の裁量による支援を行う。

市）市民自治推
進課

41

市民活動サポート
センター運営

3

市民活動団体を支援する、研修学習機能。市民活動入
門、運営（広報、会計、ファンドレイジング）などに
関する講座の開催等

市民活動を行っている方、関心がある方の
ニーズに合致した内容の講座の実施を継続す
るとともに、出前講座を取り入れるなど、市
民活動の促進に向けた取組を推進していく必
要がある。

指定管理者により、市民活動のスタートアッ
プ支援や市民活動団体の活動の発展を目的と
した講座を実施する。また、市民活動を知る
きっかけづくりに取組むとともに、若者を対
象にした体験講座を通して市民活動の普及啓
発を図る。新型コロナウイルス感染症による
影響の長期化を想定し、オンライン形式での
実施等必要に応じて対策を講じる。
【令和３年度実施予定】
・実施回数：10回程度（オンライン形式によ
る実施を予定しているものも含む）

指定管理者により、市民活動のスタートアップ支援や市民
活動団体の活動の発展を目的とした講座を実施した。ま
た、市民活動を知るきっかけづくりに取組むとともに、若
者を対象にした体験講座を通して市民活動の普及啓発を図
る。新型コロナウイルス感染症による影響を考慮し、オン
ライン配信等対策を講じて実施した。
【令和３年度実績】
・実施回数：９回 ―

市民活動を行っている方、関心が
ある方のニーズに合致した内容の
講座の実施を継続するとともに、
出前講座を取り入れるなど、市民
活動の促進に向けた取組を推進し
ていく必要がある。

指定管理者により、市民活動のスタートアップ支援や市民活動団体の
活動の発展を目的とした講座を実施する。また、市民活動を知るきっ
かけづくりに取組むとともに、若者を対象にした体験講座を通して市
民活動の普及啓発を図る。新型コロナウイルス感染症による影響を考
慮し、オンライン形式での実施も検討する。
【令和４年度実施予定】
・実施回数：10回程度

市）市民活動促
進担当課

42

女性向けキャリア
支援事業

3

創業を目指す女性の活躍を後押しするため、男女共同
参画センターで実施している女性向けコワーキングス
ペースを設置するほか、女性の起業・就業への取組を
行うコミュニティ形成の支援

新型コロナウィルス感染症の影響により、施
設利用者が減少しており、コワーキングス
ペースの新規登録者も伸び悩んでいること。

引き続き、コワーキングスペース設置・運営
事業を実施するが、新型コロナウイルス感染
症の影響により施設が休館となる場合等に
は、コンシェルジュによるオンラインでの相
談等も実施する。

男女共同参画センター内に女性向けコワーキングスペース
を設置・運営し、起業・就業を目指す女性の自由なコミュ
ニティ形成を支援した。
新型コロナウィルス感染症の影響による施設休館期間に
は、オンラインリラコワを開催し、コンシェルジュやその
他の利用者とコミュニケーションを取れる場を提供した。
【令和３年度実績】
コワーキングスペース登録者数：1,665人（R4.3.31時点）

〇

新型コロナウィルス感染症の影響
により、施設利用者が減少してお
り、コワーキングスペースの新規
登録者も伸び悩んでいること。

引き続き、コワーキングスペース設置・運営事業を実施するが、新型
コロナウイルス感染症の影響により施設が休館となる場合等には、オ
ンラインにより、コンシェルジュや他の利用者とコミュニケーション
が取れる場の提供等を行う等、実施手法等を工夫して、効果的に実施
する。

市）男女共同参
画課
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43

高齢者等の在宅医
療ネットワーク推
進事業

3

（１）在宅医療を担う人材の育成（医師向け研修、歯
科医師向け研修、薬剤師向け研修、看護職向け研修）
（２）地域住民への普及啓発（市民向け講演会等の開
催）
（３）主治医をサポートする後方支援体制の構築
（４）在宅医療に関する相談窓口の設置・運営

昨年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のために実施回数が減少しており、今
後も同様に影響を受ける可能性がある。
しかし、その中でも昨年度はオンライン形式
での開催及びハイブリッド形式での開催を活
用していたため、今年度も上記形式を活用
し、例年と遜色ない研修環境づくりを進めて
いく必要がある。

令和元年度と同等程度の回数を継続予定 （1）医師向け研修19回（参加者数1127人）、歯科医師向け
研修2回（参加者数311人）、薬剤師向け研修1回（参加者数
152人）（新型コロナウイルス感染症拡大の影響により2回
から1回に変更）、看護職向け研修4回（参加人数91人）実
施
（2）市民向け講演会2回実施（視聴回数830回）
（3）市内10区で区ごとにグループ診療体制を運用

―

昨年度は新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止のために実施回
数が減少しており、今後も同様に
影響を受ける可能性がある。
しかし、その中でも昨年度はオン
ライン形式での開催及びハイブ
リッド形式での開催を活用してい
たため、今年度も上記形式を活用
し、例年と遜色ない研修環境づく
りを進めていく必要がある。

令和元年度と同等程度の回数を継続予定 保）医療政策課

44

市民モニター事業

3

市民が「食」に関してどのようなことに不安を感じて
いるか、どのような情報を求めているかなど市民目線
での意見を聴く機会を充実させるため、18歳以上の市
民を対象に、普段利用している店舗の衛生状態や食品
の表示などについて調査報告や意見収集、研修や活動
結果報告懇談会も実施

食に関する知識を習得する場を拡充するため
他事業との連携を強化。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、事業中止

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、事業中止

―

コロナ禍において、本事業の実施
の可否の判断をする必要があるこ
と。

コロナ禍での事業再開を 想定検討するが、実施の可否はコロナの感染
拡大状況等に大きく左右される。

保）食の安全推
進課

45

若者支援施設運営

3

若者の社会的自立を総合的に支援することを目的とし
た、若者支援総合センター及び若者活動センター４館
の運営管理

新型コロナウイルス感染拡大に伴い施設の利
用制限や休館が発生したため登録者数及び利
用者数が大幅に減少した。一方、相談件数は
増加しており、雇用環境の悪化などさまざま
な困難を抱える若者に対して、対面によらな
い支援手法も取り入れつつ事業を継続してい
く必要がある。

同程度の事業規模で継続実施予定 登録若者人数は若者支援施設５館計で8,136人、年間延べ利
用人数は５館計で105,806人であった。また、相談事業につ
いては年間延べ7,125件の相談に対応し、新規自立支援事業
登録者が304人、進路決定者が157人だった。

―

新型コロナウイルス感染拡大に伴
い施設の利用制限や休館が発生し
たため登録者数及び利用者数が減
少した。一方、コロナ禍前と比較
して相談件数は増加しており、雇
用環境の悪化などさまざまな困難
を抱える若者に対して、対面によ
らない支援手法も取り入れつつ事
業を継続していく必要がある。

同程度の事業規模で継続実施予定 子）子どもの権
利推進課

46

社会体験機会創出
事業

3

ひきこもりやニート等困難を有する若者の職場体験や
ボランティア体験等の受入先となる企業の開拓等を実
施

新型コロナウイルス感染拡大に伴い企業での
職業体験受け入れが十分に行えなかった。し
かしながら、本事業は就労に結びつきやすく
ニーズも高いことから、引き続き事業を継続
していくため企業への働きかけを行っていく
必要がある。

同程度の事業規模で継続実施予定 専任の企業開拓員が企業等を訪問し、若者の職業体験を受
け入れてもらえるよう積極的な勧誘活動を行うことで、令
和３年度は33の協力企業・団体等を開拓し、困難を有する
若者延べ190人に社会体験機会を提供した。

―

新型コロナウイルス感染拡大に伴
い企業での職業体験受け入れが十
分に行えなかった。しかしなが
ら、本事業は就労に結びつきやす
くニーズも高いことから、引き続
き事業を継続していくため企業へ
の働きかけを行っていく必要があ
る。

同程度の事業規模で継続実施予定 子）子どもの権
利推進課

47

女性社員の活躍応
援事業

3

働き続けることを望む女性が結婚・出産を機に仕事を
辞めてしまうことがないよう、女性社員向けに各種セ
ミナーを実施するとともに、企業向けにも、女性の仕
事と子育ての両立に向けた集合型・出前型のセミナー
開催

働き方改革に向けての取組の成果をより多く
の企業に広めていく必要がある。

企業向けに女性が活躍しやすい環境整備に関
するセミナー及びコンサルティング支援を実
施するとともに、働き方改革に関する事例や
市や国等による認証制度や支援事業を紹介す
る冊子を作成し、企業へ波及・浸透させるこ
とで女性が働きやすい環境づくりの支援を行
う。
令和３年度においては、昨年度実績を踏まえ
てコンサルティング支援に支援時間数の異な
る複数のコースを設けるほか、セミナーや出
前講座のオンライン開催を拡充する。

【企業向け】
①企業向けオンラインセミナー：実施回数１回／参加企業
100社（当日参加19社、オンデマンド視聴81社）
②出前講座：派遣回数15回／参加者240人
③働き方改革コンサルティング：
　・セミナー：実施回数３回／参加者120人
　　（当日参加36人、オンデマンド視聴84人）
　・コンサルティング支援：14社
④専門家向け説明会：実施回数３回／参加者53人 〇

働き方改革に向けての取組の成果
をより多くの企業に広めていく必
要がある。

女性が活躍できる職場環境整備に係る企業向けセミナー、出前講座及
びコンサルティングを実施するとともに、働き方改革に関する好事例
や市・国等による認証制度や支援事業等を紹介する冊子を作成し、企
業へ波及・浸透させることで、引き続き女性が働きやすい環境づくり
の支援を行う。

経）雇用労働課

48

若年層職場定着支
援事業

3

若年層の早期離職を防止し職場定着を図るため、入社
３年以内の若手社員、及び若手社員を指導する企業の
人事・人材育成担当者及び内定者を対象とした講演会
や研修を実施
若年層を対象とした事業の職場への定着状況及び職場
への定着に資する優れた取組等を調査

本事業により得られた調査結果を今後の事業
構築に反映させることが必要となる。

過去に若者就職支援事業に参加した方へ、職
場定着の調査を実施する。

■定着調査結果（調査回答者のうち、事業を通じて正社員
就職した企業に、３年間正社員として働き続けている人の
割合）
・平成29年度実施事業（若年層ワークトライアル、フレッ
シュスタート塾、若年層職場定着支援）
　56.1％（66人中37人） 〇

本事業により得られた調査結果を
今後の事業構築に反映させること
が必要となる。

過去に若者就職支援事業に参加した者及び企業に対し、職場定着の調
査を実施する。

経）雇用労働課

49

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:80、156、
176、182、188、208、
225）

3

まちづくりを担う人材などを育成するため、生涯学習
センター等で学習機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

３次構想を踏まえ、「市民活動系」「産業・
ビジネス系」の講座を充実させ、まちづくり
や産業振興に主体的に参画できる市民を育む
とともに学んだ成果や経験を活用できる場の
用意に一層努める必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大時期は
対面での講座の実施が難しいため、オンライ
ンによる実施など、状況に左右されずに開催
を担保できるような手法を検討していく必要
がある。

指定管理業務であることから、引き続き、指
定管理者に事業を継続させる。特に、重点施
策である施策の展開10「まちの活力を高める
学びの推進」、施策の展開20「身近な地域で
学びを深められる環境の整備」を念頭に置い
た事業展開を進めていく。
なお、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り、講座の中止など規模の縮小が想定され
る。
【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：163講座
・受講者数目標：1,383名

ボランティア・市民活動、まちづくり等を促進する「市民
活動系」、職業能力の向上や産業育成・活性化を促進する
「産業・ビジネス系」、生きがいづくりにつながる「文
化・教養系」の３つの系を柱として幅広い分野、レベルの
講座を実施。
主な会場となる生涯学習センターが令和3年3月～令和4年1
月まで大規模改修工事により休館となり、制約がある中で
会場を地域のコミュニティ施設や地区図書館などに移し、
新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、アウトリー
チによる実施に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施講座数：82講座
・受講者数：1,127名

〇

３次構想を踏まえ、「市民活動
系」「産業・ビジネス系」の講座
を充実させ、まちづくりや産業振
興に主体的に参画できる市民を育
むとともに、学んだ成果や経験を
活用できる場の拡充に努めていく
ことが必要。
また、オンラインなどの新たな実
施手法を取り入れていくととも
に、市民の身近な地域での学習機
会の拡充に引き続き取り組んでい
くことが重要。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続さ
せる。特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学び
の推進」、施策の展開20「身近な地域で学びを深められる環境の整
備」を念頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：239講座
・受講者数目標：3,000名

教）生涯学習推
進課
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50

若者の社会的自立
促進事業

3

教育格差に起因する経済格差解消のため、高校中退者
等に対し、高卒認定資格取得及び再入学を目標とした
学習相談・学習支援を実施する。

同程度の事業規模で継続実施予定 延べ266件の学習相談を実施し、42人が学習支援に参加、そ
のうち24名が高卒認定試験に1科目以上合格し、うち9名が
高卒認定資格を取得し就労・進学等へのステップアップを
果たした。

〇

同程度の事業規模で継続実施予定 子）子どもの権
利推進課

51

老人クラブ活動費
補助金

4

老人クラブを育成し、その健全な発展を図るためクラ
ブの活動費を補助

老人クラブのクラブ数・会員数が近年減少傾
向にある中で、新型コロナウイルスの影響に
より、なお会員数・クラブ数が減少してい
る。

新型コロナウイルスの影響を受け、平年並み
のクラブ活動は困難と思われるが、高齢者の
社会参加・生きがいづくりに寄与していると
考えられるため、引き続き事業を継続する。

老人クラブ活動のうち、市長が適当と認める活動（ボラン
ティア、友愛、スポーツ健康増進、文化・教養・趣味、レ
クリエーション）について、活動費を補助した。
なお、新型コロナウイルスの影響を受け、活動自粛等の検
討を促したこともあり、活動が減少し、会員数やクラブ数
も減少する結果となった。
【令和３年度実績】
・老人クラブ数：393クラブ
・老人クラブ会員数：20,561人

―

老人クラブのクラブ数・会員数が
近年減少傾向にある中で、新型コ
ロナウイルスによる影響も重な
り、会員数・クラブ数の減少が継
続している。

新型コロナウイルスの影響を受け、平年並みのクラブ活動は困難と思
われるが、高齢者の社会参加・生きがいづくりに寄与していると考え
られるため、引き続き事業を継続する。

保）高齢福祉課

52

高齢者福祉バス運
営費補助金

4

高齢者福祉バス運営への補助（札幌市社会福祉協議会
が民間バスを借上げ、高齢者団体の地域貢献活動、介
護予防活動などの利用に供しているもの）

外出自粛により今後の利用状況が平年並みに
なることは困難と考える。利用状況の推移を
見ながら、事業のあり方について実施主体の
札幌市社会福祉協議会と協議を行う。

高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進に
寄与していると考えられることから、引き続
き事業を継続する。

札幌市社会福祉協議会が実施する高齢者福祉バス（民間バ
スを借上げ、高齢者団体の地域貢献活動、介護予防などの
利用に供しているもの）の運営にかかる経費を補助した
が、新型コロナウイルスの影響により、平年より大幅の利
用減少があった。

【令和３年度実績】
・延べ利用団体数：47団体
・延べ利用台数：54台
・延べ利用人数：1,283人

―

新型コロナウイルスにより利用団
体数・利用台数・利用人数が減少
傾向であり、利用状況が平年並み
に戻ることは困難な状況。
利用状況の推移を見ながら、事業
のあり方について実施主体の札幌
市社会福祉協議会と協議を行う。

新型コロナウイルの影響を受け、積極的な利用は困難と思われるが、
高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進に寄与していると考えられ
ることから、引き続き事業を継続する。

保）高齢福祉課

53

はつらつシニアサ
ポート事業

4

高齢者団体等の自主的な運営により実施する、高齢者
の社会貢献につながるきっかけづくりとなる生きがい
活動への支援として、高齢者の居場所づくりを支援す
る「シニアサロンモデル事業」と先駆的な地域貢献活
動を支援する「シニアチャレンジ事業」を実施

近年、補助件数が予定数を下回っている中
で、新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、なお申請件数が減少している。また、シ
ニアサロンモデル事業について、補助終了後
も活動を継続していくことが困難になる団体
も出てきている。

事業を継続するとともに、補助終了後の安定
した活動継続、申請件数の増加のための方策
について、引き続き検討を行う。

高齢者団体が自主的に運営するサロンに対し経費の一部を
補助する「シニアサロンモデル事業」及び高齢者団体によ
る社会貢献に係る先駆的な取組に対し経費の一部を補助す
る「シニアチャレンジ事業」について募集をしたところ、
シニアチャレンジ事業において１件のみ申請があり、採択
となった。なお、例年２回募集をかけていたが、新型コロ
ナウイルス感染症予防の観点から、募集は一次のみとし
た。
【令和３年度実績】
・シニアチャレンジ事業　１件

―

近年、補助件数が予定数を下回っ
ている中で、新型コロナウイルス
感染症の影響を受け、なお申請件
数が減少している。また、シニア
サロンモデル事業について、補助
終了後も活動を継続していくこと
が困難になる団体も出てきてい
る。

令和４年度は、新規募集をせず、令和３年度採択団体（シニアチャレ
ンジ事業）からの申請のみ受け付けた。

保）高齢福祉課

54

保養センター駒岡
運営

4

高齢者等の健康と福祉増進のため、低廉で健全な保健
休養の場及び世代交流促進の場を提供することを目的
に、宿泊や日帰り利用（入浴やレストラン）、教養講
座などを実施

高齢者の豊富な経験や知識、技能を十分に活
かすことができるような機会を創出するた
め、ボランティア活動など高齢者の自主的な
活動の支援を行っていく必要がある。

指定管理者による事業を継続するとともに、
引き続き高齢者等の健康増進を図りながら、
高齢者等が積極的に参加できる活躍の場を提
供できる事業を実施していく。
※新型コロナウイルスの影響によりR3.5.3～
7.11、7.26～9.30は休館とした。

宿泊、休憩(入浴等)の保健休養の場を提供し、健康増進等
を目的とした教養講座を開催した。また、各種イベントで
は高齢者が主体的に参加する機会を設けながら、地域交流
や世代間交流の促進を図った。さらに、高齢者の生活を支
援するため、健康や介護等に関する相談の機会を設けた。
新型コロナウイルス感染症の影響による休館や外出自粛要
請により利用者が減少した。
【令和３年度実績】
・宿泊利用者：3,835人
・休憩利用者：23,595人
・教養講座参加者：3,095人
・相談受付件数：133件
・各イベント等参加者：475人
※新型コロナウイルスの影響によりR3.5.3～7.11、7.26～
9.30は休館とした。

―

高齢者の豊富な経験や知識、技能
を十分に活かすことができるよう
な機会を創出するため、ボラン
ティア活動など高齢者の自主的な
活動の支援を行っていく必要があ
る。

指定管理者による事業を継続するとともに、引き続き高齢者等の健康
増進を図りながら、高齢者等が積極的に参加できる活躍の場を提供で
きる事業を実施していく。

保）高齢福祉課

55

おとしより憩の家
運営補助金

4

地域の高齢者が無料で利用できる「おとしより憩の
家」を運営基準に基づき、自主的に運営している団体
に対して経費の一部を補助

他の高齢者向けサロン等との役割分担などを
踏まえ、活動頻度や利用状況を勘案しなが
ら、より適切な補助のあり方について検討す
る必要がある。

一定の市民ニーズがあり、高齢者の生きがい
づくりに寄与していると考えられるため、引
き続き事業を継続するとともに、補助のあり
方について検討を行う。また、新型コロナウ
イルス感染症の状況により、各憩の家に対し
ての必要な周知等についても検討していく。

地域の高齢者が無料で利用できる「おとしより憩の家」に
ついて、運営基準に基づき、自主的に運営している団体に
対して経費の一部を補助した。なお、新型コロナウイルス
感染症の影響を受け、開館自粛の検討を促したこともあ
り、利用者数は減少した。
【令和３年度実績】
・憩の家設置数：59か所
・年間延利用者数：47,754人

―

他の高齢者向けサロン等との役割
分担などを踏まえ、活動頻度や利
用状況を勘案しながら、より適切
な補助のあり方について検討する
必要がある。

一定の市民ニーズがあり、高齢者の生きがいづくりに寄与していると
考えられるため、引き続き事業を継続するとともに、補助のあり方に
ついて検討を行う。また、新型コロナウイルス感染症の状況により、
各憩の家に対しての必要な周知等についても検討していく。

保）高齢福祉課

56

老人福祉センター
運営

4

高齢者からの各種の相談に応じると共に、健康の増
進、教養の向上及びレクリエーションのための場を提
供

年々、新規登録者数が減少しており、施設利
用者の固定化が懸念される中、新型コロナウ
イルス感染症の影響を受け、利用者数が大幅
に減少している。

新型コロナウイルスの影響等を注視しなが
ら、引き続き高齢者が自立した生活を送るこ
とに寄与するように、高齢者のニーズが高い
事業を展開し、健康増進、介護予防等の促進
を図り、指定管理者により継続して事業を実
施する。
※新型コロナウイルスの影響によりR3.5.3～
7.11は休館とした。

高齢者の生活・健康・介護等の相談事業、介護予防運動等
の健康事業、教養向上及び健康増進を目的とした教養講
座、レクリエーション、行事等を実施した。
【令和３年度実績】
・利用者数：100,530人
・教養講座参加者：22,357人
※新型コロナウイルスの影響によりR3.5.3～7.11、8.2～
9.30は休館とした。は休館とした。

―

年々、新規登録者数が減少してお
り、施設利用者の固定化が懸念さ
れる中、新型コロナウイルス感染
症の影響を受け、利用者数が大幅
に減少している。

新型コロナウイルスの影響等を注視しながら、引き続き高齢者が自立
した生活を送ることに寄与するように、高齢者のニーズが高い事業を
展開し、健康増進、介護予防等の促進を図り、指定管理者により継続
して事業を実施する。

保）高齢福祉課
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57

札幌シニア大学運
営

4

高齢者の社会活動を促進し、生きがいの向上を図るた
め、地域社会活動のリーダー養成を目的として、系統
的な学習の機会を提供。修学期間2年間、1学年定員
100人、年間約50講座で、概ね月２～３回、札幌市社
会福祉総合センターで開講（学習場所の改修工事によ
り平成30年度はシニア大学を休止するため、平成29・
30年度の新入生募集は行わない）

応募人数が予定数を下回り、事業の周知方法
について検討する必要がある。
また、コロナにより講座を行う市有施設が閉
館してしまうと、予定通りの事業実施ができ
ないことから、対面講義としなくてもよい講
義内容は映像媒体にして配布するといった実
施手法の検討を行う必要がある。

引き続き事業を継続する。 高齢者の社会活動を促進し、生きがいの向上を図るため、
地域社会活動のリーダー養成を目的として、学習の機会を
提供した。
なお、新型コロナウイルスの影響のため、会場である市有
施設が閉館するなど、休講が相次ぎ、当初予定していた講
座実施数に到達しなかった。 ―

応募人数が予定数を下回り、事業
の周知方法等について検討する必
要がある。
また、コロナ禍においても学習の
機会が確保できるよう、講座の実
施手法について検討する必要があ
る。

入学者申込者が減少傾向にあるものの、高齢者の社会活動を促進し、
生きがいの向上に寄与していると考えられるため、新型コロナウイル
ス感染症対策を講じたうえで、引き続き事業を継続する。

保）高齢福祉課

58

介護サポートポイ
ント事業

4

高齢者が介護保険制度への理解を深めるとともに高齢
者の介護に関わるボランティア活動を促進し、自身の
健康増進や介護予防につなげることを目的として、65
歳以上の要介護認定を受けていない高齢者が、介護サ
ポーターとして介護施設でボランティア活動を行った
際に、その活動に対してポイントを付与し、申請によ
りポイントに応じた現金を交付

新型コロナウイルスの影響を受け、登録者
数・実登録者数ともに減少傾向にある。
これまで実活動者は約5割に留まっているた
め、活動に繋がらない要因を分析するなど事
業の改善について引き続き検討する必要があ
る。

新型コロナウイルスの影響を受け活動を制限
されているほか、介護サポーター登録者数と
実活動者数に開きがあるものの、高齢者の社
会貢献・介護予防に寄与していると考えられ
ることから、引き続き事業を継続する。

高齢者が社会参加を通じ、自ら介護予防に取り組むため、
介護サポーターの登録、受け入れ施設の指定を実施した。
なお、新型コロナウイルスの影響を受け、サポーター登録
説明会の一部中止や施設がサポーターの受け入れ困難と
なったこともあり、登録者数・活動者数ともに減少した。
【令和３年度実績】
受け入れ施設数：220施設
介護サポーター登録者数：1,689人

―

新型コロナウイルスの影響を受
け、登録者数・実登録者数ともに
減少傾向にある。
これまで実活動者は約5割に留
まっているため、活動に繋がらな
い要因を分析するなど事業の改善
について引き続き検討する必要が
ある。

新型コロナウイルスの影響を受け積極的な活動が難しく、介護サポー
ター登録者数と実活動者数に開きが拡大しつつあるものの、高齢者の
社会貢献・介護予防に寄与していると考えられることから、引き続き
事業を継続する。

保）高齢福祉課

59

健康教育事業

4

生活習慣病の予防その他健康に関する事項について、
正しい知識の普及を図ることにより、自分の健康は自
分で守るという意識を高め、健康の保持増進に資する
ことを目的とした健康教育を実施

健康さっぽろ21（第二次）中間評価結果を踏
まえ、重視する課題に沿ったテーマの検討が
必要。コロナの影響により、事業の見合わ
せ・中止が多かったが、動画配信等新たな取
組を開始し、実施回数は増加した。

健康さっぽろ21（第二次）中間評価結果を踏
まえ、働く世代や女性を対象としたテーマ設
定など工夫し、取り組む。また、コロナ禍で
実施可能な健康教育の方法を検討する。
【令和３年度実施予定】
・健康教育参加延人数：30,000人

【令和３年度実績】
・健康教育実施回数：216回
・健康教育参加延人数：21,641人

―

感染対策をとりながらパネル展や
動画配信による健康教育が行わ
れ、事業実施回数は減少したもの
の参加延人数は増加した。
健康教育の内容によっては、対面
指導が効果的なものもあるため、
開催方法の工夫について引き続き
検討していく必要がある。

健康さっぽろ21（第二次）中間評価結果を踏まえ、働く世代や女性を
対象としたテーマ設定など工夫し、取り組む。また、コロナウイルス
感染状況と市民ニーズに合わせ、特に住民主体の健康づくりに関する
活動が促進されるよう工夫して事業を実施する。
【令和４年度実施予定】
・健康教育参加延人数：30,000人

保）健康企画課

60

健康づくりセン
ター運営

4

健康づくりセンターにおいて、市民の健康づくりに資
する各種事業を実施（運動指導事業、女性のフレッ
シュ検診、相談事業、その他自主事業等）

３次構想をふまえ、健康づくりに関する普及
啓発・情報提供・その他健康増進に関する事
業をより充実して行う必要がある。

新型コロナウイルスの感染対策を実施しなが
ら、指定管理者により事業を継続するととも
に、市民の健康向上に寄与することを目的に
各種事業を実施する。

新型コロナウイルス感染症の影響により休館している時期
はあったが、札幌市民一人ひとりの健康づくり活動を支援
するため、医学的検査や体力測定により個々の健康状態を
把握し、必要な指導を行った。
【令和３年度実績】
女性のフレッシュ健診：718人
健康度測定：520人 ―

３次構想をふまえ、健康づくりに
関する普及啓発・情報提供・その
他健康増進に関する事業を、感染
対策を実施しながら、より充実し
て行う必要がある。

新型コロナウイルスの感染対策を実施しながら、指定管理者により事
業を継続するとともに、市民の健康向上に寄与することを目的に各種
事業を実施する。

保）健康企画課

61

札幌市シルバー人
材センター運営費
補助事業

4

高齢者が働くことを通じて社会参加し、自らの生きが
いの充実と健康の増進を図るとともに、活力ある地域
社会作りに貢献することを目的とする札幌市シルバー
人材センターを支援するため、運営費の一部を補助

新型コロナウイルス感染症の影響により、会
員数や契約金額が減少傾向にあるが、就労を
通じた高齢者の社会参加を推進するため、引
き続き当センターの更なる会員数の拡充及び
就労機会の確保が必要とされる。

今後も、国の補助制度の改正等を注視し、引
き続き国の制度と協調した補助を継続してい
く。

会員数　3,598人
就業実人員　2,875人
就業延人員　236,645人日
就業率　79.9％
契約件数　16,135件
契約金額　1,198,864千円 〇

新型コロナウイルス感染症の影響
により、会員数や契約金額が減少
傾向にあるが、就労を通じた高齢
者の社会参加を推進するため、引
き続き当センターの更なる会員数
の拡充及び就労機会の確保が必要
とされる。

今後も、国の補助制度の改正等を注視し、引き続き国の制度と協調し
た補助を継続していく。

経）雇用労働課

62
デジタル活用支援
講習会（デジタル
デバイド対策）
（再掲:67）

4

本市と民間事業者が連携し、デジタル活用の理解やス
キルが十分でない高齢者に対して、オンライン行政手
続きの利用方法等を学ぶ講習会を実施し、行政的なデ
ジタル活用に係る格差を是正する。

なお、2021年度は「利用者向けデジタル活用支援推進
事業（※）」を活用していくため、札幌市単独予算は
計上していない。
（※）総務省が実施事業者へ直接補助（10分の10、上
限130万円）する事業。自治体は事業者と連携し、広
報や会場確保等を行う。

キャッシュレス活用やマイナンバーカード関
係、オンライン行政手続きといった、行政的
なデジタル活用にハードルを感じている高齢
者をターゲットとして、本市（区）と民間事
業者が連携し、市内公共施設において行政施
策に関係する「デジタル活用支援講習会」を
行う。

【デジタル活用支援講習会の内容】
インターネット活用、メール活用、アプリ活
用、SNS活用、キャッシュレス活用、マイナ
ンバーカード関係、マイナポータル活用、マ
イナポイント活用、e-Tax・オンライン行政
手続き　など

基本的なスマートフォンの操作等を教える「基本講座」及
びオンライン行政手続き等の行政的なデジタル活用を教え
る「応用講座」の２メニューを備えたスマホ教室を、市内
10区民センター及び地下歩行空間のほか希望のあったまち
づくりセンター4ヶ所（1か所はコロナで中止）で、実施し
た。
【R3年度実績】※区民センター・チカホ
申込件数：600件
当選：348件（基本318、応用30）、落選：242件、キャンセ
ル等：10件 ◎

申込者数に対し、受講者数が半数
程度となっており、複数企業との
連携や、業務の委託を行うこと
で、より多くの希望者が受講でき
るような機会の提供を取り組んで
いくことが重要。

引き続き総務省の補助事業である「利用者向けデジタル活用支援推進
事業」の採択を受けた企業と連携し各区民センター・チカホで実施す
るほか、希望のあったまちづくりセンターでスマホ教室を実施する。
【令和4年度実施予定】
10区民センター各３回
チカホ６回
まちづくりセンター複数個所

デ)デジタル企
画課

63

地区ウォーキング
による健康づくり
推進事業

4

地域のボランティアグループを中心に実施されている
「地区ウォーキング」の運営を支援し、ウォーキング
人口を増やすとともに、地域で健康づくり活動を広め
る担い手の育成を推進

・地域で健康づくり活動を行うボランティア
グループへの助言や支援の継続。
・コロナ影響の中において、従来どおりのグ
ループでの活動のほか、個人による活動に対
する支援も必要となる。

・コロナの感染拡大防止のため三密を避ける
ことから地区ウォーキングは開催未定。状況
により実施する。
・今年度も自主的にできる健康づくり活動の
推進を図るため地区ウォーキングマップの宣
伝、配布を実施。
・アクションプランの「健康ポイントを活用
した健康行動の促進」と合わせて運動・栄養
の知識の向上、健康づくりの意識の向上を目
指す。
・令和3年度以降も地区ウォーキングを継続
支援。

・コロナ感染拡大防止のため地区ウオーキングは実施でき
なかった。
・個人が自主的にできる健康づくり活動の促進のため、ア
クションプランの「健康ポイントを活用した健康行動の促
進」においてウオーキングを勧め、ウオーキング情報を紹
介した。

―

・地域で健康づくり活動を行うボ
ランティアグループへの支援を従
来どおり実施するとともに、コロ
ナ影響の中において、個人による
健康づくり活動への支援も必要と
なる。

・三密を避ける、適切なマスクの着用などコロナ感染拡大防止策を講
じたうえで、地域で健康づくり活動を行うボランティアグループが地
区ウオーキングを再開したことから、活動への支援を継続的に行って
いく。
・個人が自主的にできる健康づくり活動の促進のため、アクションプ
ランの「健康ポイントを活用した健康行動の促進」においてウオーキ
ングを勧め、地区ウオーキングをはじめとしたウオーキングに関する
情報を紹介する。

清）健康・子ど
も課
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64

防災リーダー研修

5

町内会等の自主防災活動の中核を担う防災リーダーの
養成研修（防災に関する知識啓発や防災資機材の取扱
方法や救出・救護等の技術の習得等）

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を大
きく受けるものの、長期に及ぶ事業停止は地
域の防災力の低下に繋がる可能性があるた
め、今後も新型コロナ流行前の水準を維持・
継続して行うことが望ましい。

新型コロナウイルス感染症の流行状況を注視
するとともに、研修における感染症対策にも
配意しながら実施する。
【令和３年度実施予定】
実施回数：各区１回程度
受講者数：1,000人

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、一部研修の
規模を縮小又は中止とした。研修会未実施の代替措置とし
て、避難所開設動画の配信などを実施した。
【令和３年度実績】
・実施回数：３回
・受講者数：293人 ―

新型コロナウイルス感染症の拡大
の影響を大きく受けるものの、長
期に及ぶ事業停止は地域の防災力
の低下に繋がる可能性があるた
め、今後も新型コロナ流行前の水
準を維持・継続して行うことが望
ましい。

新型コロナウイルス感染症の流行状況を注視するとともに、研修にお
ける感染症対策にも配意しながら各区にて実施する。
【令和４年度実施予定】
実施回数：各区１回程度
受講者数：1,000人

危）危機管理課

65

簡易型災害図上訓
練（ＤＩＧ）支援

5

地域におけるＤＩＧや避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）の
取組を推進するため、防災知識や経験を持つ市民を対
象に、ＤＩＧ及びＨＵＧの進行役となるＤＩＧマス
ターを養成

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を大
きく受けるものの、長期に及ぶ事業停止は地
域の防災力の低下に繋がる可能性があるた
め、今後も新型コロナ流行前の水準を維持・
継続して行うことが望ましい。

新型コロナウイルス感染症の流行状況を注視
するとともに、研修における感染症対策にも
配意しながら実施する。
【令和３年度】
実施回数：１回
受講者数：20人

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、例年実施し
ているDIGマスターを対象とした研修を中止した。
【令和３年度実績】
なし

―

新型コロナウイルス感染症の拡大
の影響を大きく受けるものの、長
期に及ぶ事業停止は地域の防災力
の低下に繋がる可能性があるた
め、今後も新型コロナ流行前の水
準を維持・継続して行うことが望
ましい。

新型コロナウイルス感染症の流行状況を注視するとともに、研修にお
ける感染症対策にも配意しながら実施する。
【令和４年度】
実施回数：１回
受講者数：20人

危）危機管理課

66

避難場所運営研修

5

基幹避難所である市立小中学校において、施設の状
況、応急備蓄物資の確認及び避難所運営ゲーム（ＨＵ
Ｇ）を通じて、避難場所運営時に必要な基本的知識と
初動の対応方法を習得できる機会を創出

平成30年北海道胆振東部地震での本市におけ
る避難所運営の課題などを踏まえ、当該研修
における内容の拡充などを図る。さらに、新
型コロナウイルス感染症の感染拡大にも影響
を受けない研修のあり方を検討する。

新型コロナウイルス感染症の対応を取り入れ
た避難所運営を反映させた「避難所運営ゲー
ム（HUG）」を実施し、避難所の開設、運営
能力の向上を図る。さらに、実施回数をこれ
までの40回から50回に増加する。

基幹避難所である市立小中学校を会場に、区職員、学校職
員及び地域住民の３者を対象とし、施設確認や区職員及び
学校職員による情報交換のほか、札幌市の防災体制や新型
コロナウイルス感染症の対応を取り入れた避難所開設の説
明、受水槽や防災行政無線の取扱い及び備蓄物資の確認等
を実施し、避難所開設の的確な初動対応と基本的行動の確
認を行い、受講者の防災意識と災害対応能力向上を図るこ
とを目的に実施した。
【令和３年度実施状況】
実施回数：50回
参加者数：1,116名

〇

平成30年北海道胆振東部地震での
本市における避難所運営の課題な
どを踏まえ、当該研修における内
容の拡充などを図る。さらに、新
型コロナウイルス感染症の感染拡
大にも影響を受けない研修のあり
方を検討する。

新型コロナウイルス感染症の対応を取り入れた避難所運営を反映させ
た「避難所運営ゲーム（HUG）」を実施し、避難所の開設、運営能力
の向上を図る。さらに、実施回数をこれまでの50回から60回に増加す
る。

危）防災推進担
当課

67
デジタル活用支援
講習会（デジタル
デバイド対策）
（再掲:62）

5

本市と民間事業者が連携し、デジタル活用の理解やス
キルが十分でない高齢者に対して、オンライン行政手
続きの利用方法等を学ぶ講習会を実施し、行政的なデ
ジタル活用に係る格差を是正する。

なお、2021年度は「利用者向けデジタル活用支援推進
事業（※）」を活用していくため、札幌市単独予算は
計上していない。
（※）総務省が実施事業者へ直接補助（10分の10、上
限130万円）する事業。自治体は事業者と連携し、広
報や会場確保等を行う。

キャッシュレス活用やマイナンバーカード関
係、オンライン行政手続きといった、行政的
なデジタル活用にハードルを感じている高齢
者をターゲットとして、本市（区）と民間事
業者が連携し、市内公共施設において行政施
策に関係する「デジタル活用支援講習会」を
行う。

【デジタル活用支援講習会の内容】
インターネット活用、メール活用、アプリ活
用、SNS活用、キャッシュレス活用、マイナ
ンバーカード関係、マイナポータル活用、マ
イナポイント活用、e-Tax・オンライン行政
手続き　など

基本的なスマートフォンの操作等を教える「基本講座」及
びオンライン行政手続き等の行政的なデジタル活用を教え
る「応用講座」の２メニューを備えたスマホ教室を、市内
10区民センター及び地下歩行空間のほか希望のあったまち
づくりセンター4ヶ所（1か所はコロナで中止）で、実施し
た。
【R3年度実績】※区民センター・チカホ
申込件数：600件
当選：348件（基本318、応用30）、落選：242件、キャンセ
ル等：10件 ◎

申込者数に対し、受講者数が半数
程度となっており、複数企業との
連携や、業務の委託を行うこと
で、より多くの希望者が受講でき
るような機会の提供を取り組んで
いくことが重要。

引き続き総務省の補助事業である「利用者向けデジタル活用支援推進
事業」の採択を受けた企業と連携し各区民センター・チカホで実施す
るほか、希望のあったまちづくりセンターでスマホ教室を実施する。
【令和4年度実施予定】
10区民センター各３回
チカホ６回
まちづくりセンター複数個所

デ)デジタル企
画課

68

都市計画制度普及
事業

5

都市計画の仕組みやルールの普及のため、子ども向け
都市計画普及本「ミニまち」を発行・配布とともに、
「ミニまち」を活用した講座等を各小学校などで実施

ミニまち活用講座については、新型コロナウ
イルス感染症の影響に伴い、実施手法を工夫
する必要がある。

「ミニまち」配布について
・前年度と同様に実施している。

ミニまち活用講座について
・ミニまち講座（対象3学年：小学校へ都市
計画の出前授業）
　新型コロナウイルス感染症の感染対策を行
い7月から実施している。
・まちなみ案内（対象3学年：市役所屋上、
JRタワーから札幌のまちなみについて解説）
　新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、
当面の間中止する。

ミニまち配布について
・市内の全小学校に案内し、希望学校に対し、3学年生徒分
＋α（教員分＋窓口配下分等）を配布
ミニまち活用講座について
・ミニまち講座（対象3学年：小学校へ都市計画の出前授
業）18件（1,101名）
・まちなみ案内（対象3学年：市役所屋上、JRタワーから札
幌のまちなみについて解説）
　新型コロナウイルス感染症の影響に伴い中止とした。 ―

中止した「まちなみ案内」は小学
校から再開の要望も多く、感染対
策を講じながら再開する方向で検
討する。

ミニまち配布について
・前年度と同様に実施している。
ミニまち活用講座について
・ミニまち講座（対象3学年：小学校へ都市計画の出前授業）
　新型コロナウイルス感染症の感染対策を講じながら実施している。
・まちなみ案内（対象3学年：市役所屋上、JRタワーから札幌のまち
なみについて解説）
　新型コロナウイルス感染症の影響に伴い中止としたが、次年度再開
できるよう準備（説明用プラカードの更新等）を行う。

政）都市計画課

69

小学校における札
幌らしい交通環境
学習推進事業

5

小学生のときから公共交通の重要性を認識し、公共交
通をかしこく使うことを効果的に学ばせるために、教
材・授業プログラム等を開発し、札幌市内の小学校で
広く実践されることを目指し実施

特になし 市内小学3年生及び5年生に対して公共交通を
題材にした 副読本学習資料の配布を行うほ
か。教師が授業で活用しやすいように指導書
の配布についても継続して行う。

市内小学3年生並びに5年生向け 副読本学習資料及び教師向
け指導書の配布を継続して行った。

〇

特になし 市内小学3年生及び5年生に対して、公共交通を題材にした学習資料の
配布を行うほか、教師が授業で活用しやすいように指導書の配布につ
いても継続して行う。

政）都市交通課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

70

犯罪のない安全で
安心なまちづくり
推進事業

5

市民一人ひとりが防犯への関心を持ち理解を深め、自
ら進んで対策を行うことで、身近な所で起きやすい犯
罪の被害を防ぐとともに、防犯意識の定着、地域全体
の安全確保に対する意識の高め、地域活動参加への機
会を創出（出前講座（子どもの防犯教室、振り込め詐
欺防止講話など）、防犯教育資材の貸出（DVD、紙芝
居、かるた）、防犯研修会等の開催）

市内・小中学生を狙った不審者等に係る事案
の件数は、近年横ばいで推移しており、新型
コロナウイルス感染症の影響下においても、
実施方法などを工夫しながら「子どもの安
全」についての取組を継続していく必要があ
る。

第3次犯罪のない安全で安心なまちづくり等
基本計画において重点テーマとして設定して
いる「子どもの安全」について、下記の取組
を実施する。

【重点取組】
　・「子ども110番の家」関連講座の開催
　　（令和6年度まで合計10回）
　・ながら防犯
　　（令和6年度までながら防犯活動の登録
人数
　　　合計10,000人）
　・町内会の防犯カメラ設置に対する補助金
交付
　　（令和6年度まで新規設置500台）

第3次犯罪のない安全で安心なまちづくり等基本計画におい
て重点テーマとして設定している「子どもの安全」につい
て、町内会の防犯カメラ設置に対する補助金交付を行っ
た。
「子ども110番の家」関連講座については、新型コロナウイ
ルスの影響により集合形式での開催が難しく、未開催と
なった。また、防犯カメラの補助金交付についても、新型
コロナウイルスの影響により一部の町内会での申請手続き
ができなかった。また、ながら防犯事業についても、新型
コロナウイルスの影響等により令和３年度の事業開始を見
送った。

【令和３年度実施結果】
・「子ども110番の家」関連講座　０回
・町内会の防犯カメラ設置に対する補助金交付　新規設置
51台

―

市内・小中学生を狙った不審者等
に係る事案の件数は、近年横ばい
で推移しており、新型コロナウイ
ルス感染症の影響下においても、
実施方法などを工夫しながら「子
どもの安全」についての取組を継
続していく必要がある。

第3次犯罪のない安全で安心なまちづくり等基本計画において重点
テーマとして設定している「子どもの安全」について、下記の取組を
実施する。

【重点取組】
　・「子ども110番の家」関連講座の開催
　　（令和6年度まで合計10回）
　・ながら防犯
　　（令和6年度までながら防犯活動の登録人数
　　　合計10,000人）
　・町内会の防犯カメラ設置に対する補助金交付
　　（令和6年度まで新規設置500台）

市）区政課

71

男女共同参画セン
ター運営

5

男女共同参画に関する学習機会の提供、学習成果の発
表の機会提供及び指導者等の人材育成のための講座等
を実施。また、市民等のネットワーク化を支援するた
め、男女共同参画に関する活動を行う団体の登録、団
体への支援を実施

新型コロナウイルス感染症の影響により、施設利用
者が減少しており、実施事業への参加者も減少して
いることから、オンラインによる実施等手法の工夫
が必要となっていること。

今後も新型コロナウィルス感染症の影響によ
り、利用者の減少が続くことが見込まれる
が、感染拡大防止対策を着実に実施するとと
もに、各種事業については、実施時期や手法
等を工夫し、効果的に事業を実施する。

「ジェンダー平等達成に向けた取組事業」「子ども・若者
のためのエンパワメント事業」「ワーク・ライフ支援事
業」を３つの重点事業として実施した。
【令和３年度実績】
男女共同参画の啓発事業の回数：51回（目標達成値：
164.5％） 〇

新型コロナウイルス感染症の影響
により、施設利用者が減少してお
り、実施事業への参加者も減少し
ていることから、オンラインによ
る実施等手法の工夫が必要となっ
ていること。

今後も新型コロナウィルス感染症の影響により、利用者の減少や利用
控えの状況が続くことも想定されるが、感染拡大防止対策を着実に実
施するとともに、各種事業については、実施時期や手法等を工夫し
て、効果的に実施する。

市）男女共同参
画課

72

配偶者等からの暴
力（ＤＶ：ドメス
ティック・バイオ
レンス）の防止及
び被害者の支援

5

ＤＶの未然防止・根絶のために「女性に対する暴力を
なくす運動」期間（11月12日～11月25日）において、
ＤＶに関する正しい知識・現状を広く啓発する事業を
実施

新型コロナウイルス感染症を考慮し、状況に
応じた啓発が必要である。

引き続き事業を実施。新型コロナウイルスの
感染状況を注視する。

ＤＶ・性暴力被害防止のための啓発事業実施回数：１２回
（令和３年度実績）
街頭啓発は新型コロナウイルスの影響により実施せず。

〇

新型コロナウイルス感染症を考慮
し、状況に応じた啓発が必要であ
る。

引き続き事業を実施。新型コロナウイルスの感染状況を注視する。 市）男女共同参
画課

73

市民交流事業

5

食の安全について正しい知識と理解を深め、更に食に
対する信頼感を高めてもらうため、食品工場や農場等
における食の安全・安心への取組を現地で見学し、意
見交換を通じて「事業者・生産者」と「市民」の相互
理解を推進

見学等受入先の確保。 新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、事業中止

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、事業中止

―

見学等受入先の確保。コロナ禍に
おいて、参集型である本事業の実
施の可否の判断をする必要がある
こと。

コロナ禍での事業再開を 想定検討するが、開催はコロナの感染拡大状
況等に大きく左右される。

保）食の安全推
進課

74 〇

（1）子どもの権利の普及・啓発
引き続き、広報紙等の作成配布を行うほか、「子どもの権利の日」事
業として、子どもたちからせんりゅう・ポスター作品を募集。優秀作
品について、せんりゅう・ポスター展を実施する。
（2）子ども議会
・令和４年10月～令和５年１月の期間に５回程度実施（土曜日・日曜
日・冬休み期間中）

子どもの権利推進
事業
（１）子どもの権
利の普及・啓発
（２）子ども議会

5

（１）市民が子どもの権利について理解を深め、子ど
もの権利を尊重する取組を進めていくよう、　「さっ
ぽろ子どもの権利の日」に関する事業や、広報、啓
発、研修等を実施
（２）未来を担う子どもたちに札幌のまちづくりにつ
いて考えてもらい、市政への参加と理解を促進する機
会とするため子ども議会を実施

（1）子どもの権利の普及・啓発
引き続き、広報紙等の作成配布を行うほか、
「子どもの権利の日」事業として、子どもた
ちからせんりゅう・ポスター作品を募集。優
秀作品について、せんりゅう・ポスター展を
実施する。また、非接触の広報として、ラジ
オ番組を活用した広報を実施する。

（2）子ども議会
・令和３年10月～令和4年2月の期間に５回程
度実施（日曜日・祝日）

(1) 子どもの権利の普及・啓発
ア　広報紙等の作成配布
「子どもの権利ニュース」及び「子ども通信」を年２回発
行したほか、乳幼児の保護者向けリーフレットを発行し
た。
イ　「子どもの権利の日」事業の実施
　子どもの権利条例で定める「さっぽろ子どもの権利の日
（11月20日）」にちなみ、広く市民に子どもの権利につい
て関心を持ってもらうことを目的に、子どもの権利をテー
マに子どもからせんりゅう・ポスター作品を募集。優秀作
品を展示するせんりゅう・ポスター展を、令和３年11月１
日（月）～29日（月）の期間に札幌市役所地下２階、アリ
オ札幌、札幌駅前通地下広場にて開催した。また、令和２
年11月13日（土）にラジオ番組で子どもの権利について紹
介した。
（2）子ども議会
・会議は令和３年10月～令和４年２月の期間に５回実施。
新型コロナウイルス感染症の影響により、会議をオンライ
ン形式で解した。
・発表については、子ども議員の発表を動画にまとめ、
市）市民自治推進課が所管する「超まちフェス」のイベン
ト内で、令和４年３月６日に発表した。また、札幌駅前通
地下歩行空間にある北２条広場デジタルサイネージに、令
和４年３月14日から令和４年３月21日までの期間限定で発
表動画を配信した。

子）子どもの権
利推進課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

75

リサイクルプラ
ザ・リユースプラ
ザ運営

5

リサイクルプラザ宮の沢事業として、各種教室・講
座・イベント・講演会を開催するとともに、ボラン
ティアを育成し、発寒工房・リユースプラザ事業とし
て各種教室・講座を開催

3次構想を踏まえ、循環型社会の実現に向け
ては、限りある資源を有効利用するため、ご
みの減量につながる２Ｒ（リデュース・リ
ユース）の取組が重要である。
そのため、２Ｒを推進する内容の教室・講座
を拡充していく必要がある。
また、新型コロナウイルス感染症による影響
が大きく、ウィズコロナ下での事業の内容や
方法について、検討していく必要がある。

指定管理及び業務委託により継続して事業を
実施し、２Ｒを推進する内容の教室・講座な
どを拡充して、ごみ減量の啓発を実施してい
く。
また、今後も新型コロナウイルスによる影響
が見込まれるため、状況に応じ、イベントの
内容や方法の検討などを行う予定。
【令和３年度予定数】
来館者　68,000人
教室・講座等参加者数　10,000人
家具提供数　3,100個
※改修工事に伴う施設の休館・一時移転予定
による影響を反映
※新型コロナウイルス感染症拡大の影響は未
反映

指定管理及び業務委託により継続して事業を実施し、２Ｒ
を推進する内容の教室・講座などを拡充して、ごみ減量の
啓発を実施した。
リサイクルプラザ宮の沢事業においては、施設の改修工事
に伴い、令和３年３月～令和４年１月まで休館となった
が、４月～12月の期間は、臨時移転先にて事業を継続し
た。
また、令和３年５月～９月は、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響により施設が一時休館となった。再開後は、手
指消毒やマスク着用、ソーシャルディスタンスの確保、イ
ベントの定員縮小など、基本的な感染防止対策を徹底した
ほか、映画を上映するイベントをリモート配信で実施する
など、感染症対策を講じた上で、来館者やイベント参加者
の確保を図った。
【令和３年度実績】
来館者　43,946人
教室・講座等参加者数　5,340人
家具提供数　2,517個

―

3次構想を踏まえ、循環型社会の
実現に向けては、限りある資源を
有効利用するため、ごみの減量に
つながる２Ｒ（リデュース・リ
ユース）の取組が重要である。
そのため、２Ｒを推進する内容の
教室・講座を拡充していく必要が
ある。
また、新型コロナウイルス感染症
による影響が大きく、ウィズコロ
ナ下での事業の内容や方法につい
て、検討していく必要がある。

指定管理及び業務委託により継続して事業を実施し、２Ｒを推進する
内容の教室・講座などを拡充して、ごみ減量の啓発を実施していく。
また、今後も新型コロナウイルスによる影響が見込まれるため、状況
に応じ、イベントの内容や方法の検討などを行う予定。
【令和４年度予定数】
来館者　99,800人
教室・講座等参加者数　17,200人
家具提供数　3,600個
※新型コロナウイルス感染症拡大の影響は反映していない

環）循環型社会
推進課

76

家庭の生ごみ減
量・リサイクル推
進事業

5

各家庭の生ごみの減量・資源化を支援するため、生ご
み堆肥化セミナーや生ごみ堆肥化講師派遣を実施

3次構想を踏まえ、循環型社会の実現に向け
ては、限りある資源を有効利用するため、ご
みの減量につながる２Ｒ(リデュース・リ
ユース)の取組が重要である。そのため、リ
デュースにあたる生ごみの減量につながる講
座を継続していく必要がある。

継続して生ごみ堆肥化セミナーや生ごみ堆肥
化講師派遣の実施により、各家庭から排出さ
れる生ごみの減量につなげていく。
なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、セミナーの定員を会場定員の半分以下に
減らして実施する。
【令和３年度年度実施予定】
・堆肥化セミナー：29回
・生ごみ堆肥化講師派遣：15回
・参加者数目標：580人

各家庭から排出される生ごみの減量に効果的である堆肥化
について、新たに取り組む世帯を増やすため、セミナーを
実施。
なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、セミナー
の定員を会場定員の半分以下に減らして実施した。
【令和３年度実績】
・堆肥化セミナー：29回
・生ごみ堆肥化講師派遣：5回
・参加者数合計：491人

〇

3次構想を踏まえ、循環型社会の
実現に向けては、限りある資源を
有効利用するため、ごみの減量に
つながる２Ｒ(リデュース・リ
ユース)の取組が重要である。そ
のため、リデュースにあたる生ご
みの減量につながる講座を継続し
ていく必要がある。

継続して生ごみ堆肥化セミナーや生ごみ堆肥化講師派遣の実施によ
り、各家庭から排出される生ごみの減量につなげていく。
なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、セミナーの定員を会
場定員の半分以下に減らして実施する。
【令和４年度年度実施予定】
・堆肥化セミナー：36回（対面形式33回、オンライン形式3回）
・生ごみ堆肥化講師派遣：12回
・参加者数目標：720人

環）循環型社会
推進課

77

札幌市民防災セン
ター展示施設運営

5

市民の防火・防災思想の普及啓発及び災害への備えに
必要な知識・技術の習得を目的として、札幌市民防災
センターの展示施設を運営

より多くの市民に防火・防災に関する学習機
会を提供するため、新型コロナウイルス感染
症の対策に万全を期しながら、イベント数の
拡大などが必要と考える。また、感染症拡大
による臨時休館等を考慮し、来館しなくても
防火・防災に関する学習ができるような取組
みを検討していく必要がある。

前年度と比べ、広報活動やイベント数を拡大
している。市内の新型コロナウイルス感染状
況や他施設の取組みなどを勘案しながら実施
していく予定。
また、SNS（Instagram）を開設し、オンライ
ンによる学習機会を提供していく予定であ
る。

【入館者数】
令和３年度　8,261
（全年度比　▲1,291、令和元年度比　▲51,939）

※新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度中
は139日間の臨時休館があった。また、開館中も感染対策の
ため、一部体験施設の利用制限や館内定員を制限するな
ど、来館を通して防火・防災について学習することは困難
であった。
そこで、令和３年度からはSNSを活用し、イベント情報の発
信やオンラインイベントの開催、防火・防災に関する知
識・情報の発信を行うこととし、来館せずとも、防火・防
災について学習する枠組みを整えることができた。

―

来館しなくても、市民の防火・防
災意識の向上を引き続き図るため
に、様々な媒体を活用した効果的
な防火防災学習について検討して
いく必要がある。

保全改修工事及び一部体験コーナーのリニューアル工事を予定してい
るため、９月から令和５年３月中旬までの間、休館となる。
休館期間中は、防災センター施設外でのイベント実施やSNSを活用し
たセミナーをオンラインで実施するほか、インターネット上にスマー
トフォンやパソコン上で利用可能なバーチャルコンテンツを公開し、
各展示コーナーの疑似体験や仮想の防災センター館内を見学できる３
Ｄビューを用意するこで市民が来館しなくても防火・防災について学
習できる環境を整備する。

消）総務課

78

応急手当普及啓発
業務

5

救急車が着くまでの間、バイスタンダーによる応急手
当の有無が救命率に大きく影響するため、応急手当を
実施できる市民の養成を行い、救命率の向上を推進

新型コロナウイルス感染症の影響で講習を実
施できない期間があったため、感染対策に配
慮したうえで可能な限り講習回数を増やして
いく必要がある。

○救命講習開催数
　実績：377回

○救命講習受講者数
　実績：9,168人

⑴  救命講習開催数
  　実績：253回
⑵　救命講習受講者数
　　実績：3,038人

◎

特にありません。 ○救命講習開催数　230回
○救命講習受講者数　4230人

消）救急課

79

次世代のバイスタ
ンダー育成事業

5

全ての札幌市民が応急手当を実施できるよう、次世代
の応急手当を担う児童・生徒（小・中・高等学校生）
が繰り返し応急手当を学べる体制を構築

新型コロナウイルス感染症の影響で講習・体
験を実施できないことが多かったためため、
感染対策に配慮した形で実施できるよう資器
材を配備した。その旨を各学校に伝達し、講
習・体験を働きかける必要がある。

小学校～「教えて！ファイヤーマン」により
実施

中学校～保健体育の授業を通じ、心肺蘇生の
実技を実施
※各校の希望に応じ、授業用に資器材の貸出
しを実施

高等学校～各校の希望に応じて実施

・小学校～副読本「小学生用とっさのときの救急ガイド」
を小学３年生に配布。全市立学校199校にて「教えて！ファ
イヤーマン」内で応急手当指導を実施
・中学校～授業用資器材貸出実績11回

◎

特にありません。 事業再編により、令和４年度以降は応急手当普及啓発業務として行い
ます。

消）救急課

80

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:49、156、
176、182、188、208、
225）

5

まちづくりを担う人材などを育成するため、生涯学習
センター等で学習機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

３次構想を踏まえ、「市民活動系」「産業・
ビジネス系」の講座を充実させ、まちづくり
や産業振興に主体的に参画できる市民を育む
とともに学んだ成果や経験を活用できる場の
用意に一層努める必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大時期は
対面での講座の実施が難しいため、オンライ
ンによる実施など、状況に左右されずに開催
を担保できるような手法を検討していく必要
がある。

指定管理業務であることから、引き続き、指
定管理者に事業を継続させる。特に、重点施
策である施策の展開10「まちの活力を高める
学びの推進」、施策の展開20「身近な地域で
学びを深められる環境の整備」を念頭に置い
た事業展開を進めていく。
なお、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り、講座の中止など規模の縮小が想定され
る。
【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：163講座
・受講者数目標：1,383名

ボランティア・市民活動、まちづくり等を促進する「市民
活動系」、職業能力の向上や産業育成・活性化を促進する
「産業・ビジネス系」、生きがいづくりにつながる「文
化・教養系」の３つの系を柱として幅広い分野、レベルの
講座を実施。
主な会場となる生涯学習センターが令和3年3月～令和4年1
月まで大規模改修工事により休館となり、制約がある中で
会場を地域のコミュニティ施設や地区図書館などに移し、
新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、アウトリー
チによる実施に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施講座数：82講座
・受講者数：1,127名

〇

３次構想を踏まえ、「市民活動
系」「産業・ビジネス系」の講座
を充実させ、まちづくりや産業振
興に主体的に参画できる市民を育
むとともに、学んだ成果や経験を
活用できる場の拡充に努めていく
ことが必要。
また、オンラインなどの新たな実
施手法を取り入れていくととも
に、市民の身近な地域での学習機
会の拡充に引き続き取り組んでい
くことが重要。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続さ
せる。特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学び
の推進」、施策の展開20「身近な地域で学びを深められる環境の整
備」を念頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：239講座
・受講者数目標：3,000名

教）生涯学習推
進課
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81

教育センター講演
会

5

一般市民や教職員を対象に、子育て支援、特別支援教
育、不登校等への支援、その他教育に関する今日的
テーマに沿って公開講演会を開催

令和２年度より、実施回数が1回となったた
め、前年度までの事業量と単純な比較はでき
ない。講演会のテーマは、幼児教育の質の向
上という喫緊の課題であることから、引き続
き機会を保障していく必要がある。

・教育センター講演会実施回数：1回 ・教育センター講演会実施回数：1回
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からオンライ
ンでの実施。
・受講者数：84名

〇

・事業量については、令和２年度より
実施回数を変更したため、平成29年度
との比較ができないが、講演会のテー
マは幼児教育の質の向上という喫緊の
課題であることから、引き続き機会を
保障していく必要がある。

・教育センター講演会実施回数：1回 教）幼児教育セ
ンター担当課

82 ゲートキーパー養
成研修

5

市民一人ひとりが悩みを抱えた人に対して気づきと見
守りを行えるよう、自殺に関する正しい知識や自殺の
危険を示すサイン、適切な対応等に関する研修を実
施。

新型コロナウイルス感染症の影響により、集
合型の研修が実施困難であるため、非対面で
実施可能な、新たな開催方法の検討が必要で
ある。

市民、専門職、市職員を対象としたゲート
キーパー研修会を実施する。新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、従前の研修会形式
のままでは、相当の受講者数減が見込まれる
ため、非対面で実施可能な方法を検討してい
く予定（Webによる研修や、DVD制作・配布
等）。

委託先の都合により契約解除となったため、札幌市ゲート
キーパー研修会は未実施。
【市職員向け研修】開催回数：4回。参加人数：190名
【みんなで学ぶ「ゲートキーパー入門講座」講師派遣事
業】
・開催回数：2回、参加人数：23名 ―

新型コロナウイルス感染症の影響
により、集合型の研修が実施困難
であるため、非対面で実施可能
な、新たな開催方法の検討が必要
である。

市民、専門職、市職員を対象としたゲートキーパー研修会を実施す
る。新型コロナウイルス感染症の影響も考慮し、集合型研修、及び非
対面での研修を、実施していく予定（Webによる研修等）。

保）精神保健福
祉センター

83 自殺予防等研修講
師派遣

5

関係機関・団体等の依頼に応じて、自殺予防やメンタ
ルヘルスに関する研修講師を派遣し、自殺に関する正
しい知識や自殺の危険を示すサイン、適切な対応等に
関する講座等を実施。

新型コロナウイルス感染症の影響により、集
合型の研修が実施困難であるため、非対面で
実施可能な、新たな開催方法の検討が必要で
ある。

研修会の開催または関係機関、市民団体等が
主催する研修に講師の派遣を行う。新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、非対面での
開催・派遣要望が多くなることが見込まれる
ため、非対面で実施可能な方法を検討してい
く予定（Webによる研修や、DVD制作・配布
等）。

研修会の講師派遣を行った。新型コロナウイルス感染症拡
大の影響により、非対面による研修の要望に応じて資料提
供、動画配信、オンライン配信で実施した。
【市職員向け研修】開催回数：5回、参加人数：382名
【教職員向け研修】開催回数：2回、参加人数：489名
【関係機関向け研修】開催回数：2回、参加人数：33名 ―

新型コロナウイルス感染症の影響
により、集合型の研修が実施困難
であるため、非対面で実施可能
な、新たな開催方法の検討が必要
である。

関係機関、市民団体等が主催する研修に講師の派遣を行う。新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、非対面での開催・派遣要望が多くな
ることが見込まれるため、依頼に応じた形で、講師派遣を行う予定
（Webによる研修や、資料配布等）。

保）精神保健福
祉センター

84

スポーツ推進委員
の活動

6

本市及び各区スポーツ事業への参画・協力をはじめ、
各地域、町内会等の住民組織及び地域スポーツ団体と
連携し、市民の健康・体力づくりに向けた事業の企
画・運営・指導等を実施

市民がいつでも・身近でスポーツを楽しむ環
境を充実させる必要がある。

各地域、町内会等の住民組織及び地域スポー
ツ団体と連携し、本市及び各区スポーツ事業
への参画・協力を実施していく。

各区スポーツ振興を通じ、市民の健康・体力づくりに向け
た事業の企画・運営・指導等を実施した。
【令和３年度実績】
・実施事業数：２事業
・参加者数：63名

―

市民がいつでも・身近でスポーツ
を楽しむ環境を充実させる必要が
ある。

各地域、町内会等の住民組織及び地域スポーツ団体と連携し、本市及
び各区スポーツ事業への参画・協力を実施していく。

ス）企画事業課

85

学校体育施設（体
育館、グラウウン
ド、格技室、プー
ル）の開放業務

6

市民にスポーツ活動の場を提供し市民スポーツ振興の
促進を目的に、学校教育に支障のない範囲で小中学校
の体育施設（体育館、グラウンド、格技室、プール）
を開放

より多くの市民がスポーツを楽しめるよう、
引き続き、身近で手軽に利用できるスポーツ
活動の場を確保していく必要がある。

引き続き、学校教育に支障のない範囲で、当
該事業を継続していく。
【体育館】
・開放校数：278校
【グラウンド】
・開放校数：33校
【格技室】
・開放校数：16校
【プール】
・開放校数：0校（中止）

学校教育に支障のない範囲で、小中学校の体育施設を一般
開放した。
【体育館】
・開放校数：263校
・利用人数：623,022人
【グラウンド】
・開放校数：22校
・利用人数：2,376人
【格技室】
・開放校数：13校
・利用人数：10,655人
【プール】
・開放校数：0校（中止）
・利用人数：0人

―

より多くの市民がスポーツを楽し
めるよう、引き続き、身近で手軽
に利用できるスポーツ活動の場を
確保していく必要がある。

引き続き、学校教育に支障のない範囲で、当該事業を継続していく。
【体育館】
・開放校数：276校
【グラウンド】
・開放校数：30校
【格技室】
・開放校数：17校
【プール】
・開放校数：192校

ス）企画事業課

86

国際親善ジュニア
スポーツ姉妹都市
交流事業

6

スポーツを通じて相互理解･友好親善を深め、国際感
覚豊かな人材を育成するため、各姉妹都市の中学生選
手団と札幌の中学生選手団がスポーツを介して交流を
行う

（交流相手都市の希望にもよるが、）より多
くの中学生に参加機会を与えられるよう、ウ
インター種目など可能な限り過去に選ばれた
ことのない種目での交流を実施できるよう調
整する必要がある。

姉妹都市のジュニア選手を札幌市に受け入れ
る年であるが、新型コロナウイルス感染症の
影響を考慮し、中止。

新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、中止。

―

（交流相手都市の希望にもよる
が、）より多くの中学生に参加機
会を与えられるよう、ウインター
種目など可能な限り過去に選ばれ
たことのない種目での交流を実施
できるよう調整する必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、中止予定。 ス）企画事業課

87

札幌マラソン大会
姉妹都市交流事業

6

スポーツを通じて相互理解･友好親善を深め、国際感
覚豊かな人材を育成するため、5年毎の姉妹都市提携
記念年に該当する相手都市から選手団を札幌マラソン
大会に招待

札幌マラソンに特化せず、国際スキーマラソ
ンなど、他の大会も選択肢として提示し、種
目の選択肢を増やす必要がある。

姉妹都市のジュニア選手を札幌市に受け入れ
る年であるため、札幌マラソン大会での交流
予定は当初よりなし。

姉妹都市のジュニア選手を札幌市に受け入れる年であるた
め、札幌マラソン大会での交流予定は当初よりなし。

―

札幌マラソンに特化せず、国際ス
キーマラソンなど、他の大会も選
択肢として提示し、種目の選択肢
を増やす必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、中止予定。 ス）企画事業課

88

㈱コンサドーレ事
業費補助金

6

地域の活性化やコミュニティの醸成にも貢献している
コンサドーレ札幌の運営会社である㈱コンサドーレの
事業のうち、下部組織育成事業やサッカー普及育成事
業、試合運営補助組織育成事業など、地域におけるス
ポーツ振興に寄与する事業を対象に補助金を交付

観客動員数アップ、新規スポンサーの確保、
効率的な経営による支出の削減等、より一層
の経営努力を続けることにより、行政からの
支援を受けなくても安定して各事業を実施で
きるレベルまで経営体質を強化する必要があ
る。

本補助金を交付開始して以降、着実に下部組
織の育成強化が進んでおり、全国大会におい
ても優秀な成績を収めており、他の補助対象
事業においても、青少年の健全育成や地域住
民の社会参加促進にも大きく寄与しているほ
か、H29からは障がい者スポーツの普及啓発
も行っていることから、引き続き事業を継続
していく。

①下部組織育成事業
U-15、U-18 各種全国大会出場
②サッカー普及育成事業
幼稚園・保育園、市内小中学校へオンラインや動画配信で
交流。
③障害者スポーツ普及促進事業
シットスキーの体験会および小学校の体育事業での体験会
の実施。

〇

観客動員数アップ、新規スポン
サーの確保、効率的な経営による
支出の削減等、より一層の経営努
力を続けることにより、行政から
の支援を受けなくても安定して各
事業を実施できるレベルまで経営
体質を強化する必要がある。

本補助金を交付開始して以降、着実に下部組織の育成強化が進んでお
り、全国大会においても優秀な成績を収めており、他の補助対象事業
においても、青少年の健全育成や地域住民の社会参加促進にも大きく
寄与しているほか、H29からは障がい者スポーツの普及啓発も行って
いることから、引き続き事業を継続していく。

ス）企画事業課
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89

ファイターズ屋内
練習場市民開放事
業

6

北海道日本ハムファイターズの屋内練習場を市民開放
するための事業を実施

積雪寒冷地である本市において、冬期間の練
習場所の確保をしていく必要がある。

積雪寒冷地である本市において、冬期間の練
習場所の確保につながる、市民ニーズが高い
事業であることから、引き続き事業を継続し
ていく。

北海道日本ハムファイターズの屋内練習場を活用すること
で、冬期間の練習場所不足の課題解消につながり、少年野
球チームの活動場所の確保を図ることが出来た。
【令和３年度実績】
小中学生の年間利用回数：139回

〇

積雪寒冷地である本市において、
冬期間の練習場所の確保をしてい
く必要がある。

積雪寒冷地である本市において、冬期間の練習場所の確保につなが
る、市民ニーズが高い事業であることから、引き続き事業を継続して
いく。

ス）企画事業課

90

オリンピアンズ
キャラバン事業

6

スポーツ実施の機会提供によるスポーツ振興と町内会
等の地域諸団体の活性化につなげるため、地域の要望
に応じて、オリンピアン等のトップアスリートを地域
に派遣し、スポーツイベント、スポーツ体験会、講演
会等を実施し、事業に関わる謝礼・交通費の実費につ
いて助成

３次構想を踏まえ、誰もがスポーツに親しめ
る機会の充実、子どもが世界に目を向ける
きっかけづくりとなる、トップアスリートと
触れ合う機会の提供、スポーツを通じての健
康の保持・増進のための、学びの機会の提供
をさらに充実させる必要がある。

より多くの地域団体に活用してもらうため、
スポーツ推進委員や体育振興会、地域振興課
に事業の周知を図る。
【令和３年度実施予定】
・派遣イベント数　３件
・参加者総数　700人

地域スポーツイベントにオリンピアンを派遣。
【令和３年度実績】
・派遣イベント数　１件
・参加者総数　   16人

―

３次構想を踏まえ、誰もがスポー
ツに親しめる機会の充実、子ども
が世界に目を向けるきっかけづく
りとなる、トップアスリートと触
れ合う機会の提供、スポーツを通
じての健康の保持・増進のため
の、学びの機会の提供をさらに充
実させる必要がある。
また、コロナ禍を踏まえた運営の
方法も検討する。

コロナ禍の行動制限が少しずつ緩和されてきているため、感染状況が
許す限りニーズに応える形でオリンピアン等の派遣を行っていく。

ス）企画事業課

91

プロスポネット
SAPPORO連携事業

6

札幌に本拠地を置く3つのプロスポーツチーム（北海
道日本ハムファイターズ、北海道コンサドーレ札幌、
レバンガ北海道）と連携して、スポーツを通じたまち
づくりという共通目標に向けた事業を実施

「観るスポーツ」に関わる市民の数をより増
やしていくために、各チームと連携して様々
な働きかけを行っていく必要がある。

引き続きスポーツに親しめる機会を充実させ
るため、札幌市と４つのプロスポーツチーム
で事業に取組んでいく。

誰もがスポーツに親しめる機会を充実させるため、4つのプ
ロスポーツチームと連携して事業に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施事業数：７事業

〇

「観るスポーツ」に関わる市民の
数をより増やしていくために、各
チームと連携して様々な働きかけ
を行っていく必要がある。

引き続きスポーツに親しめる機会を充実させるため、札幌市と４つの
プロスポーツチームで事業に取組んでいく。

ス）企画事業課

92

さっぽろっ子ウイ
ンタースポーツ料
金助成事業

6

子どもたちがウインタースポーツに親しめる環境を創
出（小学３年生を対象に、１シーズンに１度、スキー
場を利用する際のリフト料金やスケート場を利用する
際の貸靴料金に対する助成実施）

助成券についての周知をさらに進め、利用人
数の増加を図る。

助成券についての周知をさらに進められるよ
う、各校への事業説明及び配布依頼に継続し
て取り組む。

・スキーリフト助成券は小学３～６年生を対
象にして配布予定。
・夏期と冬期スケート貸靴補助券を小学生全
学年に配布予定。

・スキーリフト券助成について、対象を小学３～６年生に
して実施した。
・助成券が児童に確実に配布されるよう事業説明及び配布
依頼を行った。
【令和３年度実績】
・夏季スケート貸靴券利用数： 542枚（配布対象者の０.
６％）
・冬期スケート貸靴券利用数： 4,451枚（配布対象者の４.
９％）
・スキーリフト券助成利用数：12,307枚（配布対象者の２
０.１％）

〇

助成券についての周知をさらに進
め、特にスケートの利用人数の増
加を図る。

助成券についての周知をさらに進められるよう、各校への事業説明及
び配布依頼に継続して取り組む。

・スキーリフト助成券は小学生全学年を対象にして配布予定。
・夏期と冬期スケート貸靴補助券を小学生全学年に配布予定。

ス）企画事業課

93

運動部活動アス
リート派遣事業

6

中学校運動部活動にアスリートを派遣することで、顧
問教諭が指導のノウハウを学ぶ機会とし、顧問教諭の
指導力の向上を目指す
部員のスポーツに対する関心・意欲の向上を図るとと
もに、充実した活動環境づくりを実施

３次構想を踏まえ、誰もがスポーツに親しめ
る機会の充実、子どもが世界に目を向ける
きっかけづくりとなる、トップアスリートと
触れ合う機会の充実を図っていく必要があ
る。

中学校と特別支援学校の運動部活動を対象に
アスリートを派遣。
【令和３年度（予定）】
・派遣部活動数24
・295回派遣

中学校と特別支援学校の運動部活動を対象にアスリートを
派遣。
【令和３年度実績】
・派遣部活動数24
・273回派遣

〇

３次構想を踏まえ、誰もがスポー
ツに親しめる機会の充実、子ども
が世界に目を向けるきっかけづく
りとなる、トップアスリートと触
れ合う機会の提供、スポーツを通
じての健康の保持・増進のため
の、学びの機会の提供をさらに充
実させる必要がある。
また、コロナ禍を踏まえた運営の
方法も検討する。

中学校と特別支援学校の運動部活動を対象にアスリートを派遣。
【令和４年度（予定）】
・派遣部活動数24
・295回派遣

ス）企画事業課

94

ウインタースポー
ツ塾

6

ウインタースポーツの裾野の拡大と競技力の向上を図
るため、小学生を対象にフィギュアスケートやクロス
カントリーなどのウインタースポーツを幅広く体験で
きる「エントリーコース」と、高いレベルの技術指導
を受けられる「エキスパートコース」を開設

コロナウイルス感染症の影響下で、密を避け
た安全な体験会運営ができるよう、改善策を
検討していく必要がある。

【令和３年度（予定）】
・ウインタースポーツ塾（エントリーコー
ス）
・ウインタースポーツ塾特別版（体験会×食
育講座）
・さっぽろっ子スケートチャレンジ検定

【令和３年度実績】
・コロナ禍において安全な体験会となるよう参加人数や実
施手法を工夫し、感染症対策を講じて実施を予定していた
が、予定していた夏季の体験会は中止となった。
・エントリーコース480人
・明治食育×カーリング80人 ―

コロナウイルス感染症の影響下
で、密を避けた安全な体験会運営
ができるよう、引き続き改善策を
検討していく必要がある。

【令和４年度（予定）】
・ウインタースポーツ塾in Summer　340人
・ウインタースポーツ塾(冬季)　1240人

ス）企画事業課

95

体育施設運営管理

6

体育館グループ、温水プールグループ、美香保体育
館、スケート施設グループ、屋外競技場施設グルー
プ、スポーツ交流施設、藤野野外スポーツ交流施設、
ジャンプ競技場等の体育施設の管理

従来からある競技スポーツだけでなく、
ニュースポーツや障がい者スポーツなど、利
用者の求めるニーズが多様化しているがそれ
らの活動の場が限られているため、開放種目
の調整や時間延長の検討などを進めていく。

スポーツ施設の一般開放、専用利用等の貸館
業務を行う。

【令和３年度実施予定】
・利用者数（個人）：2,883,350人
・利用者数（専用）：1,813,940人

「安全・安心」と「高い快適性」を追求した施設の維持管
理を行い、スポーツの普及振興を推進するため、一般開
放、専用利用等の貸館業務を行った。
　なお、新型コロナウイルス感染症対策により施設の休館
や利用制限等を実施したため、利用者減となっている。

【令和３年度実績】
・利用者数（個人）：1,887,092人
・利用者数（専用）：  953,740人

―

従来からある競技スポーツだけで
なく、ニュースポーツや障がい者
スポーツなど、利用者の求める
ニーズが多様化しているがそれら
の活動の場が限られているため、
開放種目の調整や時間延長の検討
などを進めていく。

スポーツ施設の一般開放、専用利用等の貸館業務を行う。

【令和４年度実施予定】
・利用者数（個人）：2,630,630人
・利用者数（専用）：2,211,450人

ス）施設課
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96

その他体育施設運
営管理

6

スポーツ部が所管する体育施設の機能を確保するた
め、施設の修繕、備品の更新等を実施

特になし 昨年度に引き続き、施設の修繕及び備品の更
新等を実施していく。

計画的に施設の修繕等を実施することができた。

〇

特になし 昨年度に引き続き、施設の修繕及び備品の更新等を実施していく。 ス）施設課

97

札幌ドーム保全事
業

6

開業から16年が経過している札幌ドームについて、大
規模イベントなどを継続的に開催できる環境を保つた
め、計画的に保全改修工事を実施

計画していた保全業務や改修工事等を実施し
たが、契約差金等により決算額が減少した。

●札幌ドーム保全
ネットワーク設備、受変電設備、蓄電池設
備、中央監視設備、可動設備等の保全業務を
実施

●改修工事
一般照明設備改修工事を実施

●札幌ドーム保全
ネットワーク設備、受変電設備、蓄電池設備、中央監視設
備、可動設備等の保全業務を実施

●改修工事
一般照明設備改修工事を実施 ▲

計画していた保全業務や改修工事
等を実施したが、契約差金等によ
り決算額が減少した。

●札幌ドーム保全
受変電設備、弱電設備、遮光幕設備、可動設備等の保全業務を実施
●改修工事
一般照明設備改修工事、自動火災報知設備改修工事、消火設備改修工
事を実施

ス）施設課

98

スポーツ施設リフ
レッシュ事業

6

老朽化したスポーツ施設全般及び大型備品（リンク整
氷車やバスケットゴールなど）の更新を計画的に実施

特になし 昨年度に引き続き、施設の修繕及び備品の更
新等を実施していく。
【令和３年度実施予定】
・円山総合運動場陸上競技場建築保全、公認
改修、備品更新
・星置スケート場リンクサイドマット保全、
製氷車更新
・美香保体育館アリーナフロアパネル保全
・大倉山ジャンプ競技場エスカレーター保全
・白旗山競技場AB面芝生管理
・手稲区体育館トレーニングマシーン更新

計画的に施設の修繕等を実施することができた。
【令和３年度実施結果】
・円山総合運動場陸上競技場建築保全、公認改修、備品更
新
・星置スケート場リングサイドマット保全、製氷車更新
・美香保体育館アリーナフロアパネル保全
・大倉山ジャンプ競技場エスカレーター保全
・白旗山競技場AB面芝生管理
・手稲区体育館トレーニングマシーン更新
・スポーツ交流施設人工芝等保全
・藤野リュージュ競技場照明設備ほか保全
・南区体育館体操競技用備品

〇

特になし 昨年度に引き続き、施設の修繕及び備品の更新等を実施していく。
【令和４年度実施予定】
・手稲区体育館床保全
・西区体育館温水プール建築保全
・大倉山ジャンプ競技場エスカレーター保全
・円山球場建築保全
・豊平区体育館トレーニングマシーン更新
・電光得点盤更新

ス）施設課

99

藤野野外スポーツ
交流施設リニュー
アル事業

6

市民が身近にスポーツを楽しめる環境を整えるため、
老朽化が進んでいる藤野野外スポーツ交流施設のリフ
トの更新を実施

今後、残り２基のリフトの更新が必要 ・第１ペアリフト更新工事（令和３年度より
２か年工事）

２か年工事である第１ペアリフト更新工事の１年目が完
了。工場での機器製作が完了した。

〇

今後、残り２基のリフトの更新が
必要

２か年工事である第１ペアリフト更新工事の２年目。現地での造成工
事及び機器据付工事を実施していく。

ス）施設課

100

オリンピック
ミュージアム活用
推進事業

6

オリンピックミュージアムを活用し、オリンピック・
パラリンピック招致機運の醸成、オリンピック・パラ
リンピック教育の推進

ジャンプ競技場に併設されており、一体的に
活用したオリパラ教育の拠点にする。

・展示物の収集展示及び企画展の実施 ・展示物の収集展示及び企画展の実施

〇

ジャンプ競技場に併設されてお
り、一体的に活用したオリパラ教
育の拠点にする。

・展示物の収集展示及び企画展の実施 ス）施設課

101

東京２０２０オリ
ンピック開催準備

6

東京2020オリンピックのサッカー競技を開催すること
により、オリンピズムの理念を学ぶきっかけ、トップ
レベルのスポーツにふれる機会を提供するとともに、
大会を通じて国内外へ札幌の魅力をＰＲ

大会開催に伴う人流の増加を抑えるため、札
幌市が実施する機運醸成事業を含め、必要最
小限の規模で大会を開催する。

新型コロナウイルスの感染防止対策を行い、
大会時のボランティア活動を実施するほか、
市内の感染状況を見定めながら、必要最小限
の規模で事業を実施する。

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、無観客開催等
になったことから、ボランティアの活動規模が縮小された
が、交通規制の案内や地下鉄駅等でのインフォメーション
ブース設置等、大会期間中５日間で延べ260名のボランティ
アが活動した。

〇

東京2020大会のボランティアの経
験を今後、開催される国際大会等
の運営に活かしていく必要があ
る。

ス）招致推進部
調整課

102

地域における障が
い者スポーツ普及
促進事業

6

障がい者スポーツに関するイベントや調査研究を実施
し、それらの結果を踏まえて、障がい者スポーツが地
域に定着するための新しい方策を検討

新型コロナウイルス感染防止対策を十分に施
しながら、障がいのある方に対するスポーツ
活動の機会の提供や理解拡大の取組を進め、
障がいの有無に関わらず誰もがスポーツを楽
しむことができる環境づくりにより一層取り
組んでいく必要がある。

新型コロナウイルス感染症の状況を見極めな
がら、障がいの有無に関わらず誰もがスポー
ツを楽しめる環境づくりに引き続き取り組ん
でいく。
【令和３年度実施予定】
・パラスポーツクラブの運営
・札幌市障がい者スポーツ普及促進協議会の
実施
・障がい者スポーツ体験会、指導者養成講習
会の実施

新型コロナウイルス感染症の影響により、一部の事業につ
いて中止を余儀なくされたが、感染状況が落ち着ている時
期に一部の事業については実施することができた。
【令和３年度実施結果】
・パラスポーツクラブの運営
・札幌市障がい者スポーツ普及促進協議会の実施
・障がい者スポーツ体験会、指導者養成講習会の実施
・ボランティア養成講習会の実施
・パラアスリートによる学校授業の実施

〇

新型コロナウイルス感染防止対策
を十分に施しながら、障がいのあ
る方に対するスポーツ活動の機会
の提供や理解拡大の取組を進め、
障がいの有無に関わらず誰もがス
ポーツを楽しむことができる環境
づくりにより一層取り組んでいく
必要がある。

新型コロナウイルス感染症の状況を見極めながら、障がいの有無に関
わらず誰もがスポーツを楽しめる環境づくりに引き続き取り組んでい
く。
【令和４年度実施予定】
・札幌市障がい者スポーツ普及促進協議会の実施
・障がい者スポーツ体験会、指導者養成講習会の実施
・ボランティア養成講習会の実施
・パラアスリートによる学校授業の実施

ス）企画事業課
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103

オリンピック・パ
ラリンピック教育
推進事業
（再掲:221）

6

「スポーツを通じて心身を鍛え、人種・民族、国の違
いを超えて友好を深め、平和な世界を築く」というオ
リンピズムの理念を踏まえ、スポーツを通じて子ども
の知・徳・体をバランスよく育むための取組を推進

３次構想を踏まえ、札幌の特性を生かし、ス
ポーツを通じて心身を鍛え、人種・民族、国
の違いを超えて友好を深めというオリンピズ
ムの理念を育む教育に一層努める必要があ
る。

事業を継続するとともに、オリンピック
ミュージアムを活用した授業を一層充実させ
ることで、冬季オリンピック大会を開催した
札幌市の歴史と伝統を踏まえた学習を通し
て、「ふるさと札幌」を愛する心の育成する
事業実施を図っていく。
【令和３年度実施予定】
・実施校数：92校
・体験児童生徒数：9,100名程度
※新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、事業規模が変更となる可能性がある。

オリンピック・パラリンピックに関する知識、選手の体
験・エピソード、大会を支える仕組み等についての学習を
通して、スポーツの意義や価値等に触れる機会の充実を図
ることを目的として、オリンピアン・パラリンピアン等の
講話、オリンピック・パラリンピック種目の体験、オリン
ピックミュージアムを活用した学習を実施した。
【令和３年度実績】
・実施校数：96校
・体験児童生徒数：8,318名 〇

３次構想を踏まえ、札幌の特性を
生かし、スポーツを通じて心身を
鍛え、人種・民族、国の違いを超
えて友好を深めというオリンピズ
ムの理念を育む教育に一層努める
必要がある。

事業を継続するとともに、オリンピックミュージアムを活用した授業
を一層充実させることで、冬季オリンピック大会を開催した札幌市の
歴史と伝統を踏まえた学習を通して、「ふるさと札幌」を愛する心の
育成する事業実施を図っていく。
【令和４年度実施予定】
・実施校数：94校
・体験児童生徒数：9,100名程度 教）教育課程担

当課

ス）調整課

104

とよひらスポーツ
応援プロジェクト
事業

6

札幌ドームを始め多数の国際規模のスポーツ施設に恵
まれた「スポーツのまち・豊平区」として、区民がス
ポーツに親しむための多彩な機会を提供

新型コロナウイルス感染症の状況と市の方向
性に沿った実施手法を検討するなどし、事業
の実施に努める。

令和２年度については、新型コロナウイルス
感染症の影響により、スポーツバイキングな
ど一部事業の中止が決定している。令和３年
度以降は、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大状況を踏まえた上で、規模縮小開催や感
染リスクの低いイベント等への変更を検討す
るなど、引き続きスポーツを通じたまちづく
りを推進していく。
【令和３年度実施予定事業】
・４事業（スポーツバイキングは中止決定）
・参加者数目標　3,000

令和３年度は、スポーツ奨励事業と体験会事業の一部を実
施し、それ以外の事業は新型コロナウイルスの影響で中止
となった。
【実施したスポーツ奨励事業】
・２大会
・参加者数　529名
【実施した体験会事業】
・タグラグビー体験会
・参加者数　50名
【中止した事業】
・２事業

―

新型コロナウイルス感染症の状況
と市の方向性に沿った実施手法を
検討するなどし、事業の実施に努
める。

令和４年度以降は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を踏ま
えた上で、規模縮小開催や感染リスクの低いイベント等への変更を検
討するとともに、行動制限緩和の流れも考慮し、必要な感染予防策等
を講じた事業実施に努めるなど、引き続きスポーツを通じたまちづく
りを推進していく。
【令和４年度実施予定事業】
・４事業
・参加者数目標　7,000名

豊）地域振興課

105

アイヌ文化体験講
座

7

アイヌの人たちを講師とする、アイヌ文様の刺繍や木
彫り、アイヌ料理などの体験講座を実施

多数の市民が参加できるよう周知を継続する 【令和３年度実施予定】
・実施講座数：24講座
・受講者数：240名

【令和３年度実績】
・実施講座数：6講座
・受講者数：68名
※コロナの影響で緊急事態宣言、まん延防止措置期間に予
定していた講座を中止。

―

多数の市民が参加できるよう周知
を継続する

【令和４年度実施予定】
・実施講座数：16講座
・受講者数：240名

市）アイヌ施策
課

106

パシフィック・
ミュージック・
フェスティバルの
開催

7

世界の若手音楽家に対する教育事業、演奏会事業（各
種コンサート）、音楽普及事業（リンクアップコン
サート、教育セミナー等）を実施

新たな取組としてデジタルコンテンツを拡充
するとともに、市民に対してさらなる知名度
の向上を目的とした広報の実施や、優れた演
奏に触れる機会の提供について、改善を図っ
ていく。

ＰＭＦ2021は、ＰＭＦの再開とコロナ禍にお
ける国際教育音楽祭の新たな形に挑戦する重
要なシーズンと位置付け、オンラインを積極
的に活用しながら、今できる形で音楽教育に
取組むとともに、未来につなぐ音楽祭を目指
して開催する。
会期：令和３年７月23日～８月１日
公演数：約25公演

基本的な感染症対策のほか、オンラインを活用したアカデ
ミー教育や公演配信なども交えて開催したが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により一部会期の公演を中止。感染
症拡大以前の状況までは回復できていない。
会期：令和3年7月23日～同月28日（当初8月1日までを予
定）
公演数：16公演（当初26公演予定）
入場者数：5,314人

―

新たな取組としてデジタルコンテ
ンツを拡充するとともに、市民に
対してさらなる知名度の向上を目
的とした広報の実施や、優れた演
奏に触れる機会の提供について、
改善を図っていく。

令和元年以前と同様に海外のアカデミー生及びアーティストを招聘す
ることを想定し、新型コロナウイルス感染症予防対策を強化した上で
開催する予定。
会期：令和4年7月16日～令和4年8月2日

市）文化振興課

107

市民ロビーコン
サートの開催

7

市民に優れた演奏に接する機会を提供することで、音
楽文化の振興に寄与するため、毎月1回、主として本
市にかかわりのある中堅音楽家による無料のコンサー
トを開催

市民等に対し事業は浸透してきているが、演
奏・鑑賞環境の改善（特に冬期間）が課題と
捉えており、改善を検討する。

　新型コロナウイルス感染症の影響を考慮の
上、、来場者・出演者が安心して参加できる
コンサートづくりを目指す。

主として本市に関わりのある中堅音楽家による無料のコン
サートを開催した。なお、令和３年度は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響により10月、11月、12月のみ開催
し、それ以外の月の開催は中止となった。
【実施回数】３回
【来場者数】117人 ―

市民等に対し事業は浸透してきて
いるが、演奏・鑑賞環境の改善
（特に冬期間）が課題と捉えてお
り、改善を検討する。

新型コロナウイルス感染症の影響を考慮の上、、来場者・出演者が安
心して参加できるコンサートづくりを目指す。

市）文化振興課

108

演劇公演支援事業

7

市民へ優れた演劇作品鑑賞機会を提供し、演劇のファ
ン層の開拓（すそ野の拡大）を図り、市民文化の振興
と新たな観光資源としての活用を図ることを目的と
し、「札幌演劇シーズン」の開催経費の一部を補助

３次構想を踏まえ、より多くの市民が文化芸
術に親しむ機会を創出する必要がある。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、各種ガイドラインに沿って客席数を制限
するなど、十分な感染予防策を行った上で開
催を予定している。

札幌演劇シーズンを支援することにより、コロナ禍におい
ても継続して、広く市民へ優れた演劇の鑑賞機会を提供す
ることができた。来場者数は、前年度に比べて若干回復し
たものの、新型コロナウイルス感染拡大防止対応の客席制
限の影響により、感染症拡大前の状況までは回復していな
い。 〇

３次構想を踏まえ、より多くの市
民が文化芸術に親しむ機会を創出
する必要がある。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各種ガイドラインに
沿って客席数を制限するなど、十分な感染予防策を行った上で開催を
予定している。

市）文化振興課

109

文化活動練習会場
学校開放

7

音楽、演劇、舞踊等の活動を行うアマチュアのサーク
ルや文化団体等に対して、市立小学校の音楽室等を低
廉な料金で貸し出す（開放）ことにより、練習会場及
び創作の場を提供

利用者の拡大に向け、認知度の向上などに係
る取組を検討する。

音楽、演劇などの文化芸術活動を行っている
市内のアマチュアグループ、サークル、一般
市民に練習会場として市立小学校の教室を開
放することで、市民の文化活動を支援する。
【開放小学校数】16校（19教室）
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
令和３年４月27日より休止していたが、令和
３年７月20日より再開している。

音楽、演劇などの文化芸術活動を行っている市内のアマ
チュアグループ、サークル、一般市民に練習会場として市
立小学校の教室を開放することで、市民の文化活動を支援
【開放小学校】16校（19教室）
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和3年4月26
日～7月20日、8月30日～10月5日の間、開放を休止してお
り、感染症拡大以前のような利用環境を提供できていな
い。 ―

利用者の拡大に向け、認知度の向
上などに係る取組を検討する。

今後も新型コロナウイルスの状況を注視しながら、各学校の協力を得
つつ開放教室の適切な設備の維持に努め、市民の文化活動を支援す
る。

市）文化振興課
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110

サッポロ・シ
ティ・ジャズの開
催

7

音楽文化の振興、観光の活性化、札幌の魅力発信を図
るため、大通公園や芸術の森などでプロのミュージ
シャンによるライブの+K31:L34他、市内各所で市民参
加型のライブなどを開催

３次構想を踏まえ、より多くの市民が音楽を
中心とした文化芸術に親しむ機会を創出する
必要がある。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、各種ガイドラインに沿って客席数を制限
するなど、十分な感染予防策を行った上で開
催を予定している。

新型コロナウイルス感染拡大の影響より、夏のパークジャ
ズライブをオンライン配信に切り替えた等、各事業におい
て実施方法を工夫しながら、市民がジャズに親しむ機会を
提供した。

〇

３次構想を踏まえ、より多くの市
民が音楽を中心とした文化芸術に
親しむ機会を創出する必要があ
る。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各種ガイドラインに
沿って客席数を制限するなど、十分な感染予防策を行った上で開催を
予定している。

市）文化振興課

111

さっぽろアートス
テージ事業

7

市民の文化芸術への関心を高めるとともに、発表の機
会が少ない団体や個人に発表の場を設けることによっ
て、文化活動の担い手育成を図るため、11月を文化月
間と位置づけ、演劇や音楽、美術などの様々なアート
系イベントを開催し、文化芸術活動に触れる機会を創
出

３次構想を踏まえ、より多くの市民が文化芸
術に親しむ機会を創出するため、定期的に事
業内容の見直しを行っていく必要がある。

オンライン開催と実地開催のハイブリッド開
催により新型コロナウイルス感染症対策を行
うため、令和２年度からの事業構築の見直し
を行い一部事業内容を変更し予算枠内での実
施となる見込みである。

舞台芸術部門・音楽部門・学生音楽部門・美術部門の４部
門を実地/オンラインにて開催、一部はハイブリッドで実施
した。実地開催を行ったコンテンツに関しても密にならな
い座席配置とするなど、感染症対策を十分に講じた。新型
コロナウイルス禍であっても事業を中止せず、市民が気軽
に文化芸術に触れる機会や発表の場を提供することができ
た。
・来場者数　計575,397人

〇

３次構想を踏まえ、より多くの市
民が文化芸術に親しむ機会を創出
するため、定期的に事業内容の見
直しを行っていく必要がある。

令和４年度も、舞台芸術部門・音楽部門・学生音楽部門・美術部門の
４部門について実施する。可能な限り実地開催とするが、新型コロナ
ウイルスの状況にっては観覧者を絞ったりオンライン化したり等、柔
軟に対応する。
令和３年度の事業構成から見直しを行い、一部の事業内容を予算枠内
で強化させて実施予定である。

市）文化振興課

112

写真文化振興事業

7

写真文化振興のため、北一条さっぽろ歴史写真館にお
ける展示や札幌市公文書館の収蔵写真を活用した展覧
会、ワークショップなどの各種事業に対して補助金を
交付

３次構想を踏まえ、より多くの市民が文化芸
術に親しむ機会を創出する必要がある。

生活・文化・風景の写真を展示する写真展や
こども写真教室の開催など、多様な手段によ
り、市民が写真文化に触れる機会を提供す
る。
（北１条さっぽろ歴史写真館（２回展示換え
予定））

生活・文化・風景の写真を展示する写真展やこども写真教
室の開催など、多様な手段により、市民が写真文化に触れ
る機会を提供した。
（北１条さっぽろ歴史写真館（展示換え２回）

〇

３次構想を踏まえ、より多くの市
民が文化芸術に親しむ機会を創出
する必要がある。

生活・文化・風景の写真を展示する写真展やこども写真教室の開催な
ど、多様な手段により、市民が写真文化に触れる機会を提供する。
（北１条さっぽろ歴史写真館（２回展示換え予定））

市）文化振興課

113

能楽振興事業

7

能楽振興のための能楽公演やワークショップなどの事
業に対して、補助金を交付

３次構想を踏まえ、より多くの市民が文化芸
術に親しむ機会を創出する必要がある。

感染対策を徹底した上で、例年行っていた
ワークショップや公演を開催する予定。

例年、教育文化会館の仮設能舞台を活用した本格的な能楽
公演、ワークショップ、実演レクチャーなどを展開してい
るが、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業を一
部中止としたものの、事業手法の変更などの対応を行い、
市民が伝統芸能に親しむ機会を維持した。

〇

３次構想を踏まえ、より多くの市
民が文化芸術に親しむ機会を創出
する必要がある。

感染対策を徹底した上で、例年行っていたワークショップや公演を開
催する予定。

市）文化振興課

114

札幌市文化芸術振
興助成金

7

本市の文化芸術振興に寄与する活動等を行う団体及び
個人への助成を実施

市民ニーズに即した助成制度とするため、制
度の見直しを図ることが必要である。

令和４年度から制度を改正のうえ、札幌文化
芸術交流センターＳＣＡＲＴＳに移管する予
定。

新型コロナウイルス感染拡大の影響により中止となった活
動が相次ぎ、当初16団体に交付決定を行ったものの、活動
実施は10団体となった。
また、助成金制度をSCARTSに移管し、新制度として令和3年
度中に、令和4年度実施事業の募集・審査・採択を行った。

〇

新制度による実施状況を踏まえ、
次年度以降の募集要項等を検討し
ていく必要がある。

令和４年度採択事業に対する支援を継続しながら、令和４年12月頃か
ら開始する令和５年度事業募集に向け、募集要項等の見直しを行う。

市）文化振興課

115

（仮称）札幌博物
館整備推進事業

7

札幌博物館の整備に向け、展示内容や事業活動の展開
方法などを定めた「展示・事業基本計画」や整備内容
を定めた「整備基本計画」を策定

昨年度実施見送りとなった民間導入など
PPP/PFI導入の可能性について検討する必要
がある。

博物館運営における学芸員任用方法や資料収
集の手法について他都市事例調査を実施す
る。
また、新型コロナウイルスの影響で令和2年
度に実施できなかったPPP/PFI簡易検討を行
う予定。

博物館運営における学芸員任用方法や資料収集の手法につ
いて、他都市や類似館の事例調査を行い、今後の整備推進
に係る計画的な職員配置や資料収集の整理を進めた。
博物館整備・運営に係るPPP/PFIの簡易検討を実施。

〇

博物館整備に関するPPP/PFIの導
入可能性について詳細調査を進め
ていく必要がある。

博物館整備・運営に係る民間活力の導入可能性について、詳細調査・
検討を実施する。
また、（仮称）札幌博物館整備への機運醸成・市民の意向調査を目的
としたイベントを実施する予定。

市）文化振興課

116

時計台２階ホー
ル・豊平館広間等
貸出

7

時計台２階ホール・豊平館広間等を希望者に貸し出
し、コンサートのほか、セミナーや映画鑑賞などの多
彩なイベントを実施する場を提供

コロナ禍による開館状況やホール利用状況等
の検索によりHP閲覧数が前年度比261.53％と
大幅増加しているため、より一層情報発信の
スピードを上げて利用満足度の向上につなげ
る必要がある。
豊平館の貸室利用率が低く、コロナの影響も
あり低迷が続いていることから、より一層市
民に広報するなどして利用率の向上に努める
必要がある。

密閉、密集、密接が起きないよう時計台ホー
ル利用者に要請するとともに、利用率向上に
向けてホール申込開始日の受付方法の工夫を
行う。
引き続き、指定管理者により事業を継続する
とともに、特に豊平館の貸室の利用率向上を
させていく。

【時計台】
ホームページ等を活用した利用案内や音響装置の設営協力
などホールを利用しやすい環境を整える取組みをおこなっ
たが、コロナ禍の外部要因による影響の為、稼働率は70％
であった。
【豊平館】
広間等の貸室利用率実績は9.7％と前年度よりは増となった
ものの依然低迷しているが、新型コロナウイルス対策備品
の充実、消毒の徹底など安心して利用できるような取り組
みを行った。

―

生涯学習等によるホールの利用頻
度が少ないため、学習機会の提供
などの取組を積極的に行う必要が
ある。
コロナの影響もあり、豊平館の貸
室利用率低迷が続いていることか
ら、より一層市民に広報するなど
して利用率の向上に努める必要が
ある。

・生涯学習等のホール利用の向上を目指し、ホームページの利用状況
の即日更新や備品の写真掲載、ホール利用時の写真の更新（ホール利
用者同意のもと）を行い、時計台ホールがどのように利用されている
かを伝えられるようにする。
引き続き、指定管理者により事業を継続するとともに、特に豊平館の
貸室の利用率向上をさせていく。

市）文化財課

117

札幌文化芸術劇
場・札幌文化芸術
交流センター運営
事業

7

平成30年10月に供用を開始する札幌市民交流プラザ内
の札幌文化芸術劇場hitaru、札幌文化芸術交流セン
ターSCARTSについて、具体的な事業計画などを検討

３次構想を踏まえ、より多くの市民が文化芸
術に親しむ機会を創出する必要がある。

新型コロナウイル感染症対策を徹底した上
で、多様なジャンルの文化芸術を市民が触れ
る機会を提供していく。

新型コロナウイルス感染症の影響により、入館者数の低
下、一部の事業は中止になったが、動画配信等による新し
い文化芸術の発信方法を工夫したことにより、多くの市民
が多様な文化芸術に触れる機会を維持した。
本格的なバレエ「白鳥の湖」「シンデレラ」等の公演を実
施するなど、市民に質の高い舞台芸術の鑑賞機会を提供し
た。 〇

３次構想を踏まえ、より多くの市
民が文化芸術に親しむ機会を創出
する必要がある。

新型コロナウイル感染症対策を徹底した上で、多様なジャンルの文化
芸術を市民が触れる機会を提供していく。

市）文化振興課
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118

国際芸術祭事業

7

札幌の地域特性を活かした多様な芸術表現に触れられ
る札幌国際芸術祭を３年に１度開催し、その間、札幌
市資料館を拠点として芸術祭に対する理解促進につな
がる取組を実施

SIAF2020の中止を踏まえ、改めて札幌国際芸
術祭が扱う現代アート、メディアアートにつ
いての理解促進を図るとともにコロナ禍にお
ける芸術鑑賞の機会を創出する必要がある。

現代アート、メディアアートの鑑賞について
の理解促進を図るために体験型のワーク
ショップや、ディレクターによるトークイベ
ント等を開催するほか、コロナ禍において芸
術に触れられる機会を創出するための動画コ
ンテンツ等をオンラインを活用して配信する
予定。

中止となったSIAF2020の方針を引き継ぎ、令和5年度開催の
次回芸術祭(SIAF2024)も、札幌の魅力を発揮できる冬季開
催とした。SIAF2024ディレクターに就任した小川秀明氏に
よるトークの配信、最先端のコンピューターアニメーショ
ン上映プログラム、市内美術館等と連携した鑑賞サポート
プログラム「SIAFふむふむシリーズ」、札幌市資料館
「SIAFラウンジ」における情報発信、SIAFラボによる除排
雪をテーマとした展覧会の開催などを通じて、次回芸術祭
の機運醸成及び市民への鑑賞機会の提供を行った。

〇

より多くの方にSIAF2024に来場い
ただけるよう、イベントや企業・
団体等と連携し、アート表現にと
どまらない多様な企画を検討する
とともに、プレイベントや広報展
開等を通じて、会期前から市民に
SIAFの魅力を発信していく必要が
ある。

令和5年度に開催を予定しているSIAF2024の企画検討を中心に、ディ
レクターや出展予定アーティスト等によるプレイベントを実施する
他、障がいのある方向けの鑑賞サポートプログラムや、札幌の自然環
境等をテーマとした展覧会の企画・実施を通じて、より多くの市民に
鑑賞機会を提供するとともに、SIAFの認知度向上やSIAF2024の機運醸
成を行う。

市）国際芸術祭
担当課
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さっぽろ天神山
アートスタジオ運
営管理費（アート
による地域活性化
分）

7

国内外で活躍するアーティストと市民との交流イベン
トの開催等により、住民間の交流促進や新しい地域活
動の担い手を発掘するような機会を創出

事業を実施する施設立地から、参加市民が限
定的なものとなっている面がある。
引き続きコロナの影響により、市民参加型の
プログラムが実施できない可能性がある。

コロナの感染状況によっては、令和2年度と
同様オンラインを活用して実施していく見込
みである。

地域との交流事業は、感染対症策のため集客型のイベント
開催を控えた。
子どもとの交流事業は、アーティストを講師に迎えたワー
クショップを開催（16人参加）。
例年公募により海外からアーティストを招へいしていた国
際招へいプログラムは、令和2年度同様コロナの影響により
渡航ができなかったため、選出した2組はオンラインによる
制作サポートを受け、リサーチや作品制作を行った。アー
トスタジオ内の展示スペースにて成果発表を実施した。

―

引き続き感染症の影響により、市
民参加型のプログラムが実施でき
ない可能性がある。市民参加が限
定的なものとなっている面があ
る。

感染症の状況にあわせ規模の縮小やオンライン活用を検討しながら、
感染症対策を講じつつ、アーティストと市民の交流機会を提供するた
めの事業を実施する。

市）文化振興課

120

子ども劇場運営

7

人形劇、児童劇等の制作及び発表と制作団体の育成を
通じて、青少年の情操のかん養を図り、もつてその健
全な育成その他の活動に資するため、こども人形劇場
「こぐま座」及びこどもの劇場「やまびこ座」を運営

新規劇団の更なる育成。 同程度の事業規模で継続実施予定 ・観劇者数（2館合計）：12.174人
・上演回数（2館合計）：289回

―

新規劇団の更なる育成。 同程度の事業規模で継続実施予定 子）子どもの権
利推進課

121

NoMaps事業

7

クリエイティブ産業の活性化や創業支援、新産業の創
造、札幌・北海道の魅力向上などを目的とし、様々な
イベントを通して、新しい価値観や文化、社会の姿を
提案し、新たなビジネスを生み出す場を提供する
「NoMaps」の開催を支援

2020年度は初のオンラインを主軸とした開催
となったが、これまで同様に多様なテーマの
カンファレンスや魅力的なコンテンツのイベ
ントを展開し、これまでと同規模での開催を
することができた。今後は、オン/オフライ
ンのそれぞれのメリットを活かしたハイブ
リッドの開催も検討。新産業の創造や企業誘
致、都市の魅力向上に資するよう、経済振興
のプラットフォームの役割を果たし、コロナ
禍後の新しい働き方や生活スタイル、企業の
変化に対する一助となるよう取り組んでい
く。

【会期】
メイン会期　令和3年10月13日（水）～10月
17日（日）（5日間）
【メイン会場】
オンラインを主軸とするが、札幌文化芸術交
流センターSCARTSでのリアルイベントも実
施。
【主な事業】
・NoMaps Conference 2021（世界に展開する
ビジネスから、地方創生を目指したクリエイ
ティブな取り組みまで、多様なテーマのカン
ファレンスを開催。）
・Touch the NEW Square
（札幌文化芸術交流センターSCARTSにおいて
様々な技術の実験展示や参加型のイベントな
どを展開。）
・第16回札幌国際短編映画祭（世界105の国
と地域から応募があった2,960作品の中から
厳選された作品を上映。）

「NoMaps2021」を令和3年10月13日(水)から17日(日)までの
5日間をメイン会期とし、オンラインを中心に開催。期間
中、各事業の事業数及びオン/オフライン参加者及び再生回
数は【Conference】46セッション・視聴回数8,768回、
【Exhibition】1事業・来場者数496人、【Event】2事業・
<Apex Legends NoMaps CUP2021>視聴回数2,055人、<北海道
ドローンサッカー大会>参加者数535人、【Meet-up】2事
業・参加者数180人、【Experiment】1事業・参加者数46
人。また、第16回札幌国際短編映画祭を令和3年11月12日～
12月19日で開催し、オンデマンド配信再生回数29,737回、
特別上映会参加者数649人。
内容としては、「新しい価値観/文化/社会の姿」を提案す
るビジネスコンテンツをテーマに主要事業であるNoMaps
Conference2021及び札幌国際短編映画祭をオンライン中心
に開催。その他、eスポーツ大会や昨年度に引続きオンライ
ンコミュニケーションを円滑にするサービス「Ovice」を活
用したバーチャルラウンジを設置する等、オンライン開催
でもこれまでの開催と変わりがないよう、情報の受発信や
議論、創発などの場を提供。

〇

2021年度は昨年度に引続きオンラ
インを主軸とした開催となった
が、これまで同様に多様なテーマ
のカンファレンスや魅力的なコン
テンツのイベントを展開し、同規
模での開催をすることができた。
今後は、オンラインのメリットを
活かしつつ、本来NoMapsが目的と
している交流の場となるよう取り
組んでいく。また、新産業の創造
や企業誘致、都市の魅力向上に資
するよう、経済振興のプラット
フォームの役割を果たし、コロナ
禍後の新しい働き方や生活スタイ
ル、企業の変化に対する一助とな
るよう取り組んでいく。

【会期】
メイン会期　令和4年10月19日（水）～10月23日（日）（5日間）
【メイン会場】
オンラインを主軸とするが、カンファレンスセッションでの集客や札
幌文化芸術交流センターSCARTS・チカホでのリアルイベント、リアル
でのミートアップも実施。
【主な事業】
・NoMaps Conference 2022（世界に展開するビジネスから、地方創生
を目指したクリエイティブな取り組みまで、多様なテーマのカンファ
レンスを開催。）
・Touch the NEW Square
（札幌文化芸術交流センターSCARTSにおいて様々な技術の実験展示や
参加型のイベントなどを展開。）
・第17回札幌国際短編映画祭

経）イノベー
ション推進課
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さっぽろ雪まつり
事業

7

さっぽろ雪まつりの魅力アップとさらなる集客増を図
るため、開催期間の延長や将来にわたって安定的にイ
ベントを継続していくための人材を育成

新型コロナウイルス感染拡大の懸念がなお残
る中にあって、雪像の制作等準備期間を含め
て、「人を集める」ことに対する判断が難し
いものになる。

令和３年度は規模を縮小し、大通会場による
中小雪像の展開とオンライン企画を組み合わ
せた開催を予定。
今後の新型コロナウイルス感染拡大の状況に
よっては、大通会場の中止も検討。

通過型鑑賞をテーマに大通会場にて中小雪像展開による準
備を進めていたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響に
より、開催直前で集客型の展開は断念し、オンライン形式
による開催となった。
【令和3年度実績】
オンラインさっぽろ雪まつり2022
会期：令和4年2月5日～2月28日（24日間）
特設HP閲覧数：165,545PV

―

今年度はイベントが徐々に復活し
ている中ではあるが、多くの集客
が見込まれる雪まつりにおいて、
雪像制作等の準備期間を含め、感
染対策を取りながら実施すること
についてについて様々な検討を行
う必要がある。

令和４年度は雪まつりの復活を目指し、大通会場にて従来通りの大雪
像（５基）を展開する予定。
今後の新型コロナウイルス感染拡大の状況によっては、展開内容の変
更も検討。

経）観光魅力づ
くり担当課

123

公園管理

7

平岡樹芸センター及び豊平公園・百合が原公園の緑の
センターにおいて、園芸教室など受講料無料の各種教
室等を実施

なし 令和3年度は、新型コロナウィルス感染拡大
防止のため、令和2年度と同様、中止になる
事業が多いと予想される。新北海道スタイル
を踏まえた感染防止策を行った上で、指定管
理者による事業を継続していく。

コロナウイルス感染拡大防止のため一部の講座等で中止し
たため、例年より実施回数が減少したが、その他は概ね予
定通り開催している。
【平岡樹芸センター】
実施回数：10回、参加者：74人
【豊平公園緑のセンター】
実施回数：28回、参加者：303人
【百合が原公園緑のセンター】
実施回数：11回、参加者：126人

〇

なし 令和４年度は、新型コロナウィルス感染拡大防止のため、令和２～３
年度と同様、中止になる事業が出てくることが予想される。新北海道
スタイル等を踏まえた感染防止策を行った上で、指定管理者による事
業を継続していく。

建）みどりの管
理課

124

アイヌの伝統的生
活空間の再生事業
体験交流講座

7

アイヌの人たちを講師とする、アイヌの民具づくり、
アイヌ料理などの体験交流講座を実施

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を
講じつつ、より幅広い世代に参加してもらえ
るように広報活動等の充実を図る必要があ
る。

【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：８講座
・受講者数目標：150名

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、講座を中止
した結果、実施講座数、受講者数とも予定を下回った。
【令和３年度実施結果】
・実施講座数：４講座
・受講者数：52名

―

新型コロナウイルス感染症の感染
防止対策を講じつつ、より幅広い
世代に参加してもらえるように広
報活動等の充実を図る必要があ
る。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：８講座
・受講者数目標：150名

市）アイヌ施策
課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

125

博物館活動セン
ター運営

8

「サッポロカイギュウ」化石をはじめとする調査・研
究を行い、自然史系分野を中心に9万点を超える資料
を収集・保存
企画展示・体験学習会など、主に小・中学生等を対象
とした事業を展開、化石クリーニングボランティアと
いった市民との協働による事業も実施

新型コロナウイルスの感染状況に応じて、体
験学習会や野外観察会の開催手法を検討す
る。

クジラ化石の3Dデータを基にレプリカ標本を
製作するとともに、国内・海外でのクジラ化
石の標本比較調査を実施する。
また、博物館活動の基盤事業である調査・研
究、資料の収集・保存を継続して進めてい
く。
なお、普及交流事業は、コロナの状況に応じ
て開催手法を工夫して実施する予定。

博物館活動の基盤である調査・研究、資料の収集・保存事
業を着実に進めるとともに、コロナにより休止・縮小して
いた普及交流イベントを試験的に実施した（令和3年度：来
館者数3,077人、観察会7回、企画展ミニワークショップ16
回）。
クジラ研究に関しては、レプリカ標本の製作に着手し、令
和4年度に全身が完成する予定。クジラ化石の標本比較調査
はコロナの影響により令和4年度に延期した。

―

ポストコロナによる体験学習会や
野外観察会の普及交流事業を展開
し、来館者やイベント参加者の増
加を図る必要がある。

クジラ化石の3Dデータを基にレプリカ標本（頭部）を製作するととも
に、クジラ化石の標本比較調査を実施する。
また、博物館活動の基盤事業である調査・研究、資料の収集・保存を
継続して進めていく。
なお、普及交流事業は、コロナ対策を講じて実施する予定。

市）文化振興課

126

札幌市資料館運営
管理

8

文化芸術に関する講座や刑事法廷展示室を活用した模
擬裁判など学習活動の場を提供
まちの歴史展示室では、札幌のまちの成り立ちの概
要、大通公園の解説や札幌市資料館に用いられている
札幌軟石に関する資料を展示

コロナの影響により講座等が予定回数を達成
できない可能性がある。
また、国の重要文化財に指定されたことか
ら、より一層建築物としての歴史性とその価
値を伝えていく必要がある。

引き続き、指定管理者に事業を継続させる。
コロナの感染状況を見ながらではあるが可能
な限り文化芸術、法・司法に係る講座等を実
施していく。重要文化財としての資料館を有
効活用した事業に取り組む。

コロナの影響により実施できない講座等もあったが、開催
可能な範囲で文化芸術や法・司法に係る学習機会を提供し
た（文化芸術に関する講座等：当初計画数19，実施回数13
／法・司法に係る講座等：当初計画回数18，実施回数7）。
引き続きまちの歴史展示室では、旧札幌控訴院である札幌
市資料館の文化財としての価値、特徴や大通公園の歴史、
文化等の概要を伝える展示を行っている。 ―

感染症の影響により講座等が予定
回数を達成できない可能性があ
る。
また、国の重要文化財に指定され
たことから、より一層建築物とし
ての歴史性とその価値を伝えてい
く必要がある。

引き続き、指定管理者に事業を継続させ、感染症の状況を鑑みなが
ら、文化芸術、法・司法に係る講座等を実施していく（文化芸術に関
する講座等：計画回数18／法・司法に係る講座等：計画回数18）。

市）文化振興課
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さっぽろっ子ウイ
ンタースポーツパ
ワーアップ事業

8

次世代を担う子供を対象にウインタースポーツの魅力
を伝えることにより、将来的なウインタースポーツ実
施率の向上を目的として実施
中学校・中等教育学校・高等学校・特別支援学校のス
キー学習の充実と実施率の向上を目的として、教育委
員会学校教育部ととの共催で実施するもの。また、小
学校の歩くスキーの普及啓発を目的に、青少年山の家
を利用する市内小学校を対象に実施

３次構想を踏まえ、雪（ウインタースポー
ツ）を生かした学習機会の充実や、市や区の
人材・地域性を生かした特色ある学習機会の
充実に努め、「札幌らしさ」を再発見できる
機会の充実を図っていく必要がある。

インストラクターの派遣を通してスキー授業
の充実を図る。
【令和３年度実施予定】
・スキー学習支援　75校、950人派遣
・歩くスキー出前授業　19校
・スキー学習バス支援　230校を支援

中学・高校等のスキー学習へのインストラクター派遣に加
え、コロナ禍における臨時的な取組として小・中・高校等
が行うスキー学習において、新型コロナウイルス感染症対
策として貸切りバスを増便する際に係る費用を支援。
【令和３年度実績】
・スキー学習支援　66校に延べ710人派遣
・スキー学習バス支援　223校を支援 〇

３次構想を踏まえ、雪（ウイン
タースポーツ）を生かした学習機
会の充実や、市や区の人材・地域
性を生かした特色ある学習機会の
充実に努め、「札幌らしさ」を再
発見できる機会の充実を図ってい
く必要がある。

インストラクターの派遣を通してスキー授業の充実を図る。
【令和４年度実施予定】
・スキー学習支援　75校、950人派遣
・歩くスキー出前授業　19校
・スキー学習バス支援　230校を支援

ス）企画事業課

128

雪と暮らすおはな
し発表会

8

将来のまちづくりを担う子どもたちが「札幌市の雪対
策」や「冬の暮らし」などについて学ぶ機会を設ける
とともに、その成果を発表する場としてステージ発表
や作品の展示を実施

作品部門の応募数が減少したほか、応募学校
の固定化が進んでいるため、小中学校に対す
る事業の周知に力を入れる必要がある。

感染症対策を行ったうえで、令和３年度以降
も継続して実施する。

感染症対策のため、ステージでの発表を行う従来のプレゼ
ンテーション部門に代えて動画部門を運用。動画部門の優
秀作品および作品部門の作品を札幌駅前通地下歩行空間で
４日間展示するとともに、ホームページ上で公開した。
【動画部門】
　作品数：125点、参加者数：420名
【作品部門】
　作品数：194点、参加者数：524名
【展示会場来場者数】
　2,371名

〇

応募学校の固定化が進んでいるた
め、小中学校に対する事業の周知
に力を入れる必要がある。

感染症対策を行ったうえで、令和４年度以降も継続して実施する。 建）計画課

129

冬みち地域連携事
業
（１）雪体験授業
（２）札幌雪学習
（３）地域除雪ボ
ランティア活動へ
の支援

8

（１）将来のまちづくりを担う子どもたちが札幌の雪
対策や冬の暮らしに関心を持ち、除雪に対する意識が
浸透するよう、市内小学校の高学年を対象とした「雪
体験授業」（除雪に関する体験学習）を実施
（２）「雪」を楽しんだり克服したりする活動を通し
て雪への意識の浸透を図るため、小学校全学年を対象
とした「札幌雪学習」（雪に関する総合学習）を実施
（３）市民・団体等と行政との協働による除排雪を推
進し、町内会や学校、企業等で取り組まれている地域
の除雪ボランティアに対する支援として、活動に使用
する除雪用具の貸出を実施

雪体験授業は現時点では例年通り実施予定で
あるが、新型コロナウイルスの今後の影響次
第では、実施手法等について検討する必要が
ある。

新型コロナウイルスの影響を注視しつつ、令
和３年度以降も継続して実施する。

（1）小学校179校で雪体験授業を実施したほか、幼稚園５
園でも雪体験教室を実施した。
（2）学習パッケージを12個、ニューズレターを38号まで
ホームページで公開している。
（3）50団体に除雪用具を貸し出した。

〇

雪体験授業は現時点では例年通り
実施予定であるが、新型コロナウ
イルスの今後の影響次第では、実
施手法等について検討する必要が
ある。

新型コロナウイルスの影響を注視しつつ、令和４年度以降も継続して
実施する。

建）事業課

130

さけ科学館運営管
理

8

さけの生態や自然環境についての理解を深めてもらう
ことを目的として、「サケ稚魚体験放流」、「さかな
ウォッチング」、「さっぽろサケフェスタ」等の事業
を実施

体験放流など不特定多数の市民が参加し密集
してしまう事業については、感染対策を徹底
できるような実施方法の検討が課題。また、
毎年実施しリピーターが多い事業について
は、学習の内容や方法の重複を避け、新しい
手法を取り入れるなど飽きの来ないように工
夫する必要がある。

前年度に引き続き、新型コロナウイルス感染
症の感染状況により、中止または開催方法を
変更する必要がある事業が多いと考えられ
る。新北海道スタイルを踏まえた感染防止対
策を講じた上で、指定管理者による事業を継
続していく。

新型コロナウイルス感染症に伴い、数件の事業を中止し
た。また、例年多くの市民が参加するイベントについて
は、体験コーナー数を減らすなど規模を縮小し実施した。

施設利用促進事業実績
実施回数：24回、参加人数：2,087人

―

体験放流など不特定多数の市民が
参加し密集してしまう事業につい
ては、感染対策を徹底できるよう
な実施方法の検討が課題。また、
毎年実施しリピーターが多い事業
については、学習の内容や方法の
重複を避け、新しい手法を取り入
れるなど飽きの来ないように工夫
する必要がある。

前年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況によっ
て中止または開催方法を変更することが考えられることから、新北海
道スタイルを踏まえた感染防止対策を講じた上で、指定管理者による
事業を継続していく。

建）みどりの管
理課

131

サッポロサタデー
スクール事業
（再掲:32、162、
169、209、226）

8

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の豊かな
社会資源を活用したプログラムを、土曜日等に学校施
設等を活用して実施

従前よりコーディネーターの担い手育成や事
業に関わる教職員の負担が課題であるが、こ
れに加え感染症の影響により活動を縮小・自
粛する運営協議会が多く出ている。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮や、運
営の地域化を促すための支援に取り組む必要
がある。

新型コロナウイルス感染症の動向を注視しな
がら、適切な感染対策を講じ、可能な範囲で
事業を実施する。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮とし
て、プログラムの年間実施回数の下限を撤廃
し、年度途中契約にも随時対応する。
感染症流行下での活動事例など運営に資する
情報提供に取り組むほか、関係様式の自動化
や運営サポート様式の作成などを検討し、事
務の省力化が図れるよう検討する。

【令和３年度実施予定】（7月現在）
・実施校　7校（7運営協議会）

14校13運営協議会で子どもたちに学びや体験の場を提供し
たが、年平均回数は約2.5回となった。感染対策の観点か
ら、調理や接触の多い運動プログラムの見合わせや参加人
数制限が多数行われ、参加者数も従前より大きく減少し
た。
コーディネーターの発掘・育成等を目的としたＮＰＯ等の
人材派遣は希望団体がなかったが、職員による随時個別相
談対応、事業広報紙を活用した情報提供、次年度の実施方
針説明会を兼ねた研修会を行い、活動を支援した。 ―

感染症流行の影響が続き、多様な
学び・体験の提供機会が大きく減
少しているほか、運営者、特に学
校の負担が増している。

感染症流行の影響が続き、多様な学び・体験の提供機会が大きく減少
しているほか、運営者、特に学校の負担が増している。
運営協議会の体制を始めとする既存の枠組を生かして、学校の負担を
減らしながら、地域の力を生かした多様な学びの場の提供を推進する
ため、授業（地域学習、ゲストティーチャー招へい）や放課後を対象
に含む条件での委託を試行し、土曜日の教育活動から学校支援活動を
含む地域学校協働活動への転換を目指す。

教）生涯学習推
進課
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132

定山渓自然の村運
営

8

定山渓の豊かな自然環境の中で、幅広い年齢層の市民
が利用できる野外教育施設を運営し、家族や小グルー
プを中心に、互いに支え合い学び合う機会と、自然の
営みに直接触れる機会を提供

・施設における安全対策(ヒグマ等）
・感染症対策の徹底

感染症対策のため、施設利用に制限を設けて
運営を行う。引き続き年齢を問わず、多くの
市民に自然体験活動を提供し、市民同士の交
流等を促進する事業の実施に努める。

・利用者数：11,914人
・施設使用数：4,795棟

―

・施設における安全対策(ヒグマ
等）
・感染症対策の徹底

感染症対策のため、施設利用に制限を設けるが、状況に応じ制限内容
を見直しつつ運営を行う。
また、引き続き年齢を問わず、多くの市民に自然体験活動を提供し、
市民同士の交流等を促進する事業の実施に努める。
なお、落石防護柵設置工事に伴い、９月以降に一定期間の休業が生じ
る予定。

教）生涯学習推
進課

133

北方自然教育園運
営

8

北国の自然環境の中で体験的・創造的に学習できる場
の提供、動植物に関する標本の展示等

第３次構想を踏まえ、市民のふるさとへの愛
着を育むために、自然豊かな札幌の環境を生
かした農業体験や自然観察等のふるさと札幌
に関する学びの機会の充実を図る。

【令和３年度実施予定】
・農業体験数：延べ53校　3000名
・生物教材の提供校：延べ　220校
・自然学習体験会等の一般施設利用者数：延
べ6500名
※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点
から、一部事業の中止や変更を行っている。

【令和３年度実施結果】
・農業体験数：延べ22校　737名
・生物教材の提供校：延べ　629校
・自然学習体験等の一般施設利用者数：延べ　2533名
※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、一部事
業の中止や変更を行って実施した。 〇

第３次構想を踏まえ、市民のふる
さとへの愛着を育むために、自然
豊かな札幌の環境を生かした農業
体験や自然観察等のふるさと札幌
に関する学びの機会の充実を図
る。

【令和４年度実施予定】
・農業体験数:延べ40校　2000名
・生物教材の提供校：延べ220校
・事前学習体験会等の一般施設利用者数：延べ　5500名
※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、一部事業の中止や
変更を行っている。

教）教職員育成
担当課

134

北区の歴史資源を
活用したまちづく
り事業

8

北区がこれまで取り組んできたポプラ通の再整備、亜
麻栽培及び藍栽培に係る歴史の伝承といった「歴史と
文化のまちづくり」を推進

地域における歴史伝承の担い手を育成してい
く必要があるとともに、コロナ禍でも事業目
的が達成できる方法を検討する必要がある。

①ポプラ通：令和元年度をもって事業終了。
②亜麻：令和３年度も亜麻の植栽や亜麻の魅
力に触れるオンラインのイベントを検討中。
③藍：令和３年度も藍の歴史を知る授業や団
体活動補助等の事業を継続する予定。

なお、②③に共通し、実施にあたっては、新
型コロナウイルス感染症の影響を考慮しなが
ら事業展開を検討する。

①ポプラ通：令和元年度で事業終了。

②亜麻：②亜麻：北8条線に亜麻などの花々を地域住民と協
働で植える予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大防
止のため植え込みは全て委託し、潅水等の維持管理を地域
で実施した。また、オンラインのイベントは、その手法も
含めて引続き実施に向けて検討することとした。

③藍：「藍栽培の歴史を学ぶ授業」の実施及び担い手の育
成を目的に篠路西小学校で座学のみ実施した。団体活動補
助等による事業展開は新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため中止とした。

―

地域における歴史伝承の担い手を
育成していく必要があるととも
に、コロナ禍でも事業目的が達成
できる方法を検討する必要があ
る。

①ポプラ通：「ポプラ通再整備」については令和元年度を以て事業を
終了したが、区制施行50周年の記念に、元年度に作成したポプラ通の
植物観察マップを案内看板にして現地に設置する。

②亜麻：令和4年度も亜麻の植栽や、亜麻と北区の歴史について知る
イベントを検討する。

③藍：藍染愛好団体と連携し、令和4年度も藍の歴史を知る取組を実
施する。

なお、共通し、実施にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響
を考慮しながら事業展開を検討する。

北）地域振興課

135

就労ボランティア
体験事業

9

直ちに一般就労への移行が困難な生活保護受給者又は
生活困窮者に対して、就労に従事する準備としての基
礎能力の形成を支援するため、就労体験やボランティ
ア活動の場を提供

事業参加者のうち、直ちに就労困難と判断さ
れ、長期的かつ複合的な支援を必要とする者
（障害の疑いがある者、引きこもり等の社会
的孤立者）が増加している傾向にある。

委託により前年度と同規模の事業を継続する
とともに、参加者の状態に応じたオーダーメ
イド型の支援を実施する。
直ちに就労困難と判断される者については、
関係機関（医療機関、障害者相談事業所、ひ
きこもり支援センター等）と連携し、適切な
支援を継続して受けられるよう、本事業を実
施する。
【令和３年度実施予定】
・事業参加者数　150人

令和３年度実績
・事業参加者数　97人
・セミナー（訓練）参加延べ人数　237人

※緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置期間中は、セミ
ナーを中止した。

〇

事業参加者のうち、直ちに就労困
難と判断され、長期的かつ複合的
な支援を必要とする者（障害の疑
いがある者、引きこもり等の社会
的孤立者）が増加している傾向に
ある。

委託により前年度と同規模の事業を継続するとともに、参加者の状態
に応じたオーダーメイド型の支援を実施する。
直ちに就労困難と判断される者については、関係機関（医療機関、障
害者相談事業所、ひきこもり支援センター等）と連携し、適切な支援
を継続して受けられるよう、本事業を実施する。
【令和４年度実施予定】
・事業参加者数　150人

保）保護自立支
援課

136

高齢者の社会参加
支援の在り方検討

9

生涯現役社会の実現に向けた高齢者の社会参加支援の
具体策を立案するため、既存事業の検証・再構築を含
めた検討を実施

新型コロナウイルス感染症の流行によりガイ
ドブック「セカナビ札幌」の新規作成ができ
ていない。また、配布数についても減少して
いる。

新型コロナウイルス感染症の感染状況に応じ
て「セカナビ札幌2021」の作成および配布に
ついて検討する。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から取材
等を行うことができなかったため「セカナビ札幌2021」の
作成は中止した。また、イベント等の中止により配布数が
減少した。

―

新型コロナウイルス感染症の流行
によりガイドブック「セカナビ札
幌」の新規作成ができていない。
また、配布数についても減少して
いる。

新型コロナウイルス感染症の感染状況等に応じて「セカナビ札幌
2022」の作成および配布について検討する。なお、令和４年度をもっ
て事業廃止予定である。

保）高齢福祉課

137

知的障がい者等を
対象とした介護職
員初任者養成事業

9

平成19年度からモデル事業（手稲区）として、障がい
のある方の就労支援施策の一環として、特別支援学校
生徒などの知的障がい者を対象に介護初任者養成研修
を実施（委託）

資格取得後、就労へ向けた流れをどう作って
いくのか、関係機関との連携の必要性があ
る。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮
しながら、知的障がいのある方を対象に介護
職員初任者養成講座を実施し、資格取得を支
援する。また、就労への流れを作るため、本
講座での取組や雇用の事例等を事業者向けに
紹介する雇用促進セミナーを実施する。
【令和３年度実施予定】
・講座カリキュラム：全180時間
・受講者数：16名

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮しながら、知
的障がいのある方を対象に介護職員初任者養成講座を実施
し、資格取得を支援する。また、就労への流れを作るた
め、本講座での取組や雇用の事例等を事業者向けに紹介す
る雇用促進セミナーを実施する。
【令和３年度実績】
・講座カリキュラム：全180時間
・受講者数：15名 〇

資格取得後、就労へ向けた流れを
どう作っていくのか、関係機関と
の連携の必要性がある。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮しながら、知的障がいの
ある方を対象に介護職員初任者養成講座を実施し、資格取得を支援す
る。また、就労への流れを作るため、本講座での取組や雇用の事例等
を事業者向けに紹介する雇用促進セミナーを実施する。
【令和４年度実施予定】
・講座カリキュラム：全180時間
・受講者数：16名

保）障がい福祉
課

138

障がい者元気スキ
ルアップ事業

9

障がいのある方の雇用機会の充実を図るため、障がい
のある方、障がい福祉サービス事業所、民間企業に対
する研修、職場実習、職業紹介、職場開拓を実施

3次構想を踏まえ、就労へ向けた学びの充実
を図るよう、セミナーを継続して行う等就労
へ向けた学びの機会を継続して提供する必要
がある。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮
し、オンラインセミナー等を活用しながら、
令和２年度と同様に、障がいのある方の就職
までの支援、各種セミナーを実施予定。
【令和３年度実施予定】
就職支援　随時（目標：年間12名以上就職）
求人の獲得　随時
障がい者向けセミナー　10クール
障がい者支援員向けセミナー　1クール
企業向けセミナー　2クール

障がいのある方の雇用機会の充実を図る目的で、就職まで
の支援及び対象別セミナー（障がい者向け、障がい者支援
員向け、企業向け）を実施した。なお、障がいの就職相談
の一部、障がい者支援員向け及び企業向けセミナーは感染
対策としてオンラインを併用して実施した。
【令和３年度実績】
・本事業により就職した障がい者：18名
・獲得求人：27件
・障がい者向けセミナー：10クール／34名参加
・障がい者支援員向けセミナー：2クール／15名参加
・企業向けセミナー：2クール／44名参加

〇

３次構想を踏まえ、参加者のニー
ズに合わせた内容の検討やコロナ
禍でも参加しやすい実施方法の工
夫により、就労へ向けた学びの充
実に向けてセミナー等の機会を継
続的に提供する必要がある。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に配慮し、オンラインセミナー
等を活用しながら、令和３年度と同様に、障がいのある方の就職まで
の支援、各種セミナーを実施予定。
【令和４年度実施予定】
就職支援　随時（目標：年間12名以上就職）
求人の獲得　随時
障がい者向けセミナー　10クール
障がい者支援員向けセミナー　1クール
企業向けセミナー　2クール

保）障がい福祉
課
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139

障がい福祉人材確
保・定着サポート
事業

9

障がいのある方の地域生活を支える障害福祉サービス
事業所などの人材定着等を図るため、事業所などを対
象とした管理者・初任者研修等を実施

新型コロナウィルス感染症の影響により、オ
ンラインの活用など研修方法の見直しが必
要。

＜初任者・管理者研修：予算額5,200千円＞
新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、中止。

＜キャリアパス制度導入支援事業：予算額
1,500千円＞
事業所等の管理者等向けに人材マネジメント
等に関する専門家が訪問相談を実施し、キャ
リアパス制度の導入・改善等を支援すること
で事業所職員の処遇改善を図り、職場定着を
促す「キャリアパス制度導入支援事業」を実
施。
【令和3年度実施予定】
訪問相談時間：100時間

＜障がい福祉サービス魅力発信事業：予算額
1,300千円＞
新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、中止。

＜初任者研修＞
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、研
修動画の公開により実施。
研修動画視聴回数：2,122回
＜管理者研修＞
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、中止。
＜キャリアパス制度導入支援事業＞
訪問相談時間：110時間
＜障がい福祉サービス魅力発信事業＞
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、中止。

―

新型コロナウィルス感染症の影響
により、オンラインの活用など研
修方法の見直しが必要。

＜初任者研修：予算額1,000千円＞
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、研修動画の公
開により実施予定。
＜管理者研修：予算額4,400千円＞
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、オンライン形式で実施
予定。
＜キャリアパス制度導入支援事業：予算額1,500千円＞
事業所等の管理者等向けに人材マネジメント等に関する専門家が訪問
相談を実施し、キャリアパス制度の導入・改善等を支援することで事
業所職員の処遇改善を図り、職場定着を促す「キャリアパス制度導入
支援事業」を実施予定。
＜障がい福祉サービス魅力発信事業：予算額1,300千円＞
障害福祉サービス事業所等の新規就職者を増加させるため、新卒者等
に対して障がい福祉の仕事の魅力を発信する「障がい福祉サービス魅
力発信事業」を実施予定。

保）障がい福祉
課

新型コロナウイルス感染症の影響により、求
人数の減少など今後の企業側の採用活動の抑
制等が懸念されるが、早期再就職を目指す求
職者や就労意欲のある高齢者等のニーズにか
なう再就職を実現するため、就職支援のさら
なる強化が必要とされる。

141

女性の多様な働き
方支援窓口運営事
業

9

子育て女性の希望する多様な就労を支援するため、各
区であいワークなどと連携したセミナーや採用意欲の
ある企業での職場体験を実施

新型コロナウイルス感染症の影響により、出
張相談や各種イベントの開催が制限されるた
め、当該事業を周知する機会が減少してい
る。
また、来所による個別相談やセミナーへの参
加が制限されることから、来所が不要なオン
ライン等を活用し、利用しやすい環境を整え
ることが必要となる。

子育てと仕事の両立に不安を感じて就職活動
を始めることができずにいる女性や、出産後
も働き続けたいと希望する女性に対し、キャ
リアカウンセラーによる支援を実施。
また、令和3年度より、VR職場体験の実施、
在宅ワークに係る相談窓口の設置を行い、新
型コロナウイルス感染症の影響も考慮し、オ
ンライン相談も実施する。

子育てと仕事の両立に不安を感じて就職活動を始めること
ができずにいる女性や、出産後も働き続けたいと希望する
女性に対し、キャリアカウンセラーによる支援を実施。
令和３年度よりオンライン相談の対応を開始したほか、在
宅ワークの相談コーナー、VR職場体験等の新規メニューを
開始。

【令和３年度実績】
①個別相談件数（登録者）：1,417件
②セミナー等参加者数：502人
③職場体験実施者数：23人

〇

新型コロナウイルス感染症の影響
により、出張相談や各種イベント
の開催が制限されるため、当該事
業を周知する機会が減少してい
る。

子育てと仕事の両立に不安を感じて就職活動を始めることができずに
いる女性や、出産後も働き続けたいと希望する女性に対し、キャリア
カウンセラーによる支援を実施。
また、令和４年度より、在宅ワークに活用可能なスキル習得講座を新
たに実施。

経）雇用労働課

142

若年求職者等に対
する就職支援事業

9

正社員就職を希望するおおむね35歳以下の若年求職
者、非正規社員及び定時制・通信制学生を対象に、座
学研修で就職活動に役立つ能力及び社会人基礎力を身
に付けてもらい、その後、職場実習を通じて、正社員
就職又は正社員への転換が可能な市内企業への就職を
支援
広く一般求職者向けに合同企業説明会を開催し、市内
企業との出会いの場を設け、正社員就職を支援

令和２年度から就職氷河期世代の参加者も募
集しているが、集客が難しいため広報の工夫
が必要である。

■第１期（令和３年５月～９月）
参加者：67人
座学研修：令和３年５月17日～６月４日
職場実習：令和３年６月７日～９月15日のう
ち最大21日間

■第２期（令和３年10月～令和４年２月）
参加者：68人
座学研修：令和３年10月18日～11月８日
職場実習：令和３年11月９日～令和４年２月
25日のうち最大21日間

研修参加者数　135人
正社員就職者数　99人
正社員就職率　73.3％

〇

新型コロナウイルス感染症の影響
により、実習受け入れが困難とな
る企業もあり、企業及び求人の開
拓を更に強化していく必要があ
る。

■第１期（令和４年５月～９月）
参加者：74人
座学研修：令和４年５月16日～６月３日
職場実習：令和４年６月６日～９月14日のうち最大21日間

■第２期（令和４年10月～令和５年２月）
参加者：56人
座学研修：令和４年10月17日～11月７日
職場実習：令和４年11月８日～令和５年２月24日のうち最大21日間

経）雇用労働課

143

さっぽろ夢農業人
育成支援事業

9

さっぽろ夢農業人育成支援事業により農業研修を行う
研修生に対し研修奨励金を給付

新型コロナウィルス感染症拡大防止の一環と
して、複数の参加者が集まる研修を取りやめ
た。

新たに農業経営者を開始した者に対する研
修・情報提供の機会として、経営・経理に関
する研修機会を設ける。

農業経営に関する専門家を講師として招き、経営開始後5年
以内の者4名を対象に、経営法人化などに関する研修会を
行った。

―

新型コロナウィルス感染症拡大防
止の一環として、密集を避けて行
うこととした。

農業の経営・経理にかかる知識の提供機会として研修会を実施を見込
んでいるが、今後のコロナウイルス感染症の状況によって方法等を検
討する。

経）農政課

経）雇用労働課

140

就業サポートセン
ター、あいワーク
における各種就業
支援、職業相談・
紹介

9

ハローワーク及び民間職業紹介事業者と連携し各種就
業支援事業を実施

従来の就職支援セミナーや職場体験等の各種
支援メニューに加え、感染症に係る離職者等
を支援する専門窓口の運営を継続し、個々の
状況やニーズに応じたよりきめ細やかな就労
支援を引き続き実施する。
また、感染症の流行を契機に増加傾向にあ
る、企業におけるオンラインを活用した採用
選考に求職者が対応できるよう、Ｗｅｂによ
る模擬面接やセミナーの実施のほか、必要な
機材や会場の提供等を行う専門施設を就業サ
ポートセンター内に開設する。

各求職者のニーズに応じたきめ細かな就労支援を実施する
とともに、令和２年度に開設した感染症による離職者等を
支援するための専門窓口『新型コロナ特別就業専門相談窓
口』の運営を継続した。
また、感染症の流行を契機に増加傾向にある、企業におけ
るオンラインを活用した採用選考に求職者が対応できるよ
う、Ｗｅｂによる模擬面接やセミナーの実施のほか、必要
な機材や会場の提供等を行う専門施設『Web面接トレーニン
グルーム』を就業サポートセンター内に開設した。
【実績】
・利用者数　延べ82,817人
・就職件数　4,198件
・シニア向けセミナー参加者数　　延べ80人
（※コロナの影響で22回開催予定のところ、９回分中止と
なり13回の開催）
・シニア向け企業説明会参加者数　延べ67人
（※コロナの影響で20回開催予定のところ、10回分中止と
なり10回の開催）
・コロナ専門窓口登録者数　132人
　　　　　　うち就職件数　 50人
・Web面接トレーニングルーム利用者数　81人

〇

新型コロナウイルス感染症の影響
により、各種セミナー等の開催が
一部中止となったことに加え、参
加人数に制限を設けての開催とし
ていることで、セミナー等各種支
援メニューの利用者が減少してい
る。
早期就職を目指す求職者や高齢者
等のニーズにかなう再就職を実現
するため、支援メニューの更なる
強化が必要とされる。

従来の就職支援セミナーや職場体験等の各種支援メニューに加え、感
染症に係る離職者等を支援する専門窓口の運営を継続し、個々の状況
やニーズに応じたよりきめ細やかな就労支援を引き続き実施する。
また、感染症の流行を契機に増加傾向にある、企業におけるオンライ
ンを活用した採用選考に求職者が対応できるよう、Ｗｅｂによる模擬
面接やセミナーの実施のほか、必要な機材や会場の提供等を行う専門
施設『Web面接トレーニングルーム』を就業サポートセンター内に常
設化する。



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

144

建設業人材確保・
育成支援事業

9

将来、建設業に従事し地域を担うことが期待される若
者に、建設業の魅力や仕事の意義をPRするため、親子
や学生を対象とした現場見学会を実施するほか、学生
等の就労意欲向上に効果的となるインターンシップを
実施した企業に助成金を交付

将来を担う若者に、建設業の魅力や社会的役
割を理解してもらい、イメージの改善を図る
には、継続して事業を実施することが重要で
ある。

・現場見学会などのイベントについては、新
型コロナウイルスの影響を踏まえ、実施可能
な企画を検討中。
・インターンシップ受け入れ企業に対する助
成を実施（目標60件）

・新型コロナウイルスの影響を踏まえ、例年実施の現場見
学会などは全て中止とした。
・北海道と共催の「建設産業ふれあい展」（場所：チ・
カ・ホ）を開催。※新型コロナウイルスの影響を踏まえパ
ネル展示を中心とした。
・インターンシップ受入れ企業に対する助成（30件） 〇

将来を担う若者に、建設業の魅力
や社会的役割を理解してもらい、
イメージの改善を図るには、継続
して事業を実施することが重要で
ある。

・小学生を対象とした体験イベント
・女子学生を対象とした土木施設見学ツアー
・土木系の高校、大学生を対象とした現場見学会
・インターンシップ受入れ企業に対する助成
・北海道と共催の「建設産業ふれあい展」

建）業務課

145

民生委員への研修
の実施

10

市民ニーズの多様化や、保健福祉に関する制度の複雑
化が進む中、民生委員に対して活動に役立つさまざま
な保健福祉に関する情報を提供

地域における課題は複雑・多様化しているこ
とから、民生委員の知識の幅を広げるために
も、研修内容を随時検討していく必要があ
る。また、研修開催にあっては感染対策を徹
底する必要がある。

引き続き感染拡大防止に努めるとともに、今
後も地域の身近な相談者としての役割を果た
せるよう、引き続き民生委員への研修を継続
する。

新任委員研修や指導者研修など委員の状況に合わせた研修
を実施し、必要な知識の補完を図っている。
・実施回数：13回
・参加人数：1,245人

※新型コロナウイルス感染症の影響により人数を絞って実
施
※緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置のため2回研修を
中止

〇

地域における課題は複雑・多様化
していることから、民生委員の知
識の幅を広げるためにも、研修内
容を随時検討していく必要があ
る。また、研修開催にあっては感
染対策を徹底する必要がある。

引き続き感染拡大防止に努めるとともに、今後も地域の身近な相談者
としての役割を果たせるよう、引き続き民生委員への研修を継続す
る。

保）総務課

146

介護人材確保促進
事業

10

介護保険サービス事業者が求める人材を適切に確保で
きるよう、セミナーなどの開催により自らの事業所の
魅力をうまく伝え、求職者の心をつかむ手法の習得を
支援するとともに、実践の場として合同就職相談説明
会などを開催

コロナの影響により、セミナー開催後、実践
の場である合同就職相談説明会を実施できな
かったことから、実施手法を検討する必要が
ある。

介護保険サービス事業者が求める人材を適切
に確保できるよう、セミナーの開催により自
らの事業所の魅力をうまく伝え、求職者の心
をつかむ手法の習得を支援するとともに、実
践の場として合同就職相談説明会などを開催
する。
開催にあたっては、セミナーはオンラインと
し、合同就職相談説明会は、オンラインと対
面式を組み合わせた開催方法を検討していく
予定。

サービス事業者オンラインセミナー参加事業者数43事業
者。
※実施手法をオンラインに変更
オンライン合同就職相談説明会総視聴回数7,602回
※コロナにより実施手法をオンラインにて事業者の求人情
報を特設サイトで録画配信する方式に変更 〇

コロナの影響にを踏まえ、オンラ
インで効果的に事業が進められる
よう周知方法について工夫する必
要がある。

介護保険サービス事業者が求める人材を適切に確保できるよう、セミ
ナーの開催により自らの事業所の魅力をうまく伝え、求職者の心をつ
かむ手法の習得を支援するとともに、実践の場として合同就職相談説
明会などを開催する。また、介護人材の裾野の拡大を図るため、アク
ティブシニア等を対象とした介護助手やパート就労希望者向けの情報
発信を実施する。
開催にあたっては、オンライン開催を予定。

保）介護保険課

147

認知症サポーター
等養成事業

10

認知症に対する正しい知識を持ち、認知症の人やその
家族を地域で見守り、支える市民（認知症サポー
ター）を増やすため、認知症サポーター養成講座を実
施。

高齢化の進行に伴い、今後も認知症高齢者が
増加していくことが予測されることから、認
知症の方が安心して暮らせる地域づくりを目
指し、より広い対象に認知症の理解を進める
必要がある。また、オンライン開催の推進
等、新型コロナウイルスの影響下にあっても
着実にサポーター養成を実施していく必要が
ある。

オンライン形式による講座の実施を推進する
とともに、感染状況を踏まえながら可能な範
囲で従来の集合型の開催も行い、認知症の方
が安心して暮らせる地域づくりを目指し、よ
り広い対象に認知症の理解を進めていく。

〔令和３年度実績〕
認知症サポーター養成数5,659人
サポーター養成講座実施回数171回

新型コロナウイルス感染拡大の状況に応じて、従来の対面
型の講座のほか、オンラインによる講座を実施し、前年度
より回数及び養成数が増加した。 〇

高齢化の進行に伴い、今後も認知
症高齢者が増加していくことが予
測されることから、認知症の方が
安心して暮らせる地域づくりを目
指し、より広い対象に認知症の理
解を進める必要がある。また、新
型コロナウイルスの影響下にあっ
てもオンラインの活用により着実
にサポーター養成を実施していく
必要がある。

オンライン形式による講座の実施を推進するとともに、感染状況を踏
まえながら可能な範囲で従来の集合型の開催も行い、認知症の方が安
心して暮らせる地域づくりを目指し、より広い対象に認知症の理解を
進めていく。

保）介護保険課

148

手話講習会等の実
施

10

各区において手話講習会を実施するほか、手話通訳
者、要約筆記者及び盲ろう通訳・介助員の養成講座を
実施

新型コロナウイルスの影響を踏まえ、オンラ
インへ移行可能な講座はオンライン化を進め
る。また、オンライン化した講座へより多く
の人数を参加させるために、必要な広報等を
行う必要がある。

各区において手話講習会を実施するほか、手
話通訳者、要約筆記者及び盲ろう通訳・介助
員の養成講座を実施する。
【実施予定】
手話講習会：360人
中級手話講習会：50人
手話通訳者養成講座：15人
要約筆記者養成講座：24人
盲ろう者通訳・介助員養成講座：30人
失語症者向け意思疎通支援者養成講座：24人

各区において手話講習会を実施するほか、手話通訳者、要
約筆記者及び盲ろう通訳・介助員の養成講座を実施した。
【実施結果】
手話講習会：203人
中級手話講習会：32人
手話通訳者養成講座：15人
要約筆記者養成講座：24人
盲ろう者通訳・介助員養成講座：14人
失語症者向け意思疎通支援者養成講座：20人 ―

新型コロナウイルスの影響を踏ま
え、オンラインへ移行可能な講座
はオンライン化を進める。また、
オンライン化した講座へより多く
の人数を参加させるために、必要
な広報等を行う必要がある。

各区において手話講習会を実施するほか、手話通訳者、要約筆記者及
び盲ろう通訳・介助員の養成講座を実施する。
【実施予定】
手話講習会：280人
中級手話講習会：36人
手話通訳者養成講座：15人
要約筆記者養成講座：17人
盲ろう者通訳・介助員養成講座：30人
失語症者向け意思疎通支援者養成講座：24人

保）障がい福祉
課

149

中小企業経営セミ
ナー

10

中小企業経営者や従業員、創業予定者等を対象とした
中小企業経営セミナーの実施

ニーズに合わせたセミナーの実施。 新型コロナウイルス感染症の影響と変化する
ニーズに合わせてセミナー内容を検討しなが
ら、引き続き同規模の事業を継続する。

札幌市産業振興センターにおいて、中小企業経営者や従業
員、創業予定者等を対象としたセミナーを47回実施し、延
べ1,041名が参加した。

〇

ニーズに合わせたセミナーの実
施。

札幌市産業振興センターにおいて、中小企業経営者や従業員、創業予
定者等を対象としたセミナーを54回、定員1,996名で実施予定

経）商業・経営
支援課

150

ソーシャルビジネ
ス担い手育成講座

10

札幌学院大学と連携し、大学院の授業をソーシャルビ
ジネスに関心のある市民に提供する「ソーシャルビジ
ネススクール」や先輩起業家の講演や先輩起業家との
交流会である「ソーシャルビジネスセミナー」を実施

本市の社会課題に応じたセミナー内容を検討
する必要がある。

中小企業経営セミナー（No.153）の中に、
ソーシャルビジネスセミナーを組み込み、引
き続き実施する。

本市事業としての直接的な実施はないが、中小企業経営セ
ミナー（No.149）の中で実施され、13名が参加したとの報
告があった。

〇

- － -



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

151

女性起業家育成事
業

10

女性中小企業診断士による相談窓口を開設し、女性の
起業や経営に関する相談を受けるほか、女性起業家交
流会を実施し、女性の起業を支援

女性のニーズに応じた支援の実施。 女性のニーズに対応した交流会等の開催は今
年度で終了し、令和４年度からの自走化を目
指す。

人脈形成や悩みの共有、創業セミナーなどの他の支援策活
用につなげることを目的とした女性起業家交流会を実施
し、48名が参加した。

〇

- － -

152

ベンチャー創出・
育成事業

10

起業に関する講座の開催や経営支援、市内ビジネスコ
ンテストの紹介などにより起業マインドを醸成し、起
業に挑戦する方を支援

表彰という手法での本市の役割は終えたもの
と判断し表彰事業は終了。経済の活性化に寄
与する起業支援施策を検討する。

起業に関心のある方向けの講座を前年度と同
程度実施する。

市内コワーキングスペースや図書・情報館、創業支援団体
等との連携による講座を全５回開催し、延べ190名が参加し
た。

〇

表彰という手法での本市の役割は
終えたものと判断し表彰事業は終
了。経済の活性化に寄与する起業
支援施策を検討する。

市内コワーキングスペースや図書・情報館、創業支援団体等との連携
による講座を全５回、定員250名で実施予定

経）商業・経営
支援課

153

インタークロス・
クリエイティブ・
センター事業

10

クリエイティブ産業振興のため、クリエイターなどの
人材育成や多様な産業との連携、新たなビジネスの創
出を促進するセミナーやワークショップ、助成事業な
どを実施

事業化につながるようなプロジェクトの創
出・誘発を行っていく。

市内のクリエイティブ産業振興のため、クリ
エイターのニーズに合わせたセミナー・イベ
ントを実施するとともに、コーディネート機
能を充実させ、事業化を見据えた新規プロ
ジェクトの創出に努める。

クリエイターの活動や企業のクリエイティブ活用に関する
相談対応のほか、イベントの開催などを通じ、クリエイ
ター同士、クリエイターと他産業のつなぎ合わせを行っ
た。
【令和３年度実績】
セミナー等　実施回数：10回
　　　　　　参加者数：221名
補助金　採択予定数：7件
　　　　補助総額：3,728千円

〇

事業化につながるようなプロジェ
クトの創出・誘発を行っていく。

クリエイティブ産業と他産業の連携を図るため、クリエイターや企業
からの相談対応を継続するほか、双方のマッチングの場を創出するた
め、企業課題をテーマとしたデザインコンペを実施する。

経）地域産業振
興課

154

おもてなし推進事
業

10

来札者の満足度向上につなげるため、ホームページや
広報媒体を活用した市民のおもてなし意識の醸成やお
もてなしを実践する機会の創出、事業者のサービス
アップ、観光ボランティアの活動支援を通じて、観光
客の受入環境を強化

行政の働きかけありきになっており、市民一
人ひとりが自発的に行うおもてなしの雰囲気
や支援体制づくりができていない。

新型コロナウイルス感染症拡大の状況を見な
がら、市内案内所における観光ボランティア
の活動支援に向けて検討を行っていく。ま
た、おもてなし意識のさらなる浸透を図るた
め、学生を対象としたワークショップなどを
行う予定。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、予定してい
た観光ボランティアによる市内観光案内所における観光案
内は2カ月のみの実施となった。おもてなし意識のさらなる
浸透を図るための学生を対象としたワークショップは、実
施しなかった。

―

行政の働きかけありきになってお
り、市民一人ひとりが自発的に行
うおもてなしの雰囲気や支援体制
づくりができていない。

新型コロナウイルス感染症拡大の状況を見ながら、市内案内所におけ
る観光ボランティアの活動支援を実施する。また、観光業の重要性や
生活との関わりについて理解してもらい、若年期からのおもてなし意
識向上を図るため、小学校高学年を対象とした観光副教材を作成する
予定。

経）観光誘致・
受入担当課

155

市民農業講座
さっぽろ農学校

10

就農を志す市民等を対象に、農業に関する知識や栽培
技術の習得を通じ、新たな農業の担い手と農業応援団
を育成することを目的とした「市民農業講座　さっぽ
ろ農学校」を実施

ウィズコロナ下において講義時の感染拡大防
止措置を徹底的に行い、市民の学びの機会を
確保していく必要がある。
また、オンラインでの座学講義の提供等家に
いながらでも学べる環境を作っていく必要が
ある。

就農や市内小中学校に人材を派遣し、農体験
活動の支援を行う「農体験リーダー」、ま
た、農業ボランティア等の農的活動に必要と
される栽培技術や知識の習得に向けた講座の
実施。
【令和３年度】
受講者数：24名
実施講義数：全78回
（実習45、講義21、その他12）

学校に人材を派遣し、農体験活動の支援を行う「農体験
リーダー」、また、農業ボランティア等の農的活動に必要
とされる栽培技術や知識の習得に向けた講座の実施。
【令和３年度実施】
受講者数：24名
実施講義数：全74回
（実習40、講義22、その他12）
※コロナの影響によりオンライン講義の充実を図った 〇

ウィズコロナ渦において、安心し
て講義や実習を行えるような環境
を構築していく。

就農や市内小中学校に人材を派遣し、農体験活動の支援を行う「農体
験リーダー」、また、農業ボランティア等の農的活動に必要とされる
栽培技術や知識の習得に向けた講座の実施。
【令和４年度】
受講者数：25名
実施講義数：全78回
（実習44、講義22、その他12）

経）農業支援セ
ンター

156

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:49、80、176、
182、188、208、225）

10

まちづくりを担う人材などを育成するため、生涯学習
センター等で学習機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

３次構想を踏まえ、「市民活動系」「産業・
ビジネス系」の講座を充実させ、まちづくり
や産業振興に主体的に参画できる市民を育む
とともに学んだ成果や経験を活用できる場の
用意に一層努める必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大時期は
対面での講座の実施が難しいため、オンライ
ンによる実施など、状況に左右されずに開催
を担保できるような手法を検討していく必要
がある。

指定管理業務であることから、引き続き、指
定管理者に事業を継続させる。特に、重点施
策である施策の展開10「まちの活力を高める
学びの推進」、施策の展開20「身近な地域で
学びを深められる環境の整備」を念頭に置い
た事業展開を進めていく。
なお、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り、講座の中止など規模の縮小が想定され
る。
【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：163講座
・受講者数目標：1,383名

ボランティア・市民活動、まちづくり等を促進する「市民
活動系」、職業能力の向上や産業育成・活性化を促進する
「産業・ビジネス系」、生きがいづくりにつながる「文
化・教養系」の３つの系を柱として幅広い分野、レベルの
講座を実施。
主な会場となる生涯学習センターが令和3年3月～令和4年1
月まで大規模改修工事により休館となり、制約がある中で
会場を地域のコミュニティ施設や地区図書館などに移し、
新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、アウトリー
チによる実施に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施講座数：82講座
・受講者数：1,127名

〇

３次構想を踏まえ、「市民活動
系」「産業・ビジネス系」の講座
を充実させ、まちづくりや産業振
興に主体的に参画できる市民を育
むとともに、学んだ成果や経験を
活用できる場の拡充に努めていく
ことが必要。
また、オンラインなどの新たな実
施手法を取り入れていくととも
に、市民の身近な地域での学習機
会の拡充に引き続き取り組んでい
くことが重要。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続さ
せる。特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学び
の推進」、施策の展開20「身近な地域で学びを深められる環境の整
備」を念頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：239講座
・受講者数目標：3,000名

教）生涯学習推
進課

157

地域コミュニティ
施設運営（区民セ
ンター10館、コ
ミュニティセン
ター2館、地区セン
ター24館計36館） 11

施設の運営（貸室事業、区民講座、地域住民の交流等
を目的とした事業、地域の憩いの場づくり施設活用事
業、図書室業務など）、施設の維持管理。地域住民の
コミュニティ活動の助長及び生涯学習の普及振興を図
り、地域住民の福祉の増進に寄与（例：子どもから高
齢者に至る住民各層の交流、文化・スポーツ等を通じ
た住民間のコミュニティ活動の活性化など）

３次構想を踏まえ、生涯学習の普及振興とい
う施設の設置目的の達成に向けて、講座や事
業等を通じて、引き続き学習成果の発表や学
びをきっかけとした交流の場の充実を図る必
要がある。

指定管理者制度により事業を継続し、貸室事
業、区民講座、地域住民の交流等を目的とし
た事業、地域の憩いの場づくり施設活用事
業、図書室業務などを各指定管理者の工夫の
もと実施する。

指定管理者制度により、貸室事業、区民講座、地域住民の
交流等を目的とした事業、施設開放事業、図書室業務など
を実施した。
【令和３年度実績】
・利用件数　86,259件
・利用率　　47.0％
・利用人数　1,143,735人 ―

３次構想を踏まえ、生涯学習の普
及振興という施設の設置目的の達
成に向けて、講座や事業等を通じ
て、引き続き学習成果の発表や学
びをきっかけとした交流の場の充
実を図る必要がある。

指定管理者制度により事業を継続し、貸室事業、区民講座、地域住民
の交流等を目的とした事業、地域の憩いの場づくり施設活用事業、図
書室業務などを各指定管理者の工夫のもと実施する。

市）区政課

158

世代間交流の支援

11

世代間交流を進めるために、福祉のまち推進センター
が行うふれあい活動事業への協力や、ふれあい・いき
いきサロンへの支援を実施

コロナ禍で新規登録数が減少。また、休止し
ている団体の解散も増加傾向にあるため、新
規登録数の増加と登録団体の活動維持が課
題。

令和2年度と同様に、交流の場づくりを進め
るため、社会福祉協議会によるサロン立ち上
げ支援及び団体への助成や相談等の支援を行
う予定。

〇活動内容
地域の交流の場づくりを進めるため、社会福祉協議会によ
る団体への助成及び支援を実施。
〇札幌市社会福祉協議会ふれあい・いきいきサロン登録状
況
・登録数（中止・休止団体を除く）：606団体
・新規登録数：46団体
・年間開催回数：2,866回
・参加者（助成終了サロンを除く）のべ34,727人

〇

コロナ禍だが新規登録数が昨年度
よりも若干増加。しかし、休止ま
たは中止している団体が増加傾向
にあるため、新規登録数の増加と
登録団体の活動維持が課題。

令和3年度と同様に、交流の場づくりを進めるため、社会福祉協議会
によるサロン立ち上げ支援及び団体への助成や相談等の支援を行う予
定。

保）総務課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

159

生涯学習センター
運営

11

札幌市において生涯学習の普及及び振興を図るため、
札幌市民の生涯にわたる学習活動を総合的に支援し、
市民の自主的な活動及び交流の場を生涯学習センター
において提供

・生涯学習センターを核とした、生涯学習関
連施設同士の交流や情報交換の場の充実。コ
ミュニティ施設等における学び合いの場の創
出の支援。
・ＨＰ充実等による生涯学習情報の収集・発
信機能の強化。
・コロナ禍における学習成果の発表や交流の
機会の創出。

引き続き、指定管理業務として、ホールや研
修室等の各種貸室の貸出により、学習活動の
場所の提供を通してサークル等の活動場所を
設けるとともに、新型コロナウイルス感染症
対策に留意しながら、学習成果の発表や交流
の場の創出に取り組んでいく。

ホールや研修室等の各種貸室の貸出により、学習活動の場
所の提供を通してサークル等の活動の場を創出した。
なお、改修工事（令和３年３月～令和４年１月）のため、
例年、学習成果の発表や生涯学習関連施設同士の交流の場
として開催しているロビーコンサートやちえりあフェス
ティバル、サークル発表会については行っていない。
○貸室利用者数：28,420人 ―

・生涯学習センターを核とした、
生涯学習関連施設同士の交流や情
報交換の場の充実。コミュニティ
施設等における学び合いの場の創
出の支援。
・ＨＰ充実等による生涯学習情報
の収集・発信機能の強化。
・コロナ禍における学習成果の発
表や交流の機会の創出。

引き続き、指定管理業務として、ホールや研修室等の各種貸室の貸出
により、学習活動の場所の提供を通してサークル等の活動場所を設け
るとともに、新型コロナウイルス感染症対策に留意しながら、学習成
果の発表や交流の場の創出に取り組んでいく。

教）生涯学習推
進課

160

市民ホール運営

11

豊かな生涯学習社会の実現に寄与するため、札幌市民
の学習成果等の発表の場を提供することを目的に市民
ホールを運営

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
観点から、感染症対策を徹底しながら、質の
高い自主事業を実施にするとともに、設備の
更新・修繕等により、引き続き、利用しやす
い施設を目指す。

学習成果の発表の場として、大ホール及び会
議室の貸館業務を行う。

学習成果の発表の場として、大ホール及び会議室の貸館業
務を行っている。
・利用者数　209,284人
（大ホール160,419人、会議室48,865人）

―

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止の観点から、感染症対策
を徹底しながら、質の高い自主事
業を実施にするとともに、設備の
更新・修繕等により、引き続き、
利用しやすい施設を目指す。

学習成果の発表の場として、大ホール及び会議室の貸館業務を行う。 教）生涯学習推
進課

161

月寒公民館運営

11

市民の実際生活に即する教育、学術及び文化に関する
各種事業を行うことにより、市民の教養の向上、健康
の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福
祉の増進に寄与することを目的とする月寒公民館の運
営

幅広い年代が安心して事業に参加できるよ
う、新型コロナウイルス感染症対策を徹底す
るとともに、広報手段や事業内容の検討を行
う。

新型コロナウイルス感染症対策を徹底しなが
ら、引き続き市民ニーズの把握に努め、各種
事業をブラッシュアップすることで、利用者
数・講座参加者の増に努めていく。

日常生活圏における社会教育の中心的な施設であるととも
に、豊かな地域社会づくりの場として各種の講座・行事を
主催しているほか、グループサークル活動の拠点として多
くの市民に利用されている。
令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、
利用者が大幅に減少した。また、高齢者教室及び公民館講
座の大半が中止となった。
【令和３年度実績】
・利用者数　39,577名
・高齢者講座　在籍者数82名
・公民館講座　6講座、受講者数65名

―

幅広い年代が安心して事業に参加
できるよう、新型コロナウイルス
感染症対策を徹底するとともに、
広報手段や事業内容の検討を行
う。

新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、引き続き市民ニーズ
の把握に努め、各種事業をブラッシュアップすることで、利用者数・
講座参加者の増に努めていく。

教）生涯学習推
進課

162

サッポロサタデー
スクール事業
（再掲:32、131、
169、209、226）

11

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の豊かな
社会資源を活用したプログラムを、土曜日等に学校施
設等を活用して実施

従前よりコーディネーターの担い手育成や事
業に関わる教職員の負担が課題であるが、こ
れに加え感染症の影響により活動を縮小・自
粛する運営協議会が多く出ている。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮や、運
営の地域化を促すための支援に取り組む必要
がある。

新型コロナウイルス感染症の動向を注視しな
がら、適切な感染対策を講じ、可能な範囲で
事業を実施する。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮とし
て、プログラムの年間実施回数の下限を撤廃
し、年度途中契約にも随時対応する。
感染症流行下での活動事例など運営に資する
情報提供に取り組むほか、関係様式の自動化
や運営サポート様式の作成などを検討し、事
務の省力化が図れるよう検討する。

【令和３年度実施予定】（7月現在）
・実施校　7校（7運営協議会）

14校13運営協議会で子どもたちに学びや体験の場を提供し
たが、年平均回数は約2.5回となった。感染対策の観点か
ら、調理や接触の多い運動プログラムの見合わせや参加人
数制限が多数行われ、参加者数も従前より大きく減少し
た。
コーディネーターの発掘・育成等を目的としたＮＰＯ等の
人材派遣は希望団体がなかったが、職員による随時個別相
談対応、事業広報紙を活用した情報提供、次年度の実施方
針説明会を兼ねた研修会を行い、活動を支援した。 ―

感染症流行の影響が続き、多様な
学び・体験の提供機会が大きく減
少しているほか、運営者、特に学
校の負担が増している。

感染症流行の影響が続き、多様な学び・体験の提供機会が大きく減少
しているほか、運営者、特に学校の負担が増している。
運営協議会の体制を始めとする既存の枠組を生かして、学校の負担を
減らしながら、地域の力を生かした多様な学びの場の提供を推進する
ため、授業（地域学習、ゲストティーチャー招へい）や放課後を対象
に含む条件での委託を試行し、土曜日の教育活動から学校支援活動を
含む地域学校協働活動への転換を目指す。

教）生涯学習推
進課

163

ご近所先生企画講
座
（再掲:183、227）

11

地域における学習機会の提供を目指し、市民が講座を
企画・運営する「ご近所先生企画講座」を市民カレッ
ジの一環として実施

３次構想を踏まえ、学びを通じたコミュニ
ティ作りや、学びの成果を地域課題解決に生
かす取り組みを一層推進していく必要があ
る。

引き続き、新型コロナウイルス感染症対策を
徹底しながら、指定管理業務として、学んだ
成果を生かして活躍したい市民を広く講師と
して募集し、研修プログラム等を提供すると
ともに、生涯学習センターをはじめ、市内の
各地域で「ご近所先生企画講座」を実施す
る。

学んだ成果を生かして活躍することを望む市民を広く講師
として募集し、研修プログラム等を提供するとともに、市
内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施した。
【令和３年度実績】
・実施講座数：25講座
・受講者数：212名 ―

３次構想を踏まえ、学びを通じた
コミュニティ作りや、学びの成果
を地域課題解決に生かす取り組み
を一層推進していく必要がある。

引き続き、新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、指定管理
業務として、学んだ成果を生かして活躍したい市民を広く講師として
募集し、研修プログラム等を提供するとともに、生涯学習センターを
はじめ、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施する。

教）生涯学習推
進課

164

学校とまちづくり
センターの併設化

12

地域における多世代交流を促進するため、小学校の改
築などに合わせてまちづくりセンターを併設

３次構想を踏まえ、小学校とまちづくりセン
ターの併設を進めることにより多世代交流を
通し相互理解を促進する場を推進していく必
要がある。

・元町北小学校、山の手小学校：実施設計
・中央小学校、発寒南小学校、本町小学校、
二十四軒小学校：工事（継続）

小学校とまちづくりセンター等を併設するため、以下の通
り設計・工事を実施した。
【令和３年度実績】
・元町北小学校、山の手小学校：実施設計
・本町小学校：工事（継続）
・中央小学校、発寒南小学校、二十四軒小学校：工事（完
了） 〇

３次構想を踏まえ、小学校とまち
づくりセンターの併設を進めるこ
とにより多世代交流を通し相互理
解を促進する場を推進していく必
要がある。

小学校とまちづくりセンター等を併設するための設計・工事を実施す
る。
・元町北小学校、山の手小学校：工事（継続）
・本町小学校：工事（完了）

市）区政課

165

地域スポーツ指導
者活用事業

12

札幌市立中学校・中等教育学校におけるスキー学習
等、冬期間の体育の学習において、担当教諭の補助的
な立場で実技指導を行うことができる地域スポーツ指
導者を活用

３次構想を踏まえ、学校と地域が連携しス
ポーツを活用した、地域の教育力の向上を図
るための働きかけをさらに進める必要があ
る。

中学校保健体育科のウインタースポーツ授業
への指導者派遣に加え、小学校のスキー学習
にボランティアを派遣。
【令和３年度予定】
・スポーツ指導者登録数：50人
・スポーツ指導者延べ派遣回数：300回
・ボランティア派遣　50校

中学校保健体育科のウインタースポーツ授業に地域の人材
を補助指導者として派遣。
・SGSC実施の小学校へ派遣しているスキーボランティアも
ある。
【令和３年度】
・スポーツ指導者派遣校数：中学校19校、小学校57校
・スポーツ指導者派遣人数：中学校427人、小学校437人 〇

３次構想を踏まえ、学校と地域が
連携しスポーツを活用した、地域
の教育力の向上を図るための働き
かけをさらに進める必要がある。

引き続き、中学校保健体育科のウインタースポーツ授業への指導者派
遣に加え、小学校のスキー学習にボランティアを派遣。
【令和４年度予定】
・スポーツ指導者登録数：50人
・スポーツ指導者延べ派遣回数：300回
・ボランティア派遣　50校

ス）企画事業課
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166

少年健全育成推進

12

学校・家庭・地域が連携し、子どもの育ちにとって健
全な環境づくりを実施（青少年の非行防止、子どもの
安全確保、青少年を取り巻く有害環境の排除など）

青少年を取り巻く環境の複雑・多様化や新型
コロナウイルス感染症に対応するため、必要
に応じて、事業実施手法等の見直しを実施し
ていく必要がある。

事業の継続により、関係機関・団体、地域住
民等の青少年健全育成に対する共通の理解と
認識を深め、幅広い参加を促していく
【令和３年度実施予定】
・「青少年を見守る店」登録店（6,000店
舗）

青少年育成委員会、中学校区青少年健全育成推進会へ交付
金を交付し、地域における青少年の健全育成を行った。
青少年を取り巻く有害環境の排除のため、「青少年を見守
る店」の登録推進活動等を実施した。
【令和３年度実績】
・「青少年を見守る店」登録店（5,738店舗） 〇

青少年を取り巻く環境の複雑・多
様化や新型コロナウイルス感染症
に対応するため、必要に応じて、
事業実施手法等の見直しを実施し
ていく必要がある。

事業の継続により、関係機関・団体、地域住民等の青少年健全育成に
対する共通の理解と認識を深め、幅広い参加を促していく
【令和４年度実施予定】
・「青少年を見守る店」登録店（6,000店舗）

子）子どもの権
利推進課

167

知的障がい者のた
めの教室事業
（１）知的障がい
者のための成人学
級事業
（２）特別支援学
校・地域連携事業 12

（１）特別支援学校等を修了した知的障がいのある方
が社会生活によりよく対応できるよう、集団生活や体
験の場を通して、他の学級生等と交流しながら実生活
に即した学習を実施
（２）学校の休業日に、特別支援学校の施設を活用し
た各種行事を開催するなど、各特別支援学校の特色を
生かした活動や地域等との交流を実施

感染症対策等を踏まえた事業運営手法、プロ
グラム内容の検討する必要がある。
また、対面型プログラムに実施に当たって
は、専門的な知識・経験を持つ指導者を確保
する必要がある。

（１）新型コロナウイルス感染症の動向を注
視しながら、適切な感染対策を講じ、可能な
範囲で事業を実施する。
従来の対面型プログラムに加え、映像配信型
のプログラムを検討するほか、感染症流行状
況により延期や内容・実施手法の変更に柔軟
に対応できるよう、実施回数や実施時期の設
定に留意する。
（２）サッポロサタデースクール事業に統合
済。

（１）一般教養やマナー、スポーツ、健康管理などのプロ
グラムを行う成人学級事業の再開に向け調整し、「トライ
青年学級」（一般社団法人札幌市手をつなぐ育成会主催）
を開設した。従来は、集団での対面学習や運動、交流・親
睦を主体としていたが、今年度は録画映像を用いて工作、
調理等の自宅学習プログラムを４種行った。特別支援学校
を母体とする団体は、在学生の安全な学習を優先し、再開
に至らなかった。
（２）サッポロサタデースクール事業に統合済。

―

感染症対策等を踏まえた事業運営
手法、プログラム内容の検討する
必要がある。
また、対面型プログラムに実施に
当たっては、専門的な知識・経験
を持つ指導者を確保する必要があ
る。

（１）新型コロナウイルス感染症の動向を注視しながら、適切な感染
対策を講じ、可能な範囲で事業を実施する。引き続き映像配信型のプ
ログラムを検討するほか、感染症流行状況により延期や内容・実施手
法の変更に柔軟に対応できるよう、実施回数や実施時期の設定に留意
する。
（２）サッポロサタデースクール事業に統合済。

教）生涯学習推
進課

168

地域の拠点として
の学校図書館活用
事業

12

学校図書館を拠点として、学校・家庭・地域が連携
し、読書活動を通じて大人と子ども、大人相互の交流
の場を広げ、地域の教育力の向上に役立てるため、学
校図書館を地域へ開放

本市全体で地域と学校の連携の取組が広がる
よう、開放校の拡大やボランティア人材の確
保に努める必要がある。
感染症対策等新たな取組を反映するため、ノ
ウハウや事例の収集、共有を図る必要があ
る。

新型コロナウイルス感染症の動向を注視しな
がら、適切な感染対策を講じ、可能な範囲で
事業を実施する。
ボランティア向け情報誌を活用し、感染症対
策の取組や利便性に資する優良事例を紹介す
るなどし、ノウハウ共有や課題解決に努め
る。

【令和３年度実施予定】（7月現在）
・実施校　116校（小115、中1）

新型コロナウイルス感染症の影響により、4月当初に事業受
託が難しい学校があることを想定し、希望月からの随時契
約を実施した。また、令和2年度に開設を延期していた2校
の新規開設を行い、計119校の小中学校（小118、中1）で開
放事業を実施した。運営には3,537名のボランティアが携わ
り、テレビ放送の活用や、教室での小規模な読み聞かせ
等、学校教育と連携した行事を742回開催し、一般利用者
（貸出・来館合計）は延べ25,079名となった。
このほか、ボランティア向け情報誌を2回発行し、各開放校
の取組紹介や事務手順の共有を図った。

〇

本市全体で地域と学校が連携した
取組が広がるよう、開放校の拡大
やボランティア人材の確保に努め
る必要がある。
また、感染対策を講じた行事の実
施等、工夫された取組を各校に反
映するため、ノウハウや事例の収
集、共有を図る必要がある。

既存実施校で事業を継続するとともに、希望した学校の新規開設を行
う。
新型コロナウイルス感染症の動向を注視し、適切な感染対策を講じな
がら、可能な範囲でボランティア向けの研修などを再開する。また、
ボランティア向け情報誌を活用し、感染症対策の取組や利便性に資す
る優良事例を紹介するなど、ノウハウ共有や課題解決に努める。
【令和４年度実施予定】（７月現在）
・実施校　119校（小118、中1）

教）生涯学習推
進課

169

サッポロサタデー
スクール事業
（再掲:32、131、
162、209、226）

12

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の豊かな
社会資源を活用したプログラムを、土曜日等に学校施
設等を活用して実施

従前よりコーディネーターの担い手育成や事
業に関わる教職員の負担が課題であるが、こ
れに加え感染症の影響により活動を縮小・自
粛する運営協議会が多く出ている。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮や、運
営の地域化を促すための支援に取り組む必要
がある。

新型コロナウイルス感染症の動向を注視しな
がら、適切な感染対策を講じ、可能な範囲で
事業を実施する。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮とし
て、プログラムの年間実施回数の下限を撤廃
し、年度途中契約にも随時対応する。
感染症流行下での活動事例など運営に資する
情報提供に取り組むほか、関係様式の自動化
や運営サポート様式の作成などを検討し、事
務の省力化が図れるよう検討する。

【令和３年度実施予定】（7月現在）
・実施校　7校（7運営協議会）

14校13運営協議会で子どもたちに学びや体験の場を提供し
たが、年平均回数は約2.5回となった。感染対策の観点か
ら、調理や接触の多い運動プログラムの見合わせや参加人
数制限が多数行われ、参加者数も従前より大きく減少し
た。
コーディネーターの発掘・育成等を目的としたＮＰＯ等の
人材派遣は希望団体がなかったが、職員による随時個別相
談対応、事業広報紙を活用した情報提供、次年度の実施方
針説明会を兼ねた研修会を行い、活動を支援した。 ―

感染症流行の影響が続き、多様な
学び・体験の提供機会が大きく減
少しているほか、運営者、特に学
校の負担が増している。

感染症流行の影響が続き、多様な学び・体験の提供機会が大きく減少
しているほか、運営者、特に学校の負担が増している。
運営協議会の体制を始めとする既存の枠組を生かして、学校の負担を
減らしながら、地域の力を生かした多様な学びの場の提供を推進する
ため、授業（地域学習、ゲストティーチャー招へい）や放課後を対象
に含む条件での委託を試行し、土曜日の教育活動から学校支援活動を
含む地域学校協働活動への転換を目指す。

教）生涯学習推
進課

170

社会教育関係団体
等補助金

12

家庭・地域の教育力の向上及び子どもの健全育成のた
め、ＰＴＡ（札幌市PTA協議会・札幌市私立幼稚園PTA
連合会）に対し補助金を交付

近年、PTA会員の減少に伴い会費収入が減少
し、PTA活動の円滑な運営や組織の活性化が
難しくなりつつある。
札幌市PTA協議会、札幌市私立幼稚園PTA連合
会における事業実施に当たっては、感染症対
策を踏まえて事業を企画・実施する必要があ
る。

札幌市PTA協議会、札幌市私立幼稚園PTA連合
会においては、感染症対策を踏まえた上で
の、社会教育・家庭教育・幼児教育に資する
事業を企画しており、札幌市PTA協議会へ事
業費10,000千円、札幌市私立幼稚園PTA連合
会へ事業費400千円をそれぞれ補助する。

札幌市PTA協議会へ事業費9,880千円、札幌市私立幼稚園PTA
連合会へ事業費400千円をそれぞれ補助。新型コロナウイル
ス感染症の影響により、一部の補助対象事業が中止となっ
たが、オンラインでの講演会や各家庭で分散参加できる事
業を実施する等、両団体において、感染症対策を踏まえた
上で、社会教育・家庭教育・幼児教育に資する事業を企
画・実施した。 〇

近年、PTA会員の減少に伴い会費
収入が減少し、PTA活動の円滑な
運営や組織の活性化が難しくなり
つつある。
札幌市PTA協議会、札幌市私立幼
稚園PTA連合会における事業実施
に当たっては、感染症対策を踏ま
えて事業を企画・実施する必要が
ある。

札幌市PTA協議会、札幌市私立幼稚園PTA連合会においては、感染症対
策に留意しながら、社会教育・家庭教育・幼児教育に資する事業を企
画しており、札幌市PTA協議会へ事業費10,000千円、札幌市私立幼稚
園PTA連合会へ事業費400千円をそれぞれ補助する。

教）生涯学習推
進課

171

札幌市立大学の運
営に対する支援

13

学術研究の高度化等に対応した職業人の育成を行うと
ともに、知と創造の拠点として札幌市のまちづくり全
体に大きな価値を生み出し、地域社会に積極的な貢献
を果たすことを目的に、札幌市立大学の運営を支援

新型コロナウイルス感染症状況を踏まえ、引
き続き、遠隔形式等を用いた効果的な開催に
ついて検討する。

新たな知見の獲得に繋がる生涯学習の機会提
供や健康寿命の延伸等をテーマとした市民向
け公開講座を33件開催し、生涯学習の振興、
健康増進・福祉の向上、地域コミュニティの
振興等に貢献する。

新型コロナウイルス感染症状況を踏まえ、対面形式や遠隔
形式、またはそれらの併用等の対策を講じながら、市民向
け公開講座を34件開催した。受講人数は1,500人であった。

〇

新型コロナウイルス感染症状況を
踏まえ、引き続き、遠隔形式等を
用いた効果的な開催について検討
する。

新たな知見の獲得に繋がる生涯学習の機会提供や健康寿命の延伸等を
テーマとした市民向け公開講座を33件開催し、生涯学習の振興、健康
増進・福祉の向上、地域コミュニティの振興等に貢献する。

政）企画課

172

次世代の活動の担
い手育成事業

13

次世代のまちづくり活動の担い手育成のため、将来の
まちづくりの主役である子どもや若者を対象とした地
域のまちづくり活動への参加機会を拡大

各事業での参加者の増加（令和３年度におい
ては、新型コロナウイルス感染症拡大防止に
留意しつつ、事業実施予定）

①小学生対象事業：小学校3校の授業でのMaG
の活用(当課制作のまちづくりゲーム)(継続)
②中学生対象事業：中学生と町内会長や役
員、大学生などとの意見交換会(2回)(継続)
③高校生対象事業：高校生のボランティア参
加のコーディネート(市立高等学校8校につい
て1回ずつ)(継続)
④大学生・若者対象事業：地域まちづくりに
関するイベント等を企画運営する若者実行委
員会(仮称)8回(新規)、超まちフェス実行委
員会5回(継続)、超まちフェス1回(継続)

①小学生対象事業：小学校3校の授業でのMaGの活用(当課制
作のまちづくりビンゴ)(188名参加)、児童会館等3か所での
MaGの活用(当課制作のまちづくりビンゴ)(34名参加)。
②中学生対象事業：中学生と普段から地域活動をしている
大学生との意見交換会(2回、22名参加)
③高校生対象事業：札幌市立高校８校での地域貢献ボラン
ティアを実施。学校周辺のごみ拾い（1105名参加）。
高校生から町内会等への地域まちづくりに取り組む方々へ
のメッセージカードを募集(310名参加)。
④大学生・若者対象事業：札幌市まちづくり若者実行委員
会(15回)、まちづくりイベント(1回、21名参加)、超まち
フェス(1回、421名)、

〇

各事業での参加者の増加（令和３
年度においては、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止に留意しつ
つ、事業実施予定）

①小学生対象事業：小学校10校の授業でのMaGの活用(当課制作のまち
づくりビンゴ)(継続)
②中学生対象事業：中学生と町内会長や役員、大学生などとの意見交
換会(2回)(継続)
③高校生対象事業：高校生のボランティア参加のコーディネート(市
立高等学校8校について1回ずつ)(継続)
④大学生・若者対象事業：地域まちづくりに関するイベント等を企画
運営する若者実行委員会15回、まちづくりイベント（2回）、超まち
フェス1回(継続)

市）市民自治推
進課
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173

まちづくりセン
ターの支援力強化

13

まちづくりセンターの支援力強化のために、まちづく
りセンター所長を対象とした研修やまちづくり活動に
関する情報提供、アドバイザーの派遣などを実施

昨今の社会情勢においてニーズが高いと思わ
れるテーマやアドバイザーを適宜追加選定し
ていく必要がある。

まちセンの役割の理解や、地域のコーディ
ネーターとしての総合的な能力向上を目的と
して、引き続きアドバイザー派遣や研修の実
施により、活動のサポートの充実を図る。
【令和３年度実施予定】
・まちセン所長研修：新任所長研修1回、全
体所長研修1回
・まちセンアドバイザー派遣：6件程度

幅広い分野の地域のまちづくり活動をより積極的に支援で
きるように、希望される所長にまちづくりの専門家・有識
者である「まちセンアドバイザー」の派遣および、全所長
を対象とした研修の実施により活動をサポートした。
【3年度実績】
・まちセン所長研修：新任所長研修1回、全体所長研修1回
・まちセンアドバイザー派遣：2件 〇

昨今の社会情勢においてニーズが
高いと思われるテーマやアドバイ
ザーを適宜追加選定していく必要
がある。

まちセンの役割の理解や、地域のコーディネーターとしての総合的な
能力向上を目的として、引き続きアドバイザー派遣や研修の実施によ
り、活動のサポートの充実を図る。
【令和4年度実施予定】
・まちセン所長研修：新任所長研修1回、全体所長研修1回
・まちセンアドバイザー派遣：6件程度

市）市民自治推
進課

３次構想を踏まえ、課題解決のための学びの
機会を充実させていく必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
を考慮し、感染拡大の状況下でも実施可能な
内容を状況に応じて検討する必要がある。

175

地域子育て支援事
業

13

乳幼児を持つ子育て家庭を支援し、地域における子育
て環境を整備（子育ての仲間づくり、子育てボラン
ティア育成等）

こそだてインフォメーションの利用件数は新
型コロナウイルス感染症の影響等により減少
しているが、育児相談件数の推移は同程度で
あることから、子育て家庭のニーズに合わせ
た情報提供を行う必要がある。

必要な情報が子育て家庭に届きやすくなるよ
う、こそだてインフォメーション（旧子育て
情報室）の充実を行う。

・子育て支援推進ネットワーク会議開催回数：8回
・サークル活動支援件数：7件
・地域支援件数：4,210件
・こそだてインフォメーション利用件数：26,615件
・育児相談件数：3,949件

―

こそだてインフォメーションの利
用件数及び育児相談件数は新型コ
ロナウイルス感染症の影響等によ
り減少しているが、地域支援件数
は増加していることから、子育て
家庭や地域のニーズに合わせた情
報提供を行う必要がある。

必要な情報が子育て家庭に届きやすくなるよう、こそだてインフォ
メーション（旧子育て情報室）の充実を行う。

子）子育て支援
課

176

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:49、80、156、
182、188、208、225）

13

まちづくりを担う人材などを育成するため、生涯学習
センター等で学習機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

３次構想を踏まえ、「市民活動系」「産業・
ビジネス系」の講座を充実させ、まちづくり
や産業振興に主体的に参画できる市民を育む
とともに学んだ成果や経験を活用できる場の
用意に一層努める必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大時期は
対面での講座の実施が難しいため、オンライ
ンによる実施など、状況に左右されずに開催
を担保できるような手法を検討していく必要
がある。

指定管理業務であることから、引き続き、指
定管理者に事業を継続させる。特に、重点施
策である施策の展開10「まちの活力を高める
学びの推進」、施策の展開20「身近な地域で
学びを深められる環境の整備」を念頭に置い
た事業展開を進めていく。
なお、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り、講座の中止など規模の縮小が想定され
る。
【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：163講座
・受講者数目標：1,383名

ボランティア・市民活動、まちづくり等を促進する「市民
活動系」、職業能力の向上や産業育成・活性化を促進する
「産業・ビジネス系」、生きがいづくりにつながる「文
化・教養系」の３つの系を柱として幅広い分野、レベルの
講座を実施。
主な会場となる生涯学習センターが令和3年3月～令和4年1
月まで大規模改修工事により休館となり、制約がある中で
会場を地域のコミュニティ施設や地区図書館などに移し、
新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、アウトリー
チによる実施に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施講座数：82講座
・受講者数：1,127名

〇

３次構想を踏まえ、「市民活動
系」「産業・ビジネス系」の講座
を充実させ、まちづくりや産業振
興に主体的に参画できる市民を育
むとともに、学んだ成果や経験を
活用できる場の拡充に努めていく
ことが必要。
また、オンラインなどの新たな実
施手法を取り入れていくととも
に、市民の身近な地域での学習機
会の拡充に引き続き取り組んでい
くことが重要。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続さ
せる。特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学び
の推進」、施策の展開20「身近な地域で学びを深められる環境の整
備」を念頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：239講座
・受講者数目標：3,000名

教）生涯学習推
進課

新型コロナウイルス感染症の影響により、集
合型での事業実施が困難な場合、代替事業の
検討を行っていく必要がある。

〇

３次構想を踏まえ、課題解決のた
めの学びの機会を充実させていく
ためには、継続的な受講や実践体
験が必要となることから、体験機
会の充実や継続的な受講につなが
る仕組みを検討する必要がある。

セミナーや体験等を通じて、より多くの市民のまちづくり活動参加の
きっかけとなるよう、気軽に参加できるまちづくり活動の体験の機会
を提供することや、地域課題や団体が抱える課題の解決に必要なスキ
ルを有する人材を育成する。
※新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況に応じて、オンライン形
式とする。

・まちづくり活動体験プログラム
  セミナー、実践体験
・サポーター養成講座
  セミナー、体験派遣

地域まちづくり人
材育成事業

13

セミナーやワークショップ、実践体験等を通じて、地
域課題等の解決に必要なスキルを有する人材を育成

セミナーや体験等を通じて、地域課題や団体
が抱える課題の解決に必要なスキルを有する
人材を育成するとともに、より多くの市民の
まちづくり活動参加のきっかけとなるよう、
気軽に参加できるまちづくり活動の体験の機
会を提供する。
※新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況
に応じて、オンライン形式で、セミナー実施
やまちづくり活動の事例紹介等、実施可能な
内容とする。

・まちづくり活動体験プログラム
セミナー、実践体験
・サポーター養成講座
セミナー、体験派遣

【実績】
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、参加者の密
接、密集が想定される①まちづくり体験プログラムのう
ち、実践体験と②サポーター養成講座のうち、体験派遣は
実施せず、セミナーをオンラインにより実施した。

①まちづくり活動体験プログラム
スタートアップセミナー（１回）
受講者25名
※当日受講の他、後日セミナーの動画を視聴するのみの聴
講生も受付し、申込35名

②サポーター養成講座
　オンラインセミナー（３回）
　受講者延べ21名
※当日受講の他、後日セミナーの動画を視聴するのみの聴
講生も受付し、申込48名
【補足】
①まちづくり活動に興味関心がある方など幅広く様々な市
民を対象に、まちづくり活動団体の思いや取組みに触れる
など、まちづくりに関わる機会を広げることを目的とした
セミナーを実施した。
②まちづくり活動の経験を持つ方等を対象に、地域課題や
団体の抱える課題を解決するためのコーディネートやファ
シリテーションに関する知識等を学ぶセミナー及び演習を
実施した。

177

市）市民活動促
進担当課

174

〇

新型コロナウイルス感染症の影響
により、集合型での事業実施が困
難な場合、代替事業の検討を行っ
ていく必要がある。

引き続き協議会を側面支援していく。
概ね例年通りの活動を実施する予定だが、新型コロナウイルス感染症
の影響により実施できない事業も発生する見込み。

エコまち西区推進
事業

13

住民による環境活動が定着・継続・発展するまち（通
称「エコまち」）を実現するため、区民協議会である
「西区環境まちづくり協議会」の活動を支援

引き続き協議会を側面支援していく。
概ね例年通りの活動を実施する予定だが、新
型コロナウイルス感染症の影響により実施で
きない事業も発生する見込み。

協議会の活動を中心に、住民による環境活動がより促進す
るため、財政的支援や事務局運営等の側面支援を行い、区
と協議会が連携した取組を実施した。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、下記のほ
ぼすべての活動において、中止、実施回数の減少、定員を
減らしての開催等の影響が出た。

【主な協議会活動内容】
・エコキッズ・プログラム(951人)
・親子でエコキッズ・プログラム（中止）
・西区子ども体験学校（25人）
・西区PTA子ども作品コンクール
・西区こども環境広場(160人※ラジオ、展示会、環境広場
さっぽろ2021へのブース出展での実施)
・エコトーク映画会（232人※ネット配信での実施）
・親子で環境満喫バスツアー（15人、動画配信）
・西区コドモ自然学校（10人）
【その他の活動】
・西区アダプトプログラム（4,246人）
【環境活動参加人数】
計　5,639人

西）地域振興課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

178

みんなの商店街支
援事業

13

商店街が商業地として持続的に発展していくことがで
きるよう、地域コミュニティの担い手として実施する
地域貢献活動等に支援するとともに、商店街が商業地
としての価値を高めることで集客力向上に寄与する取
組に対して支援を行う。
また、商店街や商店街加盟店の魅力向上を図るため、
本市が業務委託する専門家を商店街に派遣し、複数回
にわたる研修事業を実施する。

新型コロナウイルス感染症の影響下におけ
る、事業実施手法。

⑴みんなの商店街大作戦事業（にぎわいづく
り型）：50件
⑵みんなの商店街大作戦事業（地域貢献特別
型）：20件
⑶みんなの商店街集客力アップ事業：５件
⑷みんなの商店街人材育成事業：２件

⑴みんなの商店街大作戦事業（にぎわいづくり型）：16件
⑵みんなの商店街大作戦事業（地域貢献特別型）：１件
⑶みんなの商店街集客力アップ事業：１件
⑷みんなの商店街人材育成事業：１件

―

新型コロナウイルス感染症の影響
下における、事業実施手法。

⑴みんなの商店街大作戦事業（にぎわいづくり型）：50件
⑵みんなの商店街大作戦事業（地域貢献特別型）：20件
⑶みんなの商店街集客力アップ事業：６件（1年目：５件、２年目１
件）
⑷みんなの商店街人材育成事業：２件

経）商業・経営
支援課

179

食育学生ボラン
ティア養成講座

14

食育学生ボランティアが地域で活動を行うための基礎
知識を得ることを目的として、養成講座を開催

対面によらない実施方法について検討が必
要。

令和３年度は、オンラインで養成講座を実施
し、概ね好評であった。次年度以降もオンラ
インを視野に入れて実施を検討する。

・食育学生ボランティア数：50人

―

開催方法について工夫が必要。 令和３年度からオンラインで養成講座を実施し、概ね好評であったた
め、令和４年度もオンラインでの実施とした。次年度以降もオンライ
ンを視野に入れて実施を検討する。

保）健康企画課

180

食生活改善推進員
養成講座

14

食に関するボランティアを育成し、活動を支援 開催方法について工夫が必要。 受講者は高齢の方も多く、オンラインでの実
施は難しいと思われるが、広い会場の利用や
募集人数の削減等、三密を避けて実施するな
どの工夫で開催できるよう検討中。

受講者数：41人

―

開催方法について、引き続き工夫
が必要。

講義時間の短縮や受講人数の制限等、感染症予防対策を講じて実施す
る。

保）健康企画課

181

少年団体活動促進

14

子どもの自主的な社会参加や連帯意識の向上、青少年
活動を担う人材の育成、少年団体の活発化を目的に、
市内の小・中・高校生を対象に、少年リーダー養成研
修などの様々な体験活動機会を提供

単位子ども会数及び子ども会会員数の減少。 同規模実施予定 ・ジュニアリーダー養成研修（基本研修）：計56回、延べ
参加人数　887名
・市内小学校、児童会館・ミニ児童会館に配布される「エ
コチル」に各団体の広報記事を掲載。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、オンラ
イン学習・自宅学習と集合形式を併用して実施。 〇

単位子ども会数及び子ども会会員
数の減少。

同規模実施予定。 子）子どもの権
利推進課

182

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:49、80、156、
176、188、208、225）

14

まちづくりを担う人材などを育成するため、生涯学習
センター等で学習機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

３次構想を踏まえ、「市民活動系」「産業・
ビジネス系」の講座を充実させ、まちづくり
や産業振興に主体的に参画できる市民を育む
とともに学んだ成果や経験を活用できる場の
用意に一層努める必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大時期は
対面での講座の実施が難しいため、オンライ
ンによる実施など、状況に左右されずに開催
を担保できるような手法を検討していく必要
がある。

指定管理業務であることから、引き続き、指
定管理者に事業を継続させる。特に、重点施
策である施策の展開10「まちの活力を高める
学びの推進」、施策の展開20「身近な地域で
学びを深められる環境の整備」を念頭に置い
た事業展開を進めていく。
なお、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り、講座の中止など規模の縮小が想定され
る。
【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：163講座
・受講者数目標：1,383名

ボランティア・市民活動、まちづくり等を促進する「市民
活動系」、職業能力の向上や産業育成・活性化を促進する
「産業・ビジネス系」、生きがいづくりにつながる「文
化・教養系」の３つの系を柱として幅広い分野、レベルの
講座を実施。
主な会場となる生涯学習センターが令和3年3月～令和4年1
月まで大規模改修工事により休館となり、制約がある中で
会場を地域のコミュニティ施設や地区図書館などに移し、
新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、アウトリー
チによる実施に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施講座数：82講座
・受講者数：1,127名

〇

３次構想を踏まえ、「市民活動
系」「産業・ビジネス系」の講座
を充実させ、まちづくりや産業振
興に主体的に参画できる市民を育
むとともに、学んだ成果や経験を
活用できる場の拡充に努めていく
ことが必要。
また、オンラインなどの新たな実
施手法を取り入れていくととも
に、市民の身近な地域での学習機
会の拡充に引き続き取り組んでい
くことが重要。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続さ
せる。特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学び
の推進」、施策の展開20「身近な地域で学びを深められる環境の整
備」を念頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：239講座
・受講者数目標：3,000名

教）生涯学習推
進課

183

ご近所先生企画講
座
（再掲:163、227）

14

地域における学習機会の提供を目指し、市民が講座を
企画・運営する「ご近所先生企画講座」を市民カレッ
ジの一環として実施

３次構想を踏まえ、学びを通じたコミュニ
ティ作りや、学びの成果を地域課題解決に生
かす取り組みを一層推進していく必要があ
る。

引き続き、新型コロナウイルス感染症対策を
徹底しながら、指定管理業務として、学んだ
成果を生かして活躍したい市民を広く講師と
して募集し、研修プログラム等を提供すると
ともに、生涯学習センターをはじめ、市内の
各地域で「ご近所先生企画講座」を実施す
る。

学んだ成果を生かして活躍することを望む市民を広く講師
として募集し、研修プログラム等を提供するとともに、市
内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施した。
【令和３年度実績】
・実施講座数：25講座
・受講者数：212名 ―

３次構想を踏まえ、学びを通じた
コミュニティ作りや、学びの成果
を地域課題解決に生かす取り組み
を一層推進していく必要がある。

引き続き、新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、指定管理
業務として、学んだ成果を生かして活躍したい市民を広く講師として
募集し、研修プログラム等を提供するとともに、生涯学習センターを
はじめ、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施する。

教）生涯学習推
進課

184

点訳奉仕員・音訳
奉仕員・音訳校正
奉仕員・拡大写本
奉仕員養成講習会
の実施

14

視覚に障がいのある方の文化・教養・娯楽等の情報支
援のため、図書等の点訳・音訳・音訳校正・拡大を行
う奉仕員の養成講習会を実施

将来的な奉仕員の人員確保

無し 新型コロナウイルス感染症対策の影響により令和2年度から
延期された点訳ボランティア養成講習会分（補講分（講習
会4回分　延べ30人））の実施

―
・将来的な奉仕員の人員確保
・感染症等の状況により、何らか
の行動制限が課された際の対応。

〇拡大写本製作ボランティア養成講習会
　令和４年５月１７日（火）～令和４年７月１９日（火）
　毎週火曜日、10時00分～12時00分、全10回

〇点訳ボランティア養成講習会
　令和４年９月１日（木）～令和５年１２月１４日（木）
　毎週、木曜日　13：00～15：00
　（R4 24回　R5 34回　計全58回を予定）

保）障がい者更
生相談所(視聴
覚障がい者情報
センター）

計　5,639人
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185

未就業歯科衛生士
復職支援事業

15

歯科衛生士の育成及び資質の向上を図り、もって札幌
市の歯科医療体制の充実に寄与することを目的に、離
職等により就業していない歯科衛生士のうち、復職を
目指す者を対象として研修事業を実施

昨年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のために中止となっているが、今後も
同様に影響を受ける可能性がある。また、本
研修は、マネキンを使用した実習などが多い
ため、オンライン開催とすることは難しいと
考えられる。

引き続き、同等程度の回数を継続予定 慢性的な歯科衛生士不足の現状と歯科医療現場の窮状を踏
まえ、歯科衛生士の資格を有しながらも、結婚・出産・育
児・その他の事情により職場を離れた方々を対象に、復職
に必要な知識・技能等を習得していただくための未就業歯
科衛生士支援リカバリー研修セミナーを実施。
【令和元年度実績】
・実施回数：１回
・受講者数：7名

〇

なし 引き続き、同等程度の回数を継続予定 保）医療政策課

186

看護職復職支援講
習会

15

復職を目指している看護職（保健師、助産師、看護
師、准看護師）を対象として、看護現場の現状や復職
への取組方などを学ぶ講習会を開催

昨年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のために中止となっている研修もあ
り、今後も同様に影響を受ける可能性があ
る。
また、本研修は、採血等の演習や施設実習が
組み込まれているため、オンライン形式での
開催とすることは難しいと考えられる。

令和元年度と同等程度の回数を継続予定 ・講義と演習を行う2日間の看護職復職支援研修会を3回実
施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により2回の実施となり、併せて受講しやすいよう託児
保育を実施していたが中止。
・参加者数は計13人。

―

R2,R3年度は新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止のために中
止となっている研修もあり、今後
も同様に影響を受ける可能性があ
る。
また、本研修は、採血等の演習や
施設実習が組み込まれているた
め、オンライン形式での開催とす
ることは難しいと考えられる。

令和元年度と同等程度の回数を継続予定 保）医療政策課

187

保育士等支援事業

15

保育士の復職支援や保育所からの求人へのマッチング
などを行う「保育士・保育所支援センター」の運営
保育士資格を持っていない幼稚園教諭が資格を取得す
る際に要する費用などの補助

引き続き、センターの利用者増加のために、
事業内容等の周知・広報の注力が必要。ま
た、新型コロナウイルス感染者の拡大・減少
に関わらず、支援を継続できるよう、状況に
応じて実施手法を工夫していく必要がある。

令和２年度に実施した事業を継続的に実施す
るほか、「保育人材支援センター（保育所・
保育士支援センターから改称）」における取
扱い職種を、保育士以外(幼稚園教諭、調理
員等）に拡充し、マッチングシステムを導入
する等、保育現場での就業を希望する方を支
援していく。

・「保育人材支援センターさぽ笑み」運営実績：
新規登録事業者数263件、求人人数1,155件、登録求職者数
243人、採用者数71人となった。
・「札幌市保育園オンラインミーティング（合同施設説明
会・面接会）」開催実績：
求職者89名、事業者110法人 〇

引き続き、さぽ笑みの利用者増加
のために、事業内容等の周知・広
報の注力が必要。また、新型コロ
ナウイルス感染者の拡大・減少に
関わらず、支援を継続できるよ
う、状況に応じて実施手法を工夫
していく必要がある。

引き続き、「保育人材支援センターさぽ笑み」の運営を中軸として、
合同施設説明会・面接会、人材確保・定着化研修等の事業を実施し、
保育人材確保を推進していく。

子）保育推進課

188

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:49、80、156、
176、182、208、225）

15

まちづくりを担う人材などを育成するため、生涯学習
センター等で学習機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

３次構想を踏まえ、「市民活動系」「産業・
ビジネス系」の講座を充実させ、まちづくり
や産業振興に主体的に参画できる市民を育む
とともに学んだ成果や経験を活用できる場の
用意に一層努める必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大時期は
対面での講座の実施が難しいため、オンライ
ンによる実施など、状況に左右されずに開催
を担保できるような手法を検討していく必要
がある。

指定管理業務であることから、引き続き、指
定管理者に事業を継続させる。特に、重点施
策である施策の展開10「まちの活力を高める
学びの推進」、施策の展開20「身近な地域で
学びを深められる環境の整備」を念頭に置い
た事業展開を進めていく。
なお、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り、講座の中止など規模の縮小が想定され
る。
【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：163講座
・受講者数目標：1,383名

ボランティア・市民活動、まちづくり等を促進する「市民
活動系」、職業能力の向上や産業育成・活性化を促進する
「産業・ビジネス系」、生きがいづくりにつながる「文
化・教養系」の３つの系を柱として幅広い分野、レベルの
講座を実施。
主な会場となる生涯学習センターが令和3年3月～令和4年1
月まで大規模改修工事により休館となり、制約がある中で
会場を地域のコミュニティ施設や地区図書館などに移し、
新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、アウトリー
チによる実施に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施講座数：82講座
・受講者数：1,127名

〇

３次構想を踏まえ、「市民活動
系」「産業・ビジネス系」の講座
を充実させ、まちづくりや産業振
興に主体的に参画できる市民を育
むとともに、学んだ成果や経験を
活用できる場の拡充に努めていく
ことが必要。
また、オンラインなどの新たな実
施手法を取り入れていくととも
に、市民の身近な地域での学習機
会の拡充に引き続き取り組んでい
くことが重要。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続さ
せる。特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学び
の推進」、施策の展開20「身近な地域で学びを深められる環境の整
備」を念頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：239講座
・受講者数目標：3,000名

教）生涯学習推
進課

189

障がい者ITサポー
トセンター運営事
業

16

障がい者の情報通信技術の利用機会を設け自立と社会
参加の促進を図るため、障がい者ITサポートセンター
を設置し、ITに関する利用相談・情報提供、パソコン
講習の開催、パソコンボランティアの要請及び派遣等
を実施

3次構想を踏まえ、障がいのある方に開かれ
た学びの環境づくりを図るよう、利用者の
ニーズに併せて講習内容を見直しながら継続
して行っていく必要がある。

令和２年度と同様に、新型コロナウイルスの
感染状況を見ながら、ボランティアの養成、
派遣等を行い、パソコン講習は個別対応を中
心に実施する予定。
【令和３年度実施予定（見込）】
・ITに関する利用相談件数　151件
・パソコンボランティア派遣件数　59件
・パソコン講習受講数　51人

障がいのある方のパソコン講習をはじめ、自宅でパソコン
操作等を助言するボランティアの養成、派遣等を行ってお
り、外出機会の多くない障がいのある方の社会参加を支援
した。
【令和３年度実績】
・ITに関する利用相談件数138件
・パソコンボランティア派遣件数92件
・パソコン講習受講数45人

〇

3次構想を踏まえ、障がいのある
方に開かれた学びの環境づくりを
図るよう、利用者のニーズに併せ
て講習内容を見直しながら継続し
て行っていく必要がある。

令和２～３年度と同様に、新型コロナウイルスの感染状況を見なが
ら、ボランティアの養成、派遣等を行い、パソコン講習は個別対応に
て実施する予定。
【令和４年度実施予定（見込）】
・ITに関する利用相談件数　138件
・パソコンボランティア派遣件数　92件
・パソコン講習受講数　45人

保）障がい福祉
課

190

育児休業等取得助
成金事業【R2か
ら】
※（旧）仕事と暮
らしのライフプラ
ン支援事業

16

札幌の未来を担う若者たちが、仕事と暮らしの調和し
たライフプランを実現できるよう、様々な情報発信を
行うとともに、育休代替職員雇用への助成など、企業
に対する支援を充実させ、ワーク・ライフ・バランス
を推進

　今後もワーク・ライフ・バランスを推進し
ていくため、育児休業等助成金について、よ
り多くの企業に対して助成できるよう、一層
の事業周知を行っていくこととともに、企業
にとってより使いやすい制度にするために、
庁内の関係部局との連携を強化していくこと
が課題である。

育児休業を取得しやすい環境づくりを支援す
るため、「札幌市ワーク・ライフ・バランス
plus認証企業」のうち、一定の要件を満たし
た企業に対して育児休業取得助成金等を支給
する。
　令和３年度は、前年度に引き続き、下記の
助成項目で実施する。
①育児休業取得助成金
②育児休業代替要員雇用助成金
③男性の育児休業取得助成金
④子の看護休暇有給制度創設助成金

　育児休業を取得しやすい環境づくりを支援するため、
「札幌市ワーク・ライフ・バランス plus認証企業」のう
ち、一定の要件を満たした企業に対して育児休業取得助成
金等を支給した。

令和３年度の企業への支援実績は以下のとおり。
育児休業取得助成金支給：18社
育児休業代替要員雇用助成金支給：13社
男性育児休業取得助成金支給：46社（47件）
子の看護休暇有給制度創設助成金：３社 ◎

　他の助成金メニューに比べて
「子の看護休暇有給制度創設助成
金」の申請が低調であるため、申
請件数を増やすための方策を考え
る必要がある。
　また、関連する法律や国の政策
との整合性を図りながら、助成金
メニューの改廃等の検討も必要と
なる。
　なお、企業にとってより使いや
すい制度にするために、庁内の関
係部局との連携を強化していくこ
とが課題である。

　育児休業を取得しやすい環境づくりを支援するため、「札幌市ワー
ク・ライフ・バランス plus認証企業」のうち、一定の要件を満たし
た企業に対して育児休業取得助成金等を支給する。
　令和４年度は、前年度に引き続き、下記の助成項目で実施する。
①育児休業取得助成金
②育児休業代替要員雇用助成金
③男性の育児休業取得助成金
④子の看護休暇有給制度創設助成金

子）子ども企画
課

191

困難を有する若者
への相談支援及び
支援機関ネット
ワークの充実

16

札幌市若者支援総合センターにおいて、ひきこもりや
ニート等困難を有する若者のための相談事業や、自立
支援プログラムを実施するなど、若者の社会的自立に
向けた総合的な支援を行い、「さっぽろ子ども・若者
支援地域協議会」をはじめとする支援機関の連携によ
り、困難を有する子ども・若者を速やかに適切な支援
機関へとつなげる事業

再掲（No.45と同じ） 再掲（No.45と同じ） 子）子どもの権
利推進課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

192

子どもの学びの環
境づくり事業費

16

不登校児童生徒の受け皿となっているフリースクール
などの民間施設に対し、児童生徒の教材や体験活動等
に係る経費の一部を助成することで、子どもたちの学
び・育ちの環境を整え、もって不登校児童生徒の社会
的自立を支援

国においてフリースクールの支援策や学校以
外の場で学習する子どもの教育機会の確保等
について、平成28年12月に「教育機会確保
法」が成立したところであり、今後の動向を
注視しながら、本補助制度を含めた総合的な
支援のあり方について検討を進める必要があ
る。

不登校児童生徒は依然増加傾向にあり、事業
の継続により、多様な学びの環境を整えてい
く。
【令和３年度実施予定】
・10団体、補助申請額：20,000千円

フリースクールなどの民間施設に対し、指導体制の整備や
教材・体験活動等の充実などに必要な経費の一部を助成し
た。
【令和３年度実績】
・11団体、補助申請額：19,947千円

◎

国においてフリースクールの支援
策や学校以外の場で学習する子ど
もの教育機会の確保等について、
平成28年12月に「教育機会確保
法」が成立したところであり、今
後の動向を注視しながら、本補助
制度を含めた総合的な支援のあり
方について検討を進める必要があ
る。

不登校児童生徒は依然増加傾向にあり、事業の継続により、多様な学
びの環境を整えていく。
【令和４年度実施予定】
・10団体、補助申請額：20,000千円

子）子どもの権
利推進課

193
児童福祉施設等感
染症対策費（再
掲:25）

16

フリースクールなど民間施設に対し、新型コロナウイ
ルス感染症対策として必要な予防策を講じることがで
きるよう、必要な経費の一部助成（R2～実施）。
【令和２年度実績】
・11団体、補助申請額：3,496千円

新型コロナウイルス感染症対策は引き続き必
要であることから、事業の継続により、多様
な学びの環境を整えていく。
【令和３年度実施予定】
・20団体、補助申請額：6,000千円

再掲(No.25に同じ） 子）子どもの権
利推進課

194

大通情報ステー
ションの運営

17

市内及び札幌近郊における文化、観光、交通、都心部
のショッピング情報などを提供する大通情報ステー
ション及びウェブサイトを運営

新型コロナの影響により来場者数は減少した
一方で、市民等は引き続き来場していること
から、丁寧・適切な対応を行っていく。

引き続き運営を行う 有人案内のほか、ホームページ及び情報誌「ウィークリー
プレス」において情報発信を実施したものの、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、141日間の休館となり、来場
者数が大幅に減少した。
【令和３年度実績】
・来場者数：13,475人（日：13,321人、英：77人、中：77
人）
・イベント取扱件数：2,367件（WEB：1,437件、チラシ：
930件）

―

新型コロナウイルスの影響により
来場者数は減少している一方で、
市民等は引き続き来場しているこ
とから、丁寧・適切な対応を行っ
ていく。

引き続き３か国語による有人案内のほか、ホームページ及び情報誌
ウィークリープレスによる情報発信を行う。

政）都心まちづ
くり課

195

消費者教育カタロ
グ化事業

17

各団体や事業者が行っている、消費者教育に関する講
座などの情報をカテゴリー別に分かりやすくまとめた
冊子の制作を実施（平成28年度以降は、WEBページ上
で検索できるデータベースシステムを構築予定）

より広く市民へ周知する手法を考える必要が
ある。

今後も市民が学びたい情報にアクセスできる
よう、本市における消費者教育に関する情報
を包括的に発信していく。

様々な企業・団体・行政・地域等が行っている消費者教育
の取組を検索・閲覧可能なポータルサイト「さっぽろ暮ら
しまなBOOK」やFacebook、Twitterを活用した消費生活関連
情報を発信した。

〇

市）消費生活課

196

ボランティア振興
事業

17

ボランティア活動センターにて、ボランティア活動の
普及・啓発やボランティア団体の円滑な活動を支援す
るための広報誌及び活動手引書による情報提供、ボラ
ンティアに関する相談業務、ボランティア団体等の登
録・需給調整、ボランティア活動のための各種研修等
を実施

感染防止の観点から多くの研修が中止になっ
たため、感染対策を徹底し、研修参加者の安
全を確保した上での開催方法を検討する必要
がある。

引き続き感染拡大防止に努めるとともに、ボ
ランティアに関する相談・登録の受付や活動
調整、各種研修などを実施する。

○ボランティア登録状況
　・団体数　558団体（31,762人）
　・個人登録数　2,104人
○ボランティア研修参加者数
　・集合型260人
　・出張型5,417人
　※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、集合型研
修86回及び出張型研修1回が中止

―

感染防止の観点から多くの研修が
中止になったため、感染対策を徹
底し、研修参加者の安全を確保し
た上での開催方法を検討する必要
がある。

引き続き感染拡大防止に努めるとともに、ボランティアに関する相
談・登録の受付や活動調整、各種研修などを実施する。

保）総務課

197

子育て情報提供強
化事業

17

子育て家庭が必要な情報を入手し、自分に合ったサー
ビスを利用できるよう、子育て情報に特化したホーム
ページとスマートフォンアプリを開設するとともに、
年齢別、地域別などの個々の状況に合わせた子育て情
報を発信

アプリダウンロード数が順調に増えているた
め、見やすく使いやすいサイトやアプリにし
ていく必要がある。

子育て情報サイトやアプリを利用者のニーズ
に合わせて充実させ、引き続き情報発信を行
う。

アプリダウンロード数：40,564

〇

アプリダウンロード数が順調に増
えているため、見やすく使いやす
いサイトやアプリにしていく必要
がある。

子育て情報サイトやアプリを利用者のニーズに合わせて充実させ、引
き続き情報発信を行う。

子）子育て支援
課

198

札幌市環境プラザ
情報発信機能強化
事業

17

札幌市の主要な環境拠点施設である環境プラザにおい
て、より実践的な学習内容となるよう展示物を更新
し、情報発信力の強化を推進

整備後の施設を活用し、より効果的な情報発
信方法を検討していく必要がある。

市民のニーズや施設利用による効果の検証を
行いながら、引き続き指定管理者による施設
運営を行う（「札幌市環境プラザ情報発信機
能強化事業」としては、今後の実施予定はな
し）。

令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め、施設を休館したほか外出自粛などもあり、施設利用人
数は28,911人と前年度比で減少したものの、今年度から実
施した野外自然体験活動や昨年度から継続的に実施してい
るオンラインでの事業を積極的に展開し、市民のニーズに
対応するため事業の充実を図った。 〇

新型コロナウイルス感染症拡大に
伴い施設を休館や利用制限が続い
た影響で中止した事業もあったた
め、オンラインの活用も含め、利
用者のニーズを踏まえた事業運営
を検討する必要がある。

新型コロナウイルス感染症に対する社会変容を意識した事業の実施を
行うとともに、市民のニーズや施設利用による効果の検証を行いなが
ら、引き続き指定管理者による施設運営を行う（「札幌市環境プラザ
情報発信機能強化事業」としては、今後の実施予定はなし）。

環）環境政策課

199

生涯学習センター
における学習相談
コーナーの運営
（再掲:207）

17

学習相談コーナーを運営し、自らの知識・経験を活か
したい市民が登録する「ちえりあ市民講師バンク」講
師を地域へ派遣するコーディネート等を実施

生涯学習センターが学びのコーディネーター
としてより一層活用されるよう、学習相談機
能について市民周知に努めるとともに、講師
バンクの存在をより周知するため、新たな広
報手法を検討していく必要がある。

引き続き、指定管理業務として、市民の多様
な学習ニーズに応え、「ちえりあ市民講師バ
ンク」に登録している講師や、サークル活動
の内容を紹介するなど、市民の学習活動に役
立つ情報を提供する。

市民の多様な学習ニーズに応え、「ちえりあ市民講師バン
ク」に登録している講師や、サークル活動の内容を紹介す
るなど、市民の学習活動に役立つ情報を提供した。また、
広報誌でPRするなど、利用促進にも取り組んだ。
【令和３年度実績】
・学習相談件数　　5,812件
・市民講師バンク登録者数　　214名
・マッチング件数　　24件

〇

生涯学習センターが学びのコー
ディネーターとしてより一層活用
されるよう、学習相談機能や市民
講師バンクの存在について市民周
知に努めていくとともに、あわせ
て、新たな広報手法も検討してい
く。

引き続き、指定管理業務として、市民の多様な学習ニーズに応え、
「ちえりあ市民講師バンク」に登録している講師や、サークル活動の
内容を紹介するなど、市民の学習活動に役立つ情報を提供する。

教）生涯学習推
進課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課
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200

効果的な生涯学習
情報の提供につい
ての検討

17

市民が利用しやすい生涯学習情報の提供方法について
検討

高齢者世代を主な対象とした紙媒体による情
報発信が中心となっているため、今後は、よ
り幅広い年齢層に、効果的に生涯学習情報を
発信できるよう、新たな手法を検討する必要
がある。

市内で実施される講座、学習施設、団体サー
クル等、生涯学習に関する情報の収集すると
ともに、広報誌を中心に、ホームページ、公
式LINEアカウント、資料配架によって市民に
広く発信していく。

市内で実施される講座、学習施設、団体サークル等、生涯
学習に関する情報の収集するとともに、広報誌を中心に、
ホームページ、公式LINEアカウント、資料配架によって市
民に広く発信した。
また、イトーヨーカドー福住店内に設置した「札幌市生涯
学習センターサテライト」でミニ講座の開催や広報誌の配
架を行い、さっぽろ市民カレッジやちえりあの知名度アッ
プを図った。

〇

高齢者世代を主な対象とした紙媒
体による情報発信に加えて、より
幅広い年齢層に、効果的に生涯学
習情報を発信できるよう、引き続
き新たな手法を検討していく。

市内で実施される講座、学習施設、団体サークル等、生涯学習に関す
る情報の収集するとともに、広報誌を中心に、ホームページ、公式
LINEアカウント、資料配架によって市民に広く発信していく。

教）生涯学習推
進課

201

出前講座の総括

18

職員が地域に出向き、市政情報の提供と市民との直接
対話を行う「出前講座」の総括

幅広い年齢の市民に利用されるよう、より
テーマを工夫するよう各局に働きかけるとと
もに、開催にあたっては、感染症予防対策を
実施する必要がある。

令和3年度は11分野205テーマで実施予定。次
年度のテーマ集作成の段階で各局に幅広い年
齢の市民に利用されるよう内容を工夫するよ
う働きかける。
また、市民からの要望があった場合には、必
要に応じてオンラインにて開催するよう、各
部局に働きかける。

令和3年度は11分野210テーマで実施。実施回数は233回、参
加人数は13,052人。
昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、実施回数及び参加人数ともに前年度よりは上回ったも
のの、例年よりは下回る結果となった。

―

幅広い年齢の市民に利用されるよ
う、よりテーマを工夫するよう各
局に働きかけるとともに、開催に
あたっては、感染症予防対策を実
施する必要がある。

令和4年度は11分野210テーマで実施予定。次年度のテーマ集作成の段
階で各局に幅広い年齢の市民に利用されるよう内容を工夫するよう働
きかける。また、市民からの要望があった場合には、必要に応じてオ
ンラインにて開催するよう、各部局に働きかける。

総）広報課

202

消費生活講座・講
師派遣講座

18

消費者被害の未然防止や、消費者意識の高揚を図るこ
とを目的として、消費生活講座、講師派遣講座等の各
種講座を実施

より広く市民へ周知する手法を考える必要が
ある。

引き続き、消費者庁作成の「消費者教育の体
系イメージマップ」における各項目を参考
に、消費生活講座等を実施していく。

消費者被害の未然防止や、消費者意識の高揚を図ることを
目的として、次の２種の講座を実施した。
【令和３年度実績】
○消費生活講座
・実施講座数：10講座
・受講者数：211人
○講師派遣講座
・実施講座数：27講座
・受講者数：956人

〇

より広く市民へ周知する手法を考
える必要がある。

引き続き、消費者庁作成の「消費者教育の体系イメージマップ」にお
ける各項目を参考に、消費生活講座等を実施していく。

市）消費生活課

203

消費者被害防止
ネットワーク事業

18

高齢及び障がい福祉機関、民生委員、町内会等の依頼
により、消費生活推進員を派遣して、高齢者・障がい
者を悪質商法から守るためのミニ講座を実施

コロナの影響により、開催依頼があっても
キャンセルになる場合があり、実施方法など
柔軟な対応が必要である。

引き続き、より幅広い層にミニ講座を受講し
てもらえるよう、関係機関等との連携を充実
させ、消費者教育の機会確保につなげてい
く。

高齢者・障がい者を悪質商法から守るため、地域活動団体
等に対して、ミニ講座を実施した。
【令和３年度実績】
〇ミニ講座
・実施講座数：12講座（うち２回はオンライン開催）
・受講者数：238人 ―

コロナの影響で申し込み件数の減
少や、開催依頼があってもキャン
セルになる場合があるため、オン
ラインによる実施を増やすなど柔
軟な対応が必要である。

引き続き、より幅広い層にミニ講座を受講してもらえるよう、関係機
関等との連携を充実させ、消費者教育の機会確保につなげていく。

市）消費生活課

204

文化財等に関する
普及講演・出前講
座

18

文化財保護指導員が講師となり、地域の歴史・文化や
文化財等に関する出前講座を実施（実施する地域や受
講者に応じてその都度内容を変更）

市民の希望が全般的な札幌の文化財から地域
の歴史まで幅広いことからきめ細やかな対応
が必要となる。新型コロナウイルスの影響に
より対面講座の需要が減少していることか
ら、新しいやり方を検討しなければならな
い。

これまでと同様に市民の希望に応じた講座を
実施するほか、別の手法で文化財の普及活動
を検討する。

文化財保護指導員が講師となり、札幌の文化財等に関する
出前講座等を実施し、市民の希望に応じた学習機会を提供
する予定であったが、前年度同様に新型コロナウイルスの
影響により申込が伸びなかった。
【令和３年度実績】
・1回 ―

市民の希望が全般的な札幌の文化
財から地域の歴史まで幅広いこと
からきめ細やかな対応が必要とな
る。新型コロナウイルスの影響に
より対面講座の需要が減少してい
ることから、新しいやり方を検討
しなければならない。

歴史や文化財は非常に幅広いため、講座のベースとなる内容をしっか
りと固め、その上で申請者希望に沿う内容を加えることできめ細かな
対応ができるよう講座を準備していく。また、新型コロナウイルス感
染症が続くことを想定し、オンラインなど別の手法で文化財の普及活
動を検討する。

市）文化財課

205

健康づくりサポー
ター派遣事業

18

地域における自主的な健康づくりを推進するため、健
康づくりに関する指導経験を有する市民を「健康づく
りサポーター」として登録し、健康づくりを行う自主
活動グループや町内会等の団体に派遣

健康さっぽろ21（第二次）中間評価結果を踏
まえ、事業の見直しが必要。また、コロナの
影響により、派遣回数が減少しており、周
知・啓発が必要。

趣味活動を通じて集まっているサークル等の
団体が、健康づくりにも取組むきっかけとな
るよう支援を継続する。健康づくりサポー
ターから派遣時に、健康さっぽろ21等にて示
された課題について周知・啓発を実施する。
【令和３年度実施予定】
・派遣回数：100回

【令和３年度実績】
・派遣回数：17回

―

自主活動グループや町内会等の団
体からの要請を受けて講師を派遣
する事業であり、コロナ禍以前の
ように活動を行うことへの不安感
から派遣回数が減少している状況
が続いている。

コロナ禍の外出自粛により運動習慣が減少した人の運動のきっかけに
なるよう、健康づくりを行いたい団体等に講師を派遣できるよう事業
の普及啓発や活動支援を行っていく。
【令和４年度実施予定】
・派遣回数：100回

保）健康企画課

206

札幌市食育ボラン
ティア事業

18

食育が市民活動として広く展開されるよう、食生活改
善や地産地消などの分野で活動いただく「札幌市食育
ボランティア」を公募し、登録・派遣の実施

実施方法について検討が必要（対面によらな
い、三密を避けて実施等）

オンラインでの実施が可能な事業については
切り替えていく。対面によらない実施が難し
い事業は、人数制限や広い会場を利用する等
の工夫で三密を避けての実施を検討する。

・食育ボランティア　登録数：155人、派遣数4回
・食育学生ボランティア　登録数：50人、派遣数：0回
・食生活改善推進員数：1,039人
・すこやか食育支援事業　実施回数：29回、事業利用者
数：401人

―

実施方法について、工夫が必要。 オンラインでの実施が可能な事業については切り替えていく。対面に
よらない実施が難しい事業は、人数制限や広い会場を利用する等の工
夫で三密を避けての実施を検討する。

保）健康企画課

207

生涯学習センター
における学習相談
コーナーの運営
（再掲:199）

18

学習相談コーナーを運営し、自らの知識・経験を活か
したい市民が登録する「ちえりあ市民講師バンク」講
師を地域へ派遣するコーディネート等を実施

生涯学習センターが学びのコーディネーター
としてより一層活用されるよう、学習相談機
能について市民周知に努めるとともに、講師
バンクの存在をより周知するため、新たな広
報手法を検討していく必要がある。

引き続き、指定管理業務として、市民の多様
な学習ニーズに応え、「ちえりあ市民講師バ
ンク」に登録している講師や、サークル活動
の内容を紹介するなど、市民の学習活動に役
立つ情報を提供する。

市民の多様な学習ニーズに応え、「ちえりあ市民講師バン
ク」に登録している講師や、サークル活動の内容を紹介す
るなど、市民の学習活動に役立つ情報を提供した。また、
広報誌でPRするなど、利用促進にも取り組んだ。
【令和３年度実績】
・学習相談件数　　5,812件
・市民講師バンク登録者数　　214名
・マッチング件数　　24件

〇

生涯学習センターが学びのコー
ディネーターとしてより一層活用
されるよう、学習相談機能や市民
講師バンクの存在について市民周
知に努めていくとともに、あわせ
て、新たな広報手法も検討してい
く。

引き続き、指定管理業務として、市民の多様な学習ニーズに応え、
「ちえりあ市民講師バンク」に登録している講師や、サークル活動の
内容を紹介するなど、市民の学習活動に役立つ情報を提供する。

教）生涯学習推
進課
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208

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:49、80、156、
176、182、188、225）

19

まちづくりを担う人材などを育成するため、生涯学習
センター等で学習機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

３次構想を踏まえ、「市民活動系」「産業・
ビジネス系」の講座を充実させ、まちづくり
や産業振興に主体的に参画できる市民を育む
とともに学んだ成果や経験を活用できる場の
用意に一層努める必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大時期は
対面での講座の実施が難しいため、オンライ
ンによる実施など、状況に左右されずに開催
を担保できるような手法を検討していく必要
がある。

指定管理業務であることから、引き続き、指
定管理者に事業を継続させる。特に、重点施
策である施策の展開10「まちの活力を高める
学びの推進」、施策の展開20「身近な地域で
学びを深められる環境の整備」を念頭に置い
た事業展開を進めていく。
なお、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り、講座の中止など規模の縮小が想定され
る。
【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：163講座
・受講者数目標：1,383名

ボランティア・市民活動、まちづくり等を促進する「市民
活動系」、職業能力の向上や産業育成・活性化を促進する
「産業・ビジネス系」、生きがいづくりにつながる「文
化・教養系」の３つの系を柱として幅広い分野、レベルの
講座を実施。
主な会場となる生涯学習センターが令和3年3月～令和4年1
月まで大規模改修工事により休館となり、制約がある中で
会場を地域のコミュニティ施設や地区図書館などに移し、
新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、アウトリー
チによる実施に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施講座数：82講座
・受講者数：1,127名

〇

３次構想を踏まえ、「市民活動
系」「産業・ビジネス系」の講座
を充実させ、まちづくりや産業振
興に主体的に参画できる市民を育
むとともに、学んだ成果や経験を
活用できる場の拡充に努めていく
ことが必要。
また、オンラインなどの新たな実
施手法を取り入れていくととも
に、市民の身近な地域での学習機
会の拡充に引き続き取り組んでい
くことが重要。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続さ
せる。特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学び
の推進」、施策の展開20「身近な地域で学びを深められる環境の整
備」を念頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：239講座
・受講者数目標：3,000名

教）生涯学習推
進課

209

サッポロサタデー
スクール事業
（再掲:32、131、
162、169、226）

19

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の豊かな
社会資源を活用したプログラムを、土曜日等に学校施
設等を活用して実施

従前よりコーディネーターの担い手育成や事
業に関わる教職員の負担が課題であるが、こ
れに加え感染症の影響により活動を縮小・自
粛する運営協議会が多く出ている。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮や、運
営の地域化を促すための支援に取り組む必要
がある。

新型コロナウイルス感染症の動向を注視しな
がら、適切な感染対策を講じ、可能な範囲で
事業を実施する。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮とし
て、プログラムの年間実施回数の下限を撤廃
し、年度途中契約にも随時対応する。
感染症流行下での活動事例など運営に資する
情報提供に取り組むほか、関係様式の自動化
や運営サポート様式の作成などを検討し、事
務の省力化が図れるよう検討する。

【令和３年度実施予定】（7月現在）
・実施校　7校（7運営協議会）

14校13運営協議会で子どもたちに学びや体験の場を提供し
たが、年平均回数は約2.5回となった。感染対策の観点か
ら、調理や接触の多い運動プログラムの見合わせや参加人
数制限が多数行われ、参加者数も従前より大きく減少し
た。
コーディネーターの発掘・育成等を目的としたＮＰＯ等の
人材派遣は希望団体がなかったが、職員による随時個別相
談対応、事業広報紙を活用した情報提供、次年度の実施方
針説明会を兼ねた研修会を行い、活動を支援した。 ―

感染症流行の影響が続き、多様な
学び・体験の提供機会が大きく減
少しているほか、運営者、特に学
校の負担が増している。

感染症流行の影響が続き、多様な学び・体験の提供機会が大きく減少
しているほか、運営者、特に学校の負担が増している。
運営協議会の体制を始めとする既存の枠組を生かして、学校の負担を
減らしながら、地域の力を生かした多様な学びの場の提供を推進する
ため、授業（地域学習、ゲストティーチャー招へい）や放課後を対象
に含む条件での委託を試行し、土曜日の教育活動から学校支援活動を
含む地域学校協働活動への転換を目指す。

教）生涯学習推
進課

210

中央図書館運営

20

札幌市の図書館施設の中心となる中央図書館における
事業の運営及び施設の維持管理を行い、図書資料の貸
出をはじめ資料の収集・保存・参考調査などを行うと
ともに、道内外の公共図書館・大学図書館等との間の
資料の相互協力を積極的に実施

「身近な学びの施設」「知の拠点」として、
市民が生活や活動、学習に役立つ情報を容易
に的確に得ることができるよう、図書館サー
ビスの一層の充実が必要である。そのために
も、図書施設を安心・安全かつ快適な状態に
維持すること、またコロナ禍の物理的な制約
がある中でも、創意工夫をして、図書館サー
ビスを提供し続ける必要がある。

中央図書館における事業の運営及び施設の維
持管理を行う。また、図書資料の充実、図書
貸出・予約・返却、資料レファレンス、イン
ターネットによる蔵書検索及び貸出予約など
による幅広い市民への図書館サービスの提供
を行った。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
令和３年５月４日から７月11日まで休館。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
座席数や利用方法などを制限しながら開館し
ている状況。
・イベントなどについては、市内の感染状況
や他施設の取組などを勘案しながら徐々に再
開。

中央図書館における事業の運営及び施設の維持管理を行
う。また、図書資料の充実、図書貸出・予約・返却、資料
レファレンス、インターネットによる蔵書検索及び貸出予
約などによる幅広い市民への図書館サービスの提供を行っ
た。
【令和３年度実績】
・来館者数：303,732人（大通カウンターを除く）
・貸出冊数：688,943冊
・蔵書冊数：901,070冊
※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和３年５月
４日から７月11日まで、令和３年８月29日から９月30日ま
で臨時休館。

―

「身近な学びの施設」「知の拠
点」として、市民が生活や活動、
学習に役立つ情報を容易に的確に
得ることができるよう、図書館
サービスの一層の充実が必要であ
る。そのためにも、図書施設を安
心・安全かつ快適な状態に維持す
ること、またコロナ禍の物理的な
制約がある中でも、創意工夫をし
て、図書館サービスを提供し続け
る必要がある。

中央図書館における事業の運営及び施設の維持管理を行う。また、図
書資料の充実、図書貸出・予約・返却、資料レファレンス、インター
ネットによる蔵書検索及び貸出予約などによる幅広い市民への図書館
サービスの提供を行った。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、座席数や利用方法などを
制限しながら開館している状況。
・イベントなどについては、市内の感染状況や他施設の取組などを勘
案しながら徐々に再開。

教）運営企画課

211

地区図書館運営

20

新琴似図書館（北区）、元町図書館（東区）、東札幌
図書館（白石区）、厚別図書館（厚別区）、西岡図書
館（豊平区）、清田図書館（清田区）、澄川図書館
（南区）、山の手図書館（西区）、曙図書館（手稲
区）における図書館事業の運営及び施設の管理

「身近な学びの施設」「知の拠点」として、
市民が生活や活動、学習に役立つ情報を容易
に的確に得ることができるよう、図書館サー
ビスの一層の充実が必要である。そのために
も、各図書館施設を安心・安全かつ快適な状
態に維持すること、またコロナ禍の物理的な
制約がある中でも、創意工夫をして、図書館
サービスを提供し続ける必要がある。

地区図書館における事業の運営及び施設の維
持管理を行う。また、図書資料の充実、図書
貸出・予約・返却、資料レファレンス、普及
事業などによる幅広い市民への図書館サービ
スの提供を行う。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
令和３年５月４日から７月11日まで休館。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
座席数や利用方法などを制限しながら開館し
ている状況。
・イベントなどについては、市内の感染状況
や他施設の取組などを勘案しながら徐々に再
開。

地区図書館における事業の運営及び施設の維持管理を行
う。また、図書資料の充実、図書貸出・予約・返却、資料
レファレンス、普及事業などによる幅広い市民への図書館
サービスの提供を行った。
【令和３年度実績】
・来館者数：786,632人
・貸出冊数：1,593,127冊
・蔵書冊数：765,231冊
※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和３年５月
４日から７月11日まで、令和３年８月29日から９月30日ま
で臨時休館。

―

「身近な学びの施設」「知の拠
点」として、市民が生活や活動、
学習に役立つ情報を容易に的確に
得ることができるよう、図書館
サービスの一層の充実が必要であ
る。そのためにも、各図書館施設
を安心・安全かつ快適な状態に維
持すること、またコロナ禍の物理
的な制約がある中でも、創意工夫
をして、図書館サービスを提供し
続ける必要がある。

地区図書館における事業の運営及び施設の維持管理を行う。また、図
書資料の充実、図書貸出・予約・返却、資料レファレンス、普及事業
などによる幅広い市民への図書館サービスの提供を行う。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、座席数や利用方法などを
制限しながら開館している状況。
・イベントなどについては、市内の感染状況や他施設の取組などを勘
案しながら徐々に再開。

教）運営企画課

212

図書室・図書コー
ナー等運営

20

区民センター、篠路コミュニティセンター、地区セン
ター等に併設される図書室及び里塚・美しが丘地区セ
ンター図書カウンターの図書室事業の運営、並びに月
寒公民館・定山渓まちづくりセンター・もみじ台管理
センター・身体障害者福祉センターに設置している図
書コーナーの事業運営。

身近な地域の学びの場として、感染拡大防止
策を講じつつ、コロナ禍においても提供でき
るサービスを検討する必要がある。

・指定管理者等により事業を継続。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
令和3年5月4日から7月11日まで休館。
・新型コロナ感染拡大防止のため引き続き座
席数や利用方法などを制限しながら開館して
いる状況。
・イベント等は、市内の感染状況や他施設の
取組などを勘案しながら開催を検討する。

区民センターや地区センターなどに併設されている図書
室・図書コーナーを運営した。
【令和３年度実績】
・貸出冊数：1,698,859冊・蔵書冊数：983,520冊

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和3年5月4日
から7月11日まで、令和3年8月29日から9月30日まで休館。 〇

身近な地域の学びの場として、感
染拡大防止策を講じつつ、コロナ
禍においても提供できるサービス
を検討する必要がある。

・指定管理者等により事業を継続。
・新型コロナ感染拡大防止のため引き続き座席数や利用方法等を制限
しながら開館を継続していく。
・イベントなどは、市内の感染状況や他の市有施設の取組などを勘案
しながら開催を検討する。

教）利用サービ
ス課

213

中央図書館大通カ
ウンター運営

20

図書資料の利用にあたって、都心部におけるサービス
アップを図るため、地下鉄大通駅大通交流拠点に貸
出・返却カウンターを設置

利便性の高い場所での図書の貸出・返却に特
化した場所であるため、しっかりと感染防止
対策を講じたうえで、サービス向上に努め
る。

・業務委託により事業を継続
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
令和3年5月4日から７月11日までサービス停
止。

【令和３年度実績】
・貸出冊数：184,498冊

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和3年5月4日
から7月11日まで、令和3年8月29日から9月30日まで休館。

〇

利便性の高い場所での図書の貸
出・返却に特化した場所であるた
め、しっかりと感染防止対策を講
じたうえで、サービス向上に努め
る。

・業務委託により事業を継続。
・新型コロナ感染拡大防止策を講じながら引き続きサービスを継続し
ていく。

教）利用サービ
ス課



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

214

中央図書館セン
ター機能整備事業

20

センター館としての機能を充実させ、市民の読書活動
や学習活動を支援するため、中央図書館の図書資料及
び視聴覚資料の整備を実施

生涯学習と情報の拠点となるべくセンター館
として、感染拡大防止策を講じつつ、コロナ
禍においても提供できるサービスを検討する
とともに、より一層の蔵書の充実に努める。

・直営にて事業を継続。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
令和3年5月4日から7月11日まで休館。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため引
き続き座席数や利用方法などを制限しながら
開館している状況。
・イベント等は、市内の感染状況を勘案しな
がら開催を検討する。
・引き続き資料の充実を図る。

図書及び視聴覚資料を購入（予算執行率：95％）

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和3年5月4日
から7月11日まで、令和3年8月29日から9月30日まで休館。

〇

生涯学習と情報の拠点となるべく
センター館として、感染拡大防止
策を講じつつ、コロナ禍において
も提供できるサービスを検討する
とともに、より一層の蔵書の充実
に努める。

・直営にて事業を継続。
・新型コロナ感染拡大防止のため引き続き座席数や利用方法等を制限
しながら開館を継続していく。
・イベントなどは、市内の感染状況や他の市有施設の取組などを勘案
しながら開催を検討する。
・引き続き資料の充実を図る。

教）利用サービ
ス課

215

読書チャレンジ・
図書資源ネット
ワーク事業
（１）ブックさぁ
くる事業
（２）さっぽろ本
の再活用パート
ナーシップ事業

20

（１）児童生徒が必要なときに必要な図書が手に入る
環境作り
（２）家庭や地域などに眠っている図書が必要なとこ
ろで再活用される環境を整備するため、公立図書館の
インターネット予約システムを活用し物流システムを
整備するとともに、全国唯一の「図書再活用ネット
ワークセンター」を使い、中古・寄贈図書のネット
ワーク拠点とするため、公立図書館にも図書の受入窓
口を拡大

（１）学校向け団体貸出に移行し、配送がな
くなったことや予約上限数が減ったことで不
便になった面がある。

（１）学校向け団体貸出として継続
（２）これまでどおり継続

（１）学校向け団体貸出として小学校３校、中学校55校、
特別支援学校１校に計4,111冊を貸出
（２）約9,600冊を再活用

〇

（１）ブックさぁくる事業から学
校向け団体貸出に移行し、配送が
なくなったことや予約上限数が
減ったことで不便になった面があ
る。

（１）学校向け団体貸出として継続
（２）これまでどおり継続

教）利用サービ
ス課

216

図書館の「知の拠
点化」推進

20

市民の情報活用能力の向上を目的に、電子書籍や情報
検索に関する普及事業を拡大し、学校等との連携によ
り、図書館の専門的知識を活用した読書活動の支援方
法を検討し、学校や地域に向けたより実効性のある図
書館普及事業を推進

新型コロナウィルス感染拡大防止の観点か
ら、集合研修は抑制し、研修動画を配信して
受講する方式を取ることを基本にする必要が
ある。

スキルアップ研修2回実施予定。
サービスアップ研修1回実施予定。
児童サービス研修1回実施予定。
えほん図書館サービス研修1回実施予定。
データベース研修1回実施予定。

・スキルアップ研修（1回、全国図書館大会兼、動画配信、
33名受講）
・プログラミング教育実践者による児童サービス研修（1
回、集合24名、事後に動画配信、視聴者数不明）
・データベース研修（2回、延15名受講）

―

新型コロナウィルス感染拡大防止
の観点から、集合研修は抑制し、
研修動画を配信して受講する方式
を取ることを基本にする必要があ
る。

スキルアップ研修2回実施予定。
サービスアップ研修1回実施予定。
児童サービス研修1回実施予定。
えほん図書館サービス研修1回実施予定。
データベース研修1回実施予定。

教）利用サービ
ス課

利用者に対し質の高いサービスを提供できる
環境を整備するため、以下の課題解決に向け
取り組む必要がある。
１）無料相談窓口の連携を希望する外部専門
団体が増えている一方、利用者の相談件数は
それほど増えていない状況
２）データベース席の利用が少ない状況
３）より多くの市民に使っていただけるよう
な座席の効率的な運用
４）札幌市経済観光局を始めとした、他部
署、各種専門機関との積極的な連携
５）目まぐるしく変わっていくビジネスの動
きに対応した図書の選定

218

「図書館との連携
を核とした新たな
生涯学習推進体制
の方針」の推進

20

札幌市生涯学習センターと、生涯学習の「知の拠点」
である図書館との連携を核とした、生涯学習の全市展
開を推進するための体制構築にかかる本方針を元に、
関係施設間の連携・取組を推進し、身近な地域で学び
を深められる環境を充実させる。

講座テーマの充実を図るとともに、図書館と
連携して講座を実施することの利点を生か
し、連携内容をより一層深めるよう取り組ん
でいく必要がある。

引き続き、新型コロナウイルス感染症の動向
を見ながら、講座を実施していく。

市民が身近な地域で学びを深められるよう、生涯学習セン
ターが、地域における事業展開として、生涯学習の知の拠
点である図書館と連動した講座を開催。図書館を会場とし
た市民カレッジを8講座開催した。（図書館連携講座）
【実施した会場と講座数】
・中央図書館　　２講座
・曙図書館　　　１講座
・元町図書館　　１講座
・西岡図書館　　１講座
・澄川図書館　　１講座
・清田図書館　　１講座
・山の手図書館　１講座

〇

講座テーマの充実を図るととも
に、図書館と連携して講座を実施
することの利点を生かし、連携内
容をより一層深めるよう取り組ん
でいく必要がある。

図書館の学びの拠点としての機能を高め、身近な地域における学びを
推進していくため、生涯学習センターにおいては、引き続き、図書館
と連動した講座を実施していくとともに、持続可能な取組とするた
め、連携を密にしながら企画を進めていく。

教）生涯学習推
進課

219

（仮称）札幌市読
書活動推進・図書
館振興計画策定
（再掲:224)

20

・市民の読書活動への支援を総合的に進めるため、図
書館の運営やサービスの基本的な考え方を示すととも
に、社会全体で子どもの読書活動を支える環境を整え
る計画を策定する。

・現行計画（図書館ビジョン、子ども読書計
画）の成果や課題、社会情勢や国における図
書館及び子どもの読書活動に関する施策の動
向を踏まえた検討。
・図書館協議会で聴取した意見、市民アン
ケート結果及びパブリックコメントにおける
意見の計画への反映。

令和３年10月：計画案に対するパブリックコ
メント
令和４年２月：計画公表
※適宜、図書館協議会を開催して意見聴取を
行う。

コロナウィルス感染症拡大の影響により、図書館協議会を
開催し、意見聴取を行うことができず、令和３年度中の計
画策定はできなかった。
令和４年３月９日～４月７日にかけて計画案に対するパブ
リックコメントを実施した。

―

・現行計画（図書館ビジョン、子
ども読書計画）の成果や課題、社
会情勢や国における図書館及び子
どもの読書活動に関する施策の動
向を踏まえた検討。
・図書館協議会で聴取した意見、
市民アンケート結果及びパブリッ
クコメントにおける意見の計画へ
の反映。

令和４年５月計画公表 教）運営企画課

図書・情報館の建
設・運営
（再掲:222）

20

（１）市民が抱える仕事やくらしの課題（就職、創
業、健康など）の解決を資料・情報面から支援
（２）札幌の魅力をデジタルコンテンツ等により発信
し、都心の賑わい・活力維持に寄与
（３）利用者の調べものや交流を促進する空間を創出

（新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
令和３年５月４日から７月11日まで休館）

1）相談窓口が開設についてのわかりやすい
サイン設置やSNSによる広報を積極的に行
う。また、起業した人へのインタビューを掲
載したWebも作るなど、継続的に広報を行っ
ていく。さらに司書と相談員が協力して相談
にあたるなど、サービスをさらに厚くしてい
く。
2）SNSや広報誌でのPRに加え、来年度に向け
てデータベース活用をPRするセミナー実施準
備を行う。
3）新型コロナウイルス感染拡大防止を図り
ながら、一定の座席数を確保できるような方
策をとり、利用者にとって不安なく、使いや
すい環境づくりを行う。
4）札幌市経済観光局と連携し、Start up
Sapporo事業（創業系）やNoMaps（ビジネス
カンファレンス）との関連した行事を行って
いく。また、感染拡大時に実地でのイベント
が行えない時の代替策としてオンライン配信
化を行うための準備を進めている。
5）社会経済やビジネスの情報を積極的に収
集し、内部での選書にかかる検討に活かす。

利用者増を目指し、ＨＰやＳＮＳ等による情報発信の取り
組みを行った。しかし、新型コロナウィルス感染拡大防止
に伴う休館のため、年間利用者は約41万人で前年度に比べ
ほぼ横ばいであった。また、相談窓口の利用はやや増加
し、データベース席の利用はほぼ横ばいの状況。今後もア
ンケートやカウンターでの聞きとり等をして、ニーズ把握
に努めるとともに、レファレンス機能の充実、ビジネス
パーソンに活用してもらえるような改善を検討していく。

217

教）利用サービ
ス課

〇

利用者に対し質の高いサービスを
提供できる環境を整備するため、
以下の課題解決に向け取り組む必
要がある。
1）無料相談窓口の連携を希望す
る外部専門団体が増えている一
方、利用者の相談件数はそれほど
増えていない状況
2）データベース席の利用が少な
い状況
3）知的空間を創出できるような
館内の利用促進
4）より多くの市民に使っていた
だけるような座席の効率的な運用
5）札幌市経済観光局を始めとし
た、他部署、各種専門機関との積
極的な連携
6）目まぐるしく変わっていくビ
ジネスの動きに対応した図書の選
定

1）相談窓口を認知してもらうため、SNSによる広報を積極的に行う。
また、相談の具体的なイメージを持ってもらうため、団体と相談し相
談内容の情報発信を行う。さらに、司書と相談員が協力して相談にあ
たる仕組みを作り、サービスをさらに厚くしていく。
2）SNSや広報誌でのPRに加え、データベース活用するセミナーを開催
し利用促進を図る。
3）知的空間の創出の向け、1階サロン等を活用した相談会や少人数の
セミナーを来年度に開催できるよう企画する。
4）新型コロナウイルス感染拡大防止を図りながら、一定の座席数を
確保できるような方策をとり、利用者にとって不安なく、使いやすい
環境づくりを行う。
5）札幌市経済観光局と連携し、NoMaps（ビジネスカンファレンス）
と連携し行事を行っていく。また、感染拡大時に実地でのイベントが
行えない時は、代替策としてオンライン配信を行う。
6）社会経済やビジネスの情報を積極的に収集し、内部での選書にか
かる検討に活かす。



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

220

青少年科学館運営

21

青少年の科学に対する関心を高め、科学する心を培
い、創造性豊かな青少年の育成を目的に、約200点の
展示物やプラネタリウムを備えた青少年科学館を運営
小中学生を対象とした「日曜実験室」や、中高校生の
科学部等の活動を支援する「中高生による科学教
室」、夏・冬休み期間中に特定のテーマを取り上げて
開催する特別企画展などの各種事業も実施

新型コロナウイルス感染症の対策の徹底を行
いながら、オンライン等も活用した新たな事
業展開を行っていく。

・特別展（夏）
・特別展（冬）
・理科授業プログラムの研究推進校による検
証

【令和3年度実績】
・来館者数：166,254人
（展示室：108,690人 プラネタリウム：57,564人）
・日曜実験室：275人
・中高生によるサイエンス広場：新型コロナウイルス感染
症のため中止
・特別企画展（夏）：15,958人
・特別企画展（秋）：12,839人
・特別企画展（冬）：8,487人
・理科授業プログラム研究推進校による検証
　小学校６校、中学校３校

〇

科学館の休館にともない新たなア
ウトリーチ事業を展開するなど、
オンライン等も活用した事業展開
を行っていく。

・特別展（夏）
・特別展（冬）

教）生涯学習推
進課

221

オリンピック・パ
ラリンピック教育
推進事業
（再掲:103）

21

「スポーツを通じて心身を鍛え、人種・民族、国の違
いを超えて友好を深め、平和な世界を築く」というオ
リンピズムの理念を踏まえ、スポーツを通じて子ども
の知・徳・体をバランスよく育むための取組を推進

３次構想を踏まえ、札幌の特性を生かし、ス
ポーツを通じて心身を鍛え、人種・民族、国
の違いを超えて友好を深めというオリンピズ
ムの理念を育む教育に一層努める必要があ
る。

事業を継続するとともに、オリンピック
ミュージアムを活用した授業を一層充実させ
ることで、冬季オリンピック大会を開催した
札幌市の歴史と伝統を踏まえた学習を通し
て、「ふるさと札幌」を愛する心の育成する
事業実施を図っていく。
【令和３年度実施予定】
・実施校数：92校
・体験児童生徒数：9,100名程度
※新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、事業規模が変更となる可能性がある。

番号103と同内容

〇

３次構想を踏まえ、札幌の特性を
生かし、スポーツを通じて心身を
鍛え、人種・民族、国の違いを超
えて友好を深めというオリンピズ
ムの理念を育む教育に一層努める
必要がある。

番号103と同内容 教）教育課程担
当課

ス）調整課

利用者に対し質の高いサービスを提供できる
環境を整備するため、以下の課題解決に向け
取り組む必要がある。
１）無料相談窓口の連携を希望する外部専門
団体が増えている一方、利用者の相談件数は
それほど増えていない状況
２）データベース席の利用が少ない状況
３）より多くの市民に使っていただけるよう
な座席の効率的な運用
４）札幌市経済観光局を始めとした、他部
署、各種専門機関との積極的な連携
５）目まぐるしく変わっていくビジネスの動
きに対応した図書の選定

223

青少年科学館展示
ゾーン等整備事業

21

展示室２階・３階に展示ゾーン等を整備し、科学の知
識がわかりやすく伝わるよう統一感を持たせるため、
展示物や施設設備等の更新・改修を行い、繰り返し来
館したくなるよう科学館機能の充実を目指す

基本設計図書を基に、展示ゾーン整備の実施
設計を行う。

・展示ゾーン等整備実施設計 展示ゾーン等整備実施設計を行った。

〇

科学館の大規模なリニューアル工
事を行う。

令和4年度と令和5年度の２ヵ年にわたる、展示物及び施設設備等の更
新・改修。

教）生涯学習推
進課

224

（仮称）札幌市読
書活動推進・図書
館振興計画策定
（再掲:219)

21

・市民の読書活動への支援を総合的に進めるため、図
書館の運営やサービスの基本的な考え方を示すととも
に、社会全体で子どもの読書活動を支える環境を整え
る計画を策定する。

・現行計画（図書館ビジョン、子ども読書計
画）の成果や課題、社会情勢や国における図
書館及び子どもの読書活動に関する施策の動
向を踏まえた検討。
・図書館協議会で聴取した意見、市民アン
ケート結果及びパブリックコメントにおける
意見の計画への反映。

令和３年10月：計画案に対するパブリックコ
メント
令和４年２月：計画公表
※適宜、図書館協議会を開催して意見聴取を
行う。

コロナウィルス感染症拡大の影響により、図書館協議会を
開催し、意見聴取を行うことができず、令和３年度中の計
画策定はできなかった。
令和４年３月９日～４月７日にかけて計画案に対するパブ
リックコメントを実施した。

―

・現行計画（図書館ビジョン、子
ども読書計画）の成果や課題、社
会情勢や国における図書館及び子
どもの読書活動に関する施策の動
向を踏まえた検討。
・図書館協議会で聴取した意見、
市民アンケート結果及びパブリッ
クコメントにおける意見の計画へ
の反映。

令和４年５月計画公表 教）運営企画課

図書・情報館の建
設・運営
（再掲:217）

21

（１）市民が抱える仕事やくらしの課題（就職、創
業、健康など）の解決を資料・情報面から支援
（２）札幌の魅力をデジタルコンテンツ等により発信
し、都心の賑わい・活力維持に寄与
（３）利用者の調べものや交流を促進する空間を創出

（新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
令和３年５月４日から７月11日まで休館）

1）相談窓口が開設についてのわかりやすい
サイン設置やSNSによる広報を積極的に行
う。また、起業した人へのインタビューを掲
載したWebも作るなど、継続的に広報を行っ
ていく。さらに司書と相談員が協力して相談
にあたるなど、サービスをさらに厚くしてい
く。
2）SNSや広報誌でのPRに加え、来年度に向け
てデータベース活用をPRするセミナー実施準
備を行う。
3）新型コロナウイルス感染拡大防止を図り
ながら、一定の座席数を確保できるような方
策をとり、利用者にとって不安なく、使いや
すい環境づくりを行う。
4）札幌市経済観光局と連携し、Start up
Sapporo事業（創業系）やNoMaps（ビジネス
カンファレンス）との関連した行事を行って
いく。また、感染拡大時に実地でのイベント
が行えない時の代替策としてオンライン配信
化を行うための準備を進めている。
5）社会経済やビジネスの情報を積極的に収
集し、内部での選書にかかる検討に活かす。

利用者増を目指し、ＨＰやＳＮＳ等による情報発信の取り
組みを行った。しかし、新型コロナウィルス感染拡大防止
に伴う休館のため、年間利用者は約41万人で前年度に比べ
ほぼ横ばいであった。また、相談窓口の利用はやや増加
し、データベース席の利用はほぼ横ばいの状況。今後もア
ンケートやカウンターでの聞きとり等をして、ニーズ把握
に努めるとともに、レファレンス機能の充実、ビジネス
パーソンに活用してもらえるような改善を検討していく。

222

教）利用サービ
ス課

〇

利用者に対し質の高いサービスを
提供できる環境を整備するため、
以下の課題解決に向け取り組む必
要がある。
1）無料相談窓口の連携を希望す
る外部専門団体が増えている一
方、利用者の相談件数はそれほど
増えていない状況
2）データベース席の利用が少な
い状況
3）知的空間を創出できるような
館内の利用促進
4）より多くの市民に使っていた
だけるような座席の効率的な運用
5）札幌市経済観光局を始めとし
た、他部署、各種専門機関との積
極的な連携
6）目まぐるしく変わっていくビ
ジネスの動きに対応した図書の選
定

1）相談窓口を認知してもらうため、SNSによる広報を積極的に行う。
また、相談の具体的なイメージを持ってもらうため、団体と相談し相
談内容の情報発信を行う。さらに、司書と相談員が協力して相談にあ
たる仕組みを作り、サービスをさらに厚くしていく。
2）SNSや広報誌でのPRに加え、データベース活用するセミナーを開催
し利用促進を図る。
3）知的空間の創出の向け、1階サロン等を活用した相談会や少人数の
セミナーを来年度に開催できるよう企画する。
4）新型コロナウイルス感染拡大防止を図りながら、一定の座席数を
確保できるような方策をとり、利用者にとって不安なく、使いやすい
環境づくりを行う。
5）札幌市経済観光局と連携し、NoMaps（ビジネスカンファレンス）
と連携し行事を行っていく。また、感染拡大時に実地でのイベントが
行えない時は、代替策としてオンライン配信を行う。
6）社会経済やビジネスの情報を積極的に収集し、内部での選書にか
かる検討に活かす。



令和3年度までの課題 　実施予定 実施結果 　実施予定

所管課

（３）今後の予定
令和４年度

（２）課題

事業評価
令和３年度番号 事業・取組名 施策の

展開項目 事業概要

225

さっぽろ市民カ
レッジ
（再掲:49、80、156、
176、182、188、208）

22

まちづくりを担う人材などを育成するため、生涯学習
センター等で学習機会提供事業「さっぽろ市民カレッ
ジ」を実施

３次構想を踏まえ、「市民活動系」「産業・
ビジネス系」の講座を充実させ、まちづくり
や産業振興に主体的に参画できる市民を育む
とともに学んだ成果や経験を活用できる場の
用意に一層努める必要がある。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大時期は
対面での講座の実施が難しいため、オンライ
ンによる実施など、状況に左右されずに開催
を担保できるような手法を検討していく必要
がある。

指定管理業務であることから、引き続き、指
定管理者に事業を継続させる。特に、重点施
策である施策の展開10「まちの活力を高める
学びの推進」、施策の展開20「身近な地域で
学びを深められる環境の整備」を念頭に置い
た事業展開を進めていく。
なお、新型コロナウイルス感染症の状況によ
り、講座の中止など規模の縮小が想定され
る。
【令和３年度実施予定】
・実施予定講座数：163講座
・受講者数目標：1,383名

ボランティア・市民活動、まちづくり等を促進する「市民
活動系」、職業能力の向上や産業育成・活性化を促進する
「産業・ビジネス系」、生きがいづくりにつながる「文
化・教養系」の３つの系を柱として幅広い分野、レベルの
講座を実施。
主な会場となる生涯学習センターが令和3年3月～令和4年1
月まで大規模改修工事により休館となり、制約がある中で
会場を地域のコミュニティ施設や地区図書館などに移し、
新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、アウトリー
チによる実施に取り組んだ。
【令和３年度実績】
・実施講座数：82講座
・受講者数：1,127名

〇

３次構想を踏まえ、「市民活動
系」「産業・ビジネス系」の講座
を充実させ、まちづくりや産業振
興に主体的に参画できる市民を育
むとともに、学んだ成果や経験を
活用できる場の拡充に努めていく
ことが必要。
また、オンラインなどの新たな実
施手法を取り入れていくととも
に、市民の身近な地域での学習機
会の拡充に引き続き取り組んでい
くことが重要。

指定管理業務であることから、引き続き、指定管理者に事業を継続さ
せる。特に、重点施策である施策の展開10「まちの活力を高める学び
の推進」、施策の展開20「身近な地域で学びを深められる環境の整
備」を念頭に置いた事業展開を進めていく。

【令和４年度実施予定】
・実施予定講座数：239講座
・受講者数目標：3,000名

教）生涯学習推
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サッポロサタデー
スクール事業
（再掲:32、131、
162、169、209）

22

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の豊かな
社会資源を活用したプログラムを、土曜日等に学校施
設等を活用して実施

従前よりコーディネーターの担い手育成や事
業に関わる教職員の負担が課題であるが、こ
れに加え感染症の影響により活動を縮小・自
粛する運営協議会が多く出ている。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮や、運
営の地域化を促すための支援に取り組む必要
がある。

新型コロナウイルス感染症の動向を注視しな
がら、適切な感染対策を講じ、可能な範囲で
事業を実施する。
活動の開始・再開のしやすさへの配慮とし
て、プログラムの年間実施回数の下限を撤廃
し、年度途中契約にも随時対応する。
感染症流行下での活動事例など運営に資する
情報提供に取り組むほか、関係様式の自動化
や運営サポート様式の作成などを検討し、事
務の省力化が図れるよう検討する。

【令和３年度実施予定】（7月現在）
・実施校　7校（7運営協議会）

14校13運営協議会で子どもたちに学びや体験の場を提供し
たが、年平均回数は約2.5回となった。感染対策の観点か
ら、調理や接触の多い運動プログラムの見合わせや参加人
数制限が多数行われ、参加者数も従前より大きく減少し
た。
コーディネーターの発掘・育成等を目的としたＮＰＯ等の
人材派遣は希望団体がなかったが、職員による随時個別相
談対応、事業広報紙を活用した情報提供、次年度の実施方
針説明会を兼ねた研修会を行い、活動を支援した。 ―

感染症流行の影響が続き、多様な
学び・体験の提供機会が大きく減
少しているほか、運営者、特に学
校の負担が増している。

感染症流行の影響が続き、多様な学び・体験の提供機会が大きく減少
しているほか、運営者、特に学校の負担が増している。
運営協議会の体制を始めとする既存の枠組を生かして、学校の負担を
減らしながら、地域の力を生かした多様な学びの場の提供を推進する
ため、授業（地域学習、ゲストティーチャー招へい）や放課後を対象
に含む条件での委託を試行し、土曜日の教育活動から学校支援活動を
含む地域学校協働活動への転換を目指す。

教）生涯学習推
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ご近所先生企画講
座
（再掲:163、183）

22

地域における学習機会の提供を目指し、市民が講座を
企画・運営する「ご近所先生企画講座」を市民カレッ
ジの一環として実施

３次構想を踏まえ、学びを通じたコミュニ
ティ作りや、学びの成果を地域課題解決に生
かす取り組みを一層推進していく必要があ
る。

引き続き、新型コロナウイルス感染症対策を
徹底しながら、指定管理業務として、学んだ
成果を生かして活躍したい市民を広く講師と
して募集し、研修プログラム等を提供すると
ともに、生涯学習センターをはじめ、市内の
各地域で「ご近所先生企画講座」を実施す
る。

学んだ成果を生かして活躍することを望む市民を広く講師
として募集し、研修プログラム等を提供するとともに、市
内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施した。
【令和３年度実績】
・実施講座数：25講座
・受講者数：212名 ―

３次構想を踏まえ、学びを通じた
コミュニティ作りや、学びの成果
を地域課題解決に生かす取り組み
を一層推進していく必要がある。

引き続き、新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、指定管理
業務として、学んだ成果を生かして活躍したい市民を広く講師として
募集し、研修プログラム等を提供するとともに、生涯学習センターを
はじめ、市内の各地域で「ご近所先生企画講座」を実施する。

教）生涯学習推
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幼保小連携なかよ
しキャンプ

22

翌年度就学予定の幼児と、その就学先の小学校に通う
児童を対象に、地域を基盤としたフィールドで野外炊
事などの自然体験活動の機会を提供

　幼児と児童が協力し、関わり合いながら活
動を進めるという事業の特性上、近距離での
接触などの感染リスクがあることから、事業
実施手法などの大幅な見直しも検討する必要
がある。
　また、事業実施が可能となったとして、よ
り多くの児童・幼児が参加できるような事業
内容についても併せて検討する必要がある。

　令和３年度については、感染症対策を徹底
の上、事業実施予定（夏季事業については、
既に中止が決定）

新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、夏季冬季
ともに事業中止

―

幼児と児童が協力し、関わり合い
ながら活動を進めるという事業の
特性上、近距離での接触などの感
染リスクがあることから、事業実
施手法などの大幅な見直しも検討
する必要がある。
また、事業実施が可能となった場
合は、より多くの児童・幼児が参
加できるような事業内容について
も併せて検討する必要がある。

令和４年度については、感染症対策を徹底の上、事業実施予定（秋季
は10/8（土）～10/9（日）実施）。
また、対象者を幼児と小学生（全学年）に拡大し、身近な公園等を活
用した体験活動を通じて外で遊ぶ習慣づくりや体力向上にも資するこ
とができるよう、公園管理者等と連携しつつ、開発したプログラムを
地域に還元していく。

教）生涯学習推
進課


